
株
式
会
社
U
N
I
C
O
N
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

株式売出届出目論見書
2025年8月



1.	‌�　この届出目論見書により行うブックビルディング方式による株

式5,008,606千円（見込額）の売出し（引受人の買取引受によ

る売出し）及び株式751,222千円（見込額）の売出し（オーバー

アロットメントによる売出し）については、当社は金融商品取引

法第５条により有価証券届出書を2025年８月20日に東北財務局

長に提出しておりますが、その届出の効力は生じておりません。

	 ‌�　したがって、売出しの売出価格等については今後訂正が行われ

ます。

	 ‌�　なお、その他の記載内容についても訂正されることがあります。

2.	‌�　この届出目論見書は、上記の有価証券届出書に記載されている

内容のうち、「第三部　特別情報」を除いた内容と同一のもので

あります。



株式売出届出目論見書

宮城県仙台市宮城野区榴岡二丁目５番30号
仙台イーストフロントビル５階



　本ページ及びこれに続く写真・図表等は、当社グループの概況等を要約・作成したものであります。
　詳細は、本文の該当ページをご参照ください。

地域の人々や社会とつながりながら、これまでの建設会
社の枠を超え、唯一無二の先駆者となる。
柔軟かつ強靭な企業連合体だからこそ、つくることがで
きる日本の新しい未来。

UNITED CONSTRUCTORS of JAPAN（地域連合型ゼネコン）

ビジョン・ミッション

山和建設

南総建南会西部建設コーポレーション

小野中村

私たちの使命は、それぞれが活動する地域社会とつなが
り、志を同じくする企業とともに従来の市場の枠組みを
超えていくことで、新たな建設業界の在り方を提案して
いくことです。
その挑戦により、あらゆる地域で幸せを創造していきます。

MISSION

VISION

つながり、超えて、
未来をつくる。



　当社は、県域を越えた地域有力ゼネコンを資本的に結び付け、各社の受注機能と技術者リソースを機動的
に連動させることを通じて、地域建設業界が抱える課題を解決するとともに、新規加入企業の増加を通じて
グループの成長を実現させることを目的とした、地域連合型ゼネコンの持株会社として設立されました。
　2022年7月に、現子会社である山和建設㈱と㈱小野中村、㈱南会西部建設コーポレーションの各社を、持
株会社傘下に経営統合したことを契機に、商号を㈱UNICONホールディングスに変更し、持株会社として
のガバナンス体制・経営管理機能を増強しながら、現在に至っております。

沿　革

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社5社（山和建設㈱、㈱小野中村、㈱南会
西部建設コーポレーション、南総建㈱及び大和生コン㈱白川工場）、関連会社2社（みどり生コン㈱及び 
㈱KS産業）で構成されております。

　当社の社名の由来は、当社が目指す姿である「WE DREAM THE UNITED CONSTRUCTORS OF 
JAPAN」の「UNITED CONSTRUCTORS」の頭文字を取ったものであります。
　当社は「つながり、超えて、未来をつくる。」というビジョンのもと、各地域の有力ゼネコンを資本的に
結び付け、自治体を超えた事業連携体制を構築し、地方建設業界の課題解決を目的とした地域連合型のゼネ
コンの純粋持株会社として、当社グループの経営戦略立案及び子会社の経営全般における指導／管理を行い、
連結子会社各社は事業会社として各地域において、建設関連事業を主な事業として展開しております。

事業の内容

大正明治 昭和 平成 令和

山和建設

小野中村

南会西部建設コーポレーション

南総建

小野中村
河川工事や海岸工事
に強みと実績

南会西部建設
コーポレーション
浚渫工事や河川工事
に強みと実績

南総建
国立公園の管理業
務、一般土木・舗装
工事に強みと実績

1970年
小山建材として
砂利販売にて創業

1904年
前身となる
小野組設立

1921年
前身となる
平澤組設立

1953年
平澤建設工業設立

1948年
前身となる
南会産業設立

1976年
西部建設設立

2021年
南会西部建設コーポレーション
ホールディングス設立

2004年
南会工業株式会社と西部建設株式会社が合併し、
株式会社南会西部建設コーポレーション設立

1957年
小野建設設立

2018年
小野建設と中村土木
の合併により
小野中村設立

2021年
小野中村ホールディングス
設立

1947年
中村土木設立

2019年
買収SPC設立

2021年
持株会社合併により、 山和建設・
小野中村ホールディングス設立

2022年7月
UNICON
ホールディングス発足

1977年
山和建設に
組織変更
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2019年
小野中村が平澤建設工業を
吸収合併

2014年
星組、大富士建工業、福南建設の
3社の合併により南総建設立

山和建設
高速道路やダムなど
の砂防工事に強みと
実績

2020年
買収SPCを山和建設
ホールディングスに
商号変更

2022年
南総建ホールディングス設立

2023年1月
グループイン



　山和建設㈱は、山形県西置賜郡小国町で1967年に発生した羽越豪雨の災害復旧に集まったボランティア
が中心となり、1970年に小山建材として創業し、1977年に山和建設㈱へと組織変更いたしました。そのた
め、災害復旧活動に積極的に取り組むとともに、主に官公庁案件を中心に、河川工事や道路工事など主に社
会インフラの整備の公共工事の施工を行っております。
　㈱小野中村は、福島県相馬市で福島県や相馬市といった地方自治体が発注する海岸工事や河川工事、市民
会館や学校の建築といった公共事業を主に行っております。前身となる小野組の設立は1904年であり、長
年地元で実績を積み重ねた結果、地場有数の規模を誇る総合建設会社として活動しております。
　㈱南会西部建設コーポレーションは、1976年に福島県会津地方で会社設立しました。公共建築物、トン
ネルや道路、河川の砂防等を手がけておりますが、特に除雪や浚渫工事等険しい場所での工事に強みがあり、
地域の生活インフラを支える活動を行っております。
　南総建㈱は、1952年に福島県南会津郡南会津町において前身となる㈱星組として設立され、2014年に 
㈱星組、大富土建工業㈱、福南建設㈱の3社が合併して現在の南総建㈱となりました。道路、河川、建築等
の公共工事や民間工事、冬季間の道路の除雪、ドローンによる測量や空撮等、幅広い分野で事業を行ってお
ります。中でも、日本最大の山岳湿地である「尾瀬国立公園」内の登山道の整備や施設の管理等は、40年以
上の実績を有しており、多様な動植物が生息する尾瀬の環境を守っております。

　当社グループでは、建設関連事業及びその他の事業の2つの事業セグメントを展開しています。
　当社グループの建設関連事業は、大きく「インフラメンテナンス」と「非インフラメンテナンス」の2つ
の事業領域に分かれ、「インフラメンテナンス」は「インフラ整備」、「災害対応」、「環境保護」の3つの分野
に、「非インフラメンテナンス」は「民間工事」、「兼業事業」の2つの分野に区分しております。
　山和建設㈱、㈱小野中村、㈱南会西部建設コーポレーション及び南総建㈱は建設関連事業の全ての分野に
おいて事業を行っており、大和生コン㈱白川工場は兼業事業を行っております。
　その他の事業として、山和建設㈱がガソリンスタンド事業、㈱小野中村が美容室事業、不動産賃貸事業、
太陽光発電事業、南総建㈱が不動産賃貸事業を行っております。

　当社グループのセグメントは2つとなっておりますが、建設関連事業が当社グループの売上及び利益のほ
とんどを占めております。

材料発注
材料納入

外注発注
工事施工

受注管理 施工進捗管理 人材／稼働管理

小野中村 南会西部コーポレーション 南総建

山和建設

案件情報収集・ 
顧客関係強化

入札・発注

施工・引渡

仕入先
事業運営に

必要な環境構築／
リソース提供

協力会社

得意先

調達管理 予実／計数管理

HD機能

官公庁

民間

建設関連事業 15,276百万円
インフラメンテナンス 12,827百万円
インフラ整備 7,772百万円

予防保全型の恒常的なインフラメンテナンス
インフラの新設及び維持のための工事

災害関連の復旧や防災・
減災対応のための工事

環境にやさしい発電方法である水力発電所の
維持や、環境保護につながる工事

災害対応 3,837百万円 環境保護 1,217百万円

非インフラメンテナンス 2,449百万円
民間工事 1,040百万円
兼業事業 1,409百万円

その他の事業 334百万円

全社売上高 15,611百万円

49.8% 24.6% 7.8%

セグメント別売上高（2024年6月期）



　建設関連事業における当社グループの役割は、土木工事及び建
築工事（以下「建設工事」という。）における施工管理全般とな
り、具体的には、品質管理、工程管理、資材の調達、専門工事業
者への発注、さらには施工中の安全管理等となります。
　また、建設工事は、多くの技術やノウハウを駆使し、様々な建
造物を造り上げることから、多様な職種の専門工事業者が多数関
わり、その工事期間が長期に及ぶこともあります。そのため、工
事の全体像を把握し、多種多様な工種に使われる技術を理解し、
安全かつ決められた期間内に高品質な成果物を造り上げるには、
これらを統括する施工管理の役割が非常に重要となります。

　建設業法では、工事現場における建設工事の施工の技術上の管
理をつかさどるものとして、主任技術者又は監理技術者（以下「監
理技術者等」という。）を設置し、建設工事の適正な施工を確保す
ることとされており、また、監理技術者等は、それぞれが所属する
建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有することが必要とさ
れておりますが、「企業集団」として認定されている場合には、特例として、「親会社およびその連結子会社の間」
または「連結子会社間」の出向社員を、出向先会社が監理技術者等として置く場合、一定の要件を満たすこと
を前提に、当該出向社員と当該出向先の会社との間に、直接的かつ恒常的な雇用関係があるものとして取り扱う
こととされております。
　当社グループは、この「企業集団」に認定されており、「企業集団制度」を有効活用することで、稼働率
の向上（繁閑の平準化）や機会損失の極小化を図っております。

企業集団制度を用いたリソースの融通イメージ

出向
出向

出向出向 出向

各社間で在籍出向し技術者を最適配置

　グループ各社とも地域に根差したインフラの守り手として、公共工事等を中心に多くの工事実績を積み上
げてきました。一方、公共工事の元請を軸としている点は共通しているものの、各社とも地域性に加えて、
取り組んでいる工事内容が異なり、それぞれが独自の強みや専門性を有しています。
　それぞれが有している強みや専門性を、「企業集団」という枠組みの中で共有し、受注機会を多く得るこ
とができることが、当社グループの建設関連事業の大きな特徴となります。
　今後も継続して、「企業集団」というメリットを最大限に活かし、グループ一体として、各社単独ではチャ
レンジできなかったような大規模・高難易度案件に対しても積極的に取り組んでいく方針です。

（注）表記はイメージです。また、2024年3月の改正企業集団制度により親会社を経由せずに技術者の融通が可能となったが、上記では便宜上、HD所属との表記としております。

企業集団制度を有効活用したアサインで、稼働率の向上（繁閑の平準化）や機会損失の極小化が可能である。
各社が単独で技術者をアサインする場合

 資格 所属 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

Ａ 1級土木 X社

Ｂ 2級土木 X社

Ｃ － X社

Ｄ 1級土木 Y社

Ｅ 2級土木 Y社

Ｆ － Y社

企業集団制度で技術者を融通し合う場合
 資格 所属 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

Ａ 1級土木 HD

Ｅ 2級土木 HD

Ｃ － X社

Ｆ － Y社

Ｄ 1級土木 HD

Ｂ 2級土木 HD

大型-AA 大型-CC 大型-EE

小型-BB 小型-DD

大型-AA 小型-BB 大型-CC 小型-DD 大型-EE

大型-GG 大型-II

小型-FF 小型-HH 小型-JJ

小型-FF 大型-GG 小型-HH 大型-II 小型-JJ

大型-AA 大型-GG 大型-CC 大型-II 大型-EE

小型-FF 小型-BB 小型-HH 小型-DD 小型-JJ

大型-AA 小型-BB 大型-CC 小型-DD 大型-EE

小型-FF 大型-GG 小型-HH 大型-II 小型-JJ

追加案件獲得可能

追加案件獲得可能

＞

2級資格では、大型を請け負えない　　▼　　稼働を埋められる工期案件がない

保有資格や技能、工期など様々な要素が絡み合い最適化しにくい 稼働率の向上、及び浮いたリソースによる案件の追加獲得が可能

①各社の得意工事を学び、②グループ他社に転籍、③ノウハウを共有することで、各社の得意とする工種を増やす仕組みがある。
各社単体での事業展開 技術者を介して、特徴的な技術・

ノウハウを相互共有 

項目 福島 山形 宮城 …

河川／海岸 小野
中村 - - -

浚渫工事 南会
西部 - - -

国立公園 南
総建 - - -

砂防ダム - 山和
建設

山和
建設 -

高速道路 - 山和
建設

山和
建設 -

… - - - -

項目 福島 山形 宮城 … …

河川／海岸 小野
中村 ○ ○ ○ ○

浚渫工事 南会
西部 ○ ○ ○ ○

国立公園 南
総建 ○ ○ ○ ○

砂防ダム ○ 山和
建設

山和
建設 ○ ○

高速道路 ○ 山和
建設

山和
建設 ○ ○

… ○ ○ ○ ○ ○

… ○ ○ ○ ○ ○

ホールディングスとしての事業展開



経営環境・経営戦略

　経営環境
　当社グループの主力事業である建設関連事
業においては、2040年にかけインフラの老朽
化が進み、2040年に建設後50年以上が経過
する社会資本は、道路橋約73万橋のうち約
75％、港湾施設約6.2万施設のうち約68％、
河川管理施設約2.8万施設のうち約65％とみら
れており、また、近年は風水害等の自然災害
の発生により災害対応も増加してきております。
　こうした状況を受け、国土強靭化に向けた
予算は増加の一途にあり、公共建設投資は引
き続き堅調に推移していくことが見込まれて
おります。
　当社グループはインフラメンテナンス企業
として、インフラ整備、災害対応及び環境保
護分野においてこれまで工事実績を積み上げ
てきております。その結果、国土交通省の

「優良工事等局長表彰」といった優良建設工
事表彰も多数受賞し、公共工事の竣工時に発
注者が出来栄えや施工状況等を総合的に評価
する工事成績評定においても、高点数を獲得できているため、発注者が行う入札参加資格審査における格付
けにおいても高い格付けを維持できておりますので、今後も安定した受注が期待できると考えております。

　優先的に対処すべき課題
❶ 技術者の不足
　当社グループの事業を遂行するにあたっては、土木施工管理技士や建築施工管理技士の資格を保有する技
術者が欠かせないものとなっておりますが、技術者の高齢化及び次世代を担う人材の不足が建設業全体の問
題として懸念されております。  
　当社グループにおいても、20代・30代といった若手、中間層の技術者の不足を課題として認識しており
ますが、企業集団制度を有効活用したアサインを行うことにより、稼働率を向上させ、機会損失の極小化を
図っております。
❷ 業務の標準化
　公共事業を安定的に受注するためには、受注実績を積み重ね、様々な工種のノウハウを蓄積する必要があ
りますが、地方の建設業界においては、公共事業の比率が高く、発注者が地方公共団体に偏りがちなことも
あり、新たな工種のノウハウを蓄積する機会が少ないことが課題となっております。
　当社グループにおいては、各社の得意工事のノウハウや技術を身に付けた技術者がグループ内の他社に転
籍することで、ノウハウを共有することが可能となり、各社で得意とする工種を増やすことでさらなる事業
展開を図っております。

　中長期的な経営戦略
　当社グループは、インフラ整備、災害対応、環境保護の分野において、企業集団制度を有効活用したアサ
インと、グループ各社が保有する案件情報・ノウハウ・リソースを共有することで、グループシナジーを発
揮しつつ、主力顧客から効率的に案件を受注するビジネスモデルを展開するインフラメンテナンス企業とし
て、上記の経営の基本理念の実現を目指し、企業価値の向上を図るため、「中期経営計画（2025年6月期～
2027年6月期）」を策定しております。

「中期経営計画（2025年6月期～2027年6月期）」の概要

▲

 取組施策
① 重点領域への注力

　グループの強みである主要顧客基盤においては、国土強靭化を背景に今後も旺盛な発注が予想されてお
り、今後も大きな事業機会を見込んでおります。
　当社グループは、国土交通省から企業集団として認定を受けております。企業集団の認定を受けたグルー
プにおいては、その親会社と連結子会社の間の出向社員を、出向先の会社が工事現場に監理技術者等とし
て置く場合に、当該出向社員と出向先の会社との間に直接的かつ恒常的な雇用関係があるものとして取り
扱うことが可能となります。そのため当社は、グループ各社が有するノウハウ・リソースを効率的に活用
することで、主要顧客の大型案件を受注し、グループ全体での受注最大化を目指します。

② 技術者の確保
　ヘッドハンティングやリファラル採用制度の活用等の技術者獲得の施策を打ち出すとともに、当社グ
ループとしてのグループ採用を推進・強化することにより技術者の確保を目指します。

③ 組織・ガバナンス
　ホールディングスの組織体制や、グループのガバナンス体制のさらなる強化・充実を図ります。また、
企業集団制度に対応した組織を当社の本社に立ち上げ、柔軟な技術者の活用体制の確立を目指します。
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国土強靭化計画の
基本的な方針（5本柱）

①国民の生命と財産を守
る防災インフラの整備・
管理

②経済発展の基盤となる
交通・通信・エネルギー
などライフラインの強
靭化

③デジタル等新技術の活
用による国土強靭化策
の高度化

④災害時における事業継
続性確保をはじめとし
た官民連携強化

⑤地域における防災力の
一層の強化

■ 当初予算 ■ 補正予算
■ 補正予算_3ヵ年緊急対策 ■ 補正予算_5ヵ年加速化対策

注：内閣官房「国土強靭化対策ポータルサイト」・「国土強靭化（予算・税制）」資料より抜粋

（兆円）

国土強靭化関係予算の推移と基本方針
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（1）連結経営指標等
回　　　　　次 国際会計基準

第5期 第6期 第7期第3四半期
決　算　年　月 2023年6月 2024年6月 2025年3月

売上収益 16,129,963 15,611,403 12,470,240
営業利益 1,361,222 1,147,446 1,429,358
税引前（四半期）利益 1,346,186 1,131,961 1,412,763
親会社の所有者に帰属する当期（四半期）利益 986,933 725,892 946,209
親会社の所有者に帰属する当期（四半期）包括利益 987,324 726,685 946,084
親会社の所有者に帰属する持分 7,162,324 4,888,927 3,598,078
総資産額 13,396,647 11,296,441 13,279,412
1株当たり親会社所有者帰属持分 （円） 726.05 495.59 －
基本的1株当たり当期（四半期）利益 （円） 105.68 73.58 95.99
希薄化後1株当たり当期（四半期）利益 （円） － － 95.80
親会社所有者帰属持分比率 （％） 53.5 43.3 27.1
親会社所有者帰属持分当期利益率 （％） 17.0 12.0 －
株価収益率 （倍） － － －
営業活動によるキャッシュ・フロー 37,139 2,161,125 －
投資活動によるキャッシュ・フロー △35,705 △93,384 －
財務活動によるキャッシュ・フロー △452,963 △2,776,371 －
現金及び現金同等物の期末（四半期末）残高 4,296,852 3,588,221 －
従業員数 （人） 323 338 －

（注）1．第6期より、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により連結財務諸表を作成しております。また、第5期のIFRSに基づいた連結経営指標等をあわせて記載しております。
2．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。
3．第5期及び第6期の希薄化後1株当たり当期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
4．第5期及び第6期の投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスになっているのは、固定資産の取得による支出によるものです。
5．第5期の財務活動によるキャッシュ・フローがマイナスになっているのは、長期借入金の返済による支出及び社債の償還による支出によるものです。
6．第6期の財務活動によるキャッシュ・フローがマイナスになっているのは、配当金支払による支出によるものです。
7．�第5期及び第6期のIFRSに基づく連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、監査法人FRIQの監査を受けております。また、第7期第3四半期
のIFRSに基づく四半期連結財務諸表については、監査法人FRIQの期中レビューを受けております。

8．�従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む就業員数であります。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分の
10未満であるため記載を省略しております。

9．�2025年1月15日開催の取締役会決議により、2025年1月31日付で普通株式1株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、第5期の期首に当該株式分割が行われたと仮定
し、1株当たり親会社所有者帰属持分及び基本的1株当たり当期（四半期）利益並びに希薄化後1株当たり四半期利益を算定しております。

（単位：千円）

（2）提出会社の経営指標等
回　　　　　次 日本基準

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期
決　算　年　月 2020年3月 2021年3月 2021年6月 2022年6月 2023年6月 2024年6月

営業収益 － － － － 750,024 2,819,880
経常利益又は経常損失（△） △429 △21,149 4,025 18,269 519,339 2,442,231
当期純利益又は当期純損失（△） △493 △23,578 31 △4,498 515,551 2,452,766
資本金 5,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
発行済株式総数 （株） 200 30,770 69,376 69,376 98,648 98,648
純資産額 9,506 1,514,427 3,418,146 3,413,647 5,656,424 5,109,108
総資産額 9,570 3,102,235 6,722,137 6,666,417 12,047,567 11,628,799
1株当たり純資産額 （円） 47,533.56 49,217.67 49,269.87 49,205.03 573.39 517.91
1株当たり配当額
（うち1株当たり中間配当額） （円） －

（－）
－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

30,412
（30,412）

1株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△） （円） △2,466.44 △829.70 0.45 △64.84 55.21 248.64
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 （円） － － － － － －
自己資本比率 （％） 99.3 48.8 50.8 51.2 47.0 43.9
自己資本利益率 （％） － － 0.0 － 11.4 45.6
株価収益率 （倍） － － － － － －
配当性向 （％） － － － － － 122.3
従業員数 （人） － － 1 1 4 5

（注）1．�第5期から当社は商号を㈱UNICONホールディングスに変更し、グループ統括機能を有する持株会社に移行しております。これに伴い第5期以降、経営指導料や受取配当金等
の持株会社の主たる事業として発生する収益が生じており、営業収益としております。

2．第1期、第2期については、持株会社としての収入がなく、経常損失及び当期純損失を計上しております。
3．第4期については、グループ統括機能を有する持株会社への移行に伴う特別損失が発生したため、当期純損失を計上しております。
4．�第1期、第2期及び第4期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第3期、第5
期及び第6期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

5．第1期、第2期及び第4期の自己資本利益率については、当期純損失であるため記載しておりません。
6．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。
7．�第1期、第2期、第3期、第4期及び第5期の1株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。第6期の1株当たり配当額は特別配当で
あります。

8．�2021年6月18日開催の定時株主総会決議により、第3期の決算期を3月31日から6月30日に変更しました。従いまして、第3期は、決算期変更により2021年4月1日から2021
年6月30日までの3ヶ月間となっております。

9．�第5期及び第6期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条
の2第1項の規定に基づき、監査法人FRIQの監査を受けております。
なお、第1期、第2期、第3期及び第4期については、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載しております。また、当該各数値につ
いては、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査を受けておりません。

10．�当社は持株会社として設立され、第1期及び第2期においては、従業員は在籍しておりませんでしたが、第3期からグループ経営全般を管理するため従業員を雇用するようにな
りました。従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業員数であります。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため記
載を省略しております。

11．�2025年1月31日付で普通株式1株につき100株の割合で株式分割を行っており、発行済株式総数は、9,894,900株となっております。
12．�2025年1月31日付で普通株式1株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、第5期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純

利益を算定しております。
13．当社は、2025年1月31日付で普通株式1株につき100株の割合で株式分割を行っております。

そこで、東京証券取引所自主規制法人（現　日本取引所自主規制法人）の引受担当者宛通知「『新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」
（平成24年8月21日付東証上審第133号）に基づき、第1期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定した場合の1株当たり指標の推移を参考までに掲げると、以下のと
おりとなります。
なお、第1期、第2期、第3期及び第4期の数値（1株当たり配当額についてはすべての数値）については、監査法人FRIQの監査を受けておりません。

（単位：千円）

回　　　　　次 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期
決　算　年　月 2020年3月 2021年3月 2021年6月 2022年6月 2023年6月 2024年6月

1株当たり純資産額 （円） 475.34 492.18 492.70 492.05 573.39 517.91
1株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△） （円） △24.66 △8.30 0.00 △0.65 55.21 248.64
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 （円） － － － － － －
1株当たり配当額
（うち1株当たり中間配当額） （円） －

（－）
－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

304.12
（304.12）

主要な経営指標等の推移

業績等の推移



主要な連結経営指標等の推移（IFRSに基づく数値）
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（単位：千円）

（単位：千円） （単位：円）

（単位：千円） （単位：円）

（単位：千円）
　売上収益 　親会社の所有者に帰属する持分／総資産額

　税引前（四半期）利益

　親会社の所有者に帰属する当期（四半期）利益

　1株当たり親会社所有者帰属持分

　基本的1株当たり当期（四半期）利益

■ 親会社の所有者に帰属する持分　■ 総資産額

（注）�2025年1月31日付で普通株式1株につき100株の割合で株式分割を行っておりますので、第5期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり親会社所有者帰
属持分及び基本的1株当たり当期（四半期）利益の数値を算定しております。
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】
　該当事項はありません。

種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
4,725,100 5,008,606,000

東京都千代田区丸の内二丁目５番１号

エンデバー・ユナイテッド2号投資事業有

限責任組合

4,725,100株

計(総売出株式) － 4,725,100 5,008,606,000 －

指定する販売先（親引け

先）
株式数 販売目的

UNICONホールディングスグ

ループ従業員持株会

取得金額32,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
福利厚生のため

株式会社きらやか銀行
取得金額300,000千円を上限として

要請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社七十七銀行
取得金額300,000千円を上限として

要請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社東邦銀行
取得金額300,000千円を上限として

要請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社シーティーエス
取得金額100,000千円を上限として

要請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社しもごう環境サー

ビス

取得金額100,000千円を上限として

要請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社仙台銘板
取得金額100,000千円を上限として

要請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　2025年９月17日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２　売出しの条件

（引受人の買取引受による売出し）　(2）ブックビルディング方式」に記載の金融商品取引業者（以下「第２　売出

要項」において「引受人」という。）は、下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額（売出価

格）で売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）を行います。引受人は株式受渡期日（2025年９月

26日（金））に引受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額

は引受人の手取金といたします。売出人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。

　なお、引受人の買取引受による売出しは、株式会社東京証券取引所（以下「取引所」という。）の定める「有価証

券上場規程施行規則」第246条に規定するブックビルディング方式（株式の取得の申込みの勧誘時において売出価格

に係る仮条件を投資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握したうえで売出価格を決定する方法をいう。）

により決定される価格で行います。

　（注）１．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

２．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（1,060円）で算出した見込額でありま

す。

３．売出数等については今後変更される可能性があります。

４．当社は、引受人に対し、上記売出数の一部につき、当社が指定する販売先（親引け先）へ販売を要請する予

定であります。指定する販売先（親引け先）・株式数・販売目的は下表に記載のとおりです。

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 1 -



指定する販売先（親引け

先）
株式数 販売目的

株式会社髙助
取得金額100,000千円を上限として

要請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社アクティオ
取得金額80,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社亜喜建設
取得金額50,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

加藤建材工業株式会社
取得金額50,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

金沢興業株式会社
取得金額50,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

東北電機鉄工株式会社
取得金額50,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

東北レミコン株式会社
取得金額50,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社ナカムラ
取得金額50,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

山形酸素株式会社
取得金額50,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社鈴木総業
取得金額40,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社太陽警備保障
取得金額30,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

東栄コンクリート工業株式

会社

取得金額30,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社北陽
取得金額30,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

理研興業株式会社
取得金額30,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社エコー設備工業
取得金額20,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社置賜総合保険
取得金額20,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社四釜サッシセンタ

ー

取得金額20,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

田村建材株式会社
取得金額20,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社マルニ建工
取得金額20,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

新和商事株式会社
取得金額15,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

有限会社ヒロテック
取得金額10,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

株式会社ヤマコン
取得金額10,000千円を上限として要

請を行う予定であります。
既存取引先との関係強化のため

なお、親引けは、日本証券業協会の定める「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分等に関する規

則」に従い、発行者が指定する販売先への売付け（販売先を示唆する等実質的に類似する行為を含む）であ

ります。
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５．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

６．引受人の買取引受による売出しに当たっては、需要状況を勘案し、オーバーアロットメントによる売出しを

行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「３　売出株式（オーバーアロットメントによる

売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参照下さい。

７．引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容につ

いては、「募集又は売出しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間
申込株数
単位
（株）

申込証拠
金（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏名又は

名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１．

(注)２．

未定

(注)１．

自　2025年

９月18日(木)

至　2025年

９月24日(水)

100
未定

(注)２．

引受人の本支店

及び営業所

東京都中央区日本橋一丁目

13番１号

野村證券株式会社

東京都千代田区丸の内一丁

目９番１号

大和証券株式会社

東京都港区南青山二丁目６

番21号

楽天証券株式会社

東京都港区六本木一丁目６

番１号

株式会社ＳＢＩ証券

愛知県名古屋市中村区名駅

四丁目７番１号

東海東京証券株式会社

東京都中央区日本橋室町二

丁目２番１号

岡三証券株式会社

静岡県静岡市葵区追手町１

番13号

静銀ティーエム証券株式会

社

千葉県千葉市中央区中央二

丁目５番１号

ちばぎん証券株式会社

未定

(注)３．

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．売出価格は、ブックビルディング方式によって決定されます。

売出価格は、2025年９月５日に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リスク

等を総合的に勘案した上で、売出価格決定日（2025年９月17日）に引受価額と同時に決定される予定であり

ます。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定される予定であります。

需要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的に、機

関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２．申込証拠金は、売出価格と同一となります。ただし、申込証拠金には、利息をつけません。
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３．引受人の引受価額による買取引受によることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件は、売出

価格決定日（2025年９月17日）に決定する予定であります。

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の総額

は引受人の手取金となります。

４．上記引受人と売出価格決定日に元引受契約を締結する予定であります。

５．株式受渡期日は、2025年９月26日（金）（以下、「上場（売買開始）日」という。）の予定であります。引

受人の買取引受による売出しに係る株式は、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）の「株式

等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことが

できます。

６．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．申込みに先立ち、2025年９月９日から2025年９月16日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考として

需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更又は撤回することが可能であります。

販売に当たりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通性

の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われることがあります。

引受人は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分に関する基本方針及び社内規程等に従

い、販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については引受人の店頭における表示又はホームペ

ージにおける表示等をご確認下さい。

８．引受人は、引受人の買取引受による売出しに係る売出株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を

希望する引受人以外の金融商品取引業者に販売を委託する方針であります。
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種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
708,700 751,222,000

東京都中央区日本橋一丁目13番１号

野村證券株式会社　　　　　　 708,700株

計(総売出株式) － 708,700 751,222,000 －

３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状況を勘案し、

野村證券株式会社が行う売出しであります。したがってオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株

式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少若しくは中止される場合があります。

２．オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社は、東京証券取引所においてオーバー

アロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカ

バー取引」という。）を行う場合があります。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．グリーンシューオプションとシ

ンジケートカバー取引について」をご参照下さい。

３．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

４．引受人の買取引受による売出しを中止した場合には、オーバーアロットメントによる売出しも中止いたしま

す。

５．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（1,060円）で算出した見込額でありま

す。

６．振替機関の名称及び住所は、「１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」の（注）５．に記載した

振替機関と同一であります。
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

売出価格
（円）

申込期間
申込株数単位

（株）
申込証拠金

（円）
申込受付場所

引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

(注)１．

自　2025年

９月18日(木)

至　2025年

９月24日(水)

100
未定

(注)１．

野村證券株式

会社の本店及

び全国各支店

－ －

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一とし、売出価格決定日に決定する予定であります。ただし、申込証拠金には、利息をつけませ

ん。

２．株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場（売買開始）日の予定で

あります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の「株式等の振替に関する業務規程」

に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

３．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

４．野村證券株式会社の販売方針は、「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）　(2）ブックビル

ディング方式」の（注）７．に記載した販売方針と同様であります。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１．東京証券取引所スタンダード市場への上場について

　当社は、「第２　売出要項」における売出株式を含む当社普通株式について、野村證券株式会社を主幹事会社とし

て、東京証券取引所スタンダード市場への上場を予定しております。

２．グリーンシューオプションとシンジケートカバー取引について

　オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、主幹事会社が当社株主であるエンデバー・ユナイテッド2号投資事業有限責任組合（以下「貸株人」という。）

より借入れる株式であります。これに関連して、主幹事会社は、708,700株を上限として貸株人より追加的に当社株

式を取得する権利（以下「グリーンシューオプション」という。）を、2025年10月24日を行使期限として貸株人より

付与される予定であります。

　また、主幹事会社は、2025年９月26日から2025年10月24日までの間、貸株人から借入れる株式の返却を目的とし

て、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とするシンジケートカバ

ー取引を行う場合があります。

　主幹事会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式について、当該株式数については、グリーンシュ

ーオプションを行使しない予定であります。また、シンジケートカバー取引期間内においても、主幹事会社の判断で

シンジケートカバー取引を全く行わないか若しくは上限株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了さ

せる場合があります。

３．ロックアップについて

　引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人であるエンデバー・ユナイテッド2号投資事業有限責任組合並

びに当社株主である小山和夫は、主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後

180日目の2026年３月24日までの期間（以下「ロックアップ期間」という。）中、主幹事会社の事前の書面による同

意なしには、当社普通株式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出し、オーバーアロットメントによる売出

しのために当社普通株式を貸し渡すこと及びグリーンシューオプションの対象となる当社普通株式を主幹事会社が取

得すること等を除く。）を行わない旨合意しております。

　また、当社は主幹事会社に対し、ロックアップ期間中は主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社普通株

式の発行、当社普通株式に転換若しくは交換される有価証券の発行または当社普通株式を取得若しくは受領する権利

を付与された有価証券の発行等（ただし、株式分割及びストックオプションとしての新株予約権の発行等を除く。）

を行わない旨合意しております。

　なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を

一部若しくは全部につき解除できる権限を有しております。

　上記のほか、当社は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則の規定に基づき、上場前の第三者割当等による募

集株式等の割当等に関し、割当を受けた者（小山剛、小野貞人、植村賢二、井上孝、黒沼理、植村卓馬、飯塚信、大

浦和久、湯田高弘、三須三男、阿部猛、元木義人、大瀧浩之、平澤慎一郎及び目黒良樹）との間に継続所有等の確約

を行っております。その内容については、「第四部　株式公開情報　第２　第三者割当等の概況」をご参照下さい。
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回次
国際会計基準

第５期 第６期

決算年月 2023年６月 2024年６月

売上収益 （千円） 16,129,963 15,611,403

営業利益 （千円） 1,361,222 1,147,446

税引前利益 （千円） 1,346,186 1,131,961

親会社の所有者に帰属する

当期利益
（千円） 986,933 725,892

親会社の所有者に帰属する

当期包括利益
（千円） 987,324 726,685

親会社の所有者に帰属する持分 （千円） 7,162,324 4,888,927

総資産額 （千円） 13,396,647 11,296,441

１株当たり親会社所有者帰属持分 （円） 726.05 495.59

基本的１株当たり当期利益 （円） 105.68 73.58

希薄化後１株当たり当期利益 （円） － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 53.5 43.3

親会社所有者帰属持分当期利益率 （％） 17.0 12.0

株価収益率 （倍） － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 37,139 2,161,125

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △35,705 △93,384

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △452,963 △2,776,371

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 4,296,852 3,588,221

従業員数 （人） 323 338

第二部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

（注）１．第６期より、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により連結財務諸表を作成しております。また、第５

期のIFRSに基づいた連結経営指標等をあわせて記載しております。

２．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

３．希薄化後１株当たり当期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第５期及び第６期の投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスになっているのは、固定資産の取得によ

る支出によるものです。

５．第５期の財務活動によるキャッシュ・フローがマイナスになっているのは、長期借入金の返済による支出及

び社債の償還による支出によるものです。

６．第６期の財務活動によるキャッシュ・フローがマイナスになっているのは、配当金支払による支出によるも

のです。
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７．第５期及び第６期のIFRSに基づく連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づき、監査法人ＦＲＩＱの監査を受けております。

８．従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む就業員数であります。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。

９．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行いましたが、第５期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり親会社所有者帰属持分及

び基本的１株当たり当期利益を算定しております。
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回次
日本基準

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2021年６月 2022年６月 2023年６月 2024年６月

営業収益 （千円） － － － － 750,024 2,819,880

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △429 △21,149 4,025 18,269 519,339 2,442,231

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） △493 △23,578 31 △4,498 515,551 2,452,766

資本金 （千円） 5,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

発行済株式総数 （株） 200 30,770 69,376 69,376 98,648 98,648

純資産額 （千円） 9,506 1,514,427 3,418,146 3,413,647 5,656,424 5,109,108

総資産額 （千円） 9,570 3,102,235 6,722,137 6,666,417 12,047,567 11,628,799

１株当たり純資産額 （円） 47,533.56 49,217.67 49,269.87 49,205.03 573.39 517.91

１株当たり配当額

（円）

－ － － － － 30,412

（うち１株当たり中間配

当額）
(－) (－) (－) (－) (－) (30,412)

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△）

（円） △2,466.44 △829.70 0.45 △64.84 55.21 248.64

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） － － － － － －

自己資本比率 （％） 99.3 48.8 50.8 51.2 47.0 43.9

自己資本利益率 （％） － － 0.0 － 11.4 45.6

株価収益率 （倍） － － － － － －

配当性向 （％） － － － － － 122.3

従業員数 （人） － － 1 1 4 5

(2）提出会社の経営指標等

　（注）１．第５期から当社は商号を㈱UNICONホールディングスに変更し、グループ統括機能を有する持株会社に移行し

ております。これに伴い第５期以降、経営指導料や受取配当金等の持株会社の主たる事業として発生する収

益が生じており、営業収益としております。

２．第１期、第２期については、持株会社としての収入がなく、経常損失及び当期純損失を計上しております。

３．第４期については、グループ統括機能を有する持株会社への移行に伴う特別損失が発生したため、当期純損

失を計上しております。

４．第１期、第２期及び第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第３期、第５期及び第６期の潜在株式調整後１

株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第１期、第２期及び第４期の自己資本利益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

６．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

７．第１期、第２期、第３期、第４期及び第５期の１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施して

いないため記載しておりません。第６期の１株当たり配当額は特別配当であります。

８．2021年６月18日開催の定時株主総会決議により、第３期の決算期を３月31日から６月30日に変更しました。

従いまして、第３期は、決算期変更により2021年４月１日から2021年６月30日までの３ヶ月間となっており

ます。
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回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2021年６月 2022年６月 2023年６月 2024年６月

１株当たり純資産額 （円） 475.34 492.18 492.70 492.05 573.39 517.91

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△）

（円） △24.66 △8.30 0.00 △0.65 55.21 248.64

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） － － － － － －

１株当たり配当額

（円）

－ － － － － 304.12

（うち１株当たり中間配

当額）
(－) (－) (－) (－) (－) (304.12)

９．第５期及び第６期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38

年大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人

ＦＲＩＱの監査を受けております。

なお、第１期、第２期、第３期及び第４期については、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）の規

定に基づき算出した各数値を記載しております。また、当該各数値については、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に基づく監査を受けておりません。

10．当社は持株会社として設立され、第１期及び第２期においては、従業員は在籍しておりませんでしたが、第

３期からグループ経営全般を管理するため従業員を雇用するようになりました。従業員数は、当社から社外

への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業員数であります。なお、臨時雇用者数は従業員数の

100分の10未満であるため記載を省略しております。

11．2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っており、発行済株式総数は、

9,894,900株となっております。

12．2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、第５期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

13．当社は、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。

そこで、東京証券取引所自主規制法人（現　日本取引所自主規制法人）の引受担当者宛通知「『新規上場申

請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」（平成24年８月21日付東証上審第133

号）に基づき、第１期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定した場合の１株当たり指標の推移を

参考までに掲げると、以下のとおりとなります。

なお、第１期、第２期、第３期及び第４期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）について

は、監査法人ＦＲＩＱの監査を受けておりません。
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年月 概要

1957年８月 福島県相馬市において土木・建設工事等の総合建設業を行う小野建設㈱（現・当社子会社㈱小

野中村）設立

1976年11月 福島県会津若松市において土木・建築工事の請負及び設計施工業を行う南会産業㈱の南会工業

会津支店が独立し、西部建設㈱（現・当社子会社㈱南会西部建設コーポレーション）設立

1977年５月 山形県西置賜郡において総合建設業を行う山和建設㈱（現・当社子会社）設立

2019年４月 山和建設㈱の買収を目的としたエンデバー・ユナイテッド㈱傘下のSPC（現・当社）を設立

2020年４月 エンデバー・ユナイテッド㈱との業務資本提携によりSPCを山和建設ホールディングス㈱（現・

当社）に商号を変更し、本社を山形県西置賜郡に移転

山和建設ホールディングス㈱が山和建設㈱の株式を取得し子会社化

2021年４月 ㈱小野中村の買収を実施したエンデバー・ユナイテッド㈱傘下のSPCである㈱小野中村ホールデ

ィングスを吸収合併し、㈱小野中村を子会社化

山和建設・小野中村ホールディングス㈱に商号を変更し、本社を宮城県仙台市泉区に移転

2022年３月 本社を宮城県仙台市宮城野区鉄砲町西に移転

2022年７月 ㈱南会西部建設コーポレーションの買収を実施したエンデバー・ユナイテッド㈱傘下のSPCであ

る㈱南会西部建設コーポレーションホールディングスを吸収合併し、㈱南会西部建設コーポレ

ーションを子会社化

㈱UNICONホールディングスに商号を変更

2023年１月 南総建㈱の買収を実施したエンデバー・ユナイテッド㈱傘下のSPCである南総建ホールディング

ス㈱を吸収合併し、南総建㈱を子会社化

南総建㈱株式を㈱南会西部建設コーポレーションに移転し、南総建㈱を㈱南会西部建設コーポ

レーションの子会社化

2023年11月 本社を宮城県仙台市宮城野区榴岡に移転

２【沿革】

当社は、県域を越えた地域有力ゼネコンを資本的に結び付け、各社の受注機能と技術者リソースを機動的に連動さ

せることを通じて、地域建設業界が抱える課題を解決するとともに、新規加入企業の増加を通じてグループの成長を

実現させることを目的とした、地域連合型ゼネコンの持株会社として設立されました。

2022年７月に、現子会社である山和建設㈱と㈱小野中村、㈱南会西部建設コーポレーションの各社を、持株会社傘

下に経営統合したことを契機に、商号を㈱UNICONホールディングスに変更し、持株会社としてのガバナンス体制・経

営管理機能を増強しながら、現在に至っております。
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社５社(山和建設㈱、㈱小野中村、㈱南会西部建設

コーポレーション、南総建㈱及び大和生コン㈱白川工場)、関連会社２社(みどり生コン㈱及び㈱KS産業)で構成され

ております。

当社の社名の由来は、当社が目指す姿である「WE DREAM THE UNITED CONSTRUCTORS OF JAPAN」の「UNITED 

CONSTRUCTORS」の頭文字を取ったものであります。

当社は「つながり、超えて、未来をつくる。」というビジョンのもと、各地域の有力ゼネコンを資本的に結び付

け、自治体を超えた事業連携体制を構築し、地方建設業界の課題解決を目的とした地域連合型のゼネコンの純粋持株

会社として、当社グループの経営戦略立案及び子会社の経営全般における指導／管理を行い、連結子会社各社は事業

会社として各地域において、建設関連事業を主な事業として展開しております。

山和建設㈱は、山形県西置賜郡小国町で1967年に発生した羽越豪雨の災害復旧に集まったボランティアが中心とな

り、1970年に小山建材として創業し、1977年に山和建設㈱へと組織変更いたしました。そのため、災害復旧活動に積

極的に取り組むとともに、主に官公庁案件を中心に、河川工事や道路工事など主に社会インフラの整備の公共工事の

施工を行っております。

㈱小野中村は、福島県相馬市で福島県や相馬市といった地方自治体が発注する海岸工事や河川工事、市民会館や学

校の建築といった公共事業を主に行っております。前身となる小野組の設立は1904年であり、長年地元で実績を積み

重ねた結果、地場有数の規模を誇る総合建設会社として活動しております。

㈱南会西部建設コーポレーションは、1976年に福島県会津地方で会社設立しました。公共建築物、トンネルや道

路、河川の砂防等を手がけておりますが、特に除雪や浚渫工事等険しい場所での工事に強みがあり、地域の生活イン

フラを支える活動を行っております。

南総建㈱は、1952年に福島県南会津町において前身となる㈱星組として設立され、2014年に㈱星組、大富土建工業

㈱、福南建設㈱の３社が合併して現在の南総建㈱となりました。道路、河川、建築等の公共工事や民間工事、冬季間

の道路の除雪、ドローンによる測量や空撮等、幅広い分野で事業を行っております。中でも、日本最大の山岳湿地で

ある「尾瀬国立公園」内の登山道の整備や施設の管理等は、40年以上の実績を有しており、多様な動植物が生息する

尾瀬の環境を守っております。
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セグメント 事業領域 分野 事業内容

建設関連

事業

インフラ

メンテナンス

インフラ整備

予防保全型の恒常的なインフラメンテナンスであり、主に公

共投資によって行われる、インフラの新設及び維持のための

土木・建築工事

東北地方特有の防雪・除雪に関連する業務

災害対応
突発的な災害に対するインフラメンテナンスであり、災害関

連の復旧や防災・減災対応のための土木・建築工事

環境保護

持続可能な社会を支えるためのインフラメンテナンスであ

り、環境に優しい発電方法である水力発電所の維持や、環境

保護につながる土木・建築工事

非インフラ

メンテナンス

民間工事
インフラメンテナンス領域のいずれにも該当しない土木・建

築工事

兼業事業 土木・建築工事以外の建設関連の取引

その他の事業 建設関連事業以外の取引

当社グループでは、建設関連事業及びその他の事業の２つの事業セグメントを展開しています。

当社グループの建設関連事業は、大きく「インフラメンテナンス」と「非インフラメンテナンス」の２つの事業領

域に分かれ、「インフラメンテナンス」は「インフラ整備」、「災害対応」、「環境保護」の３つの分野に、「非イ

ンフラメンテナンス」は「民間工事」、「兼業事業」の２つの分野に区分しております。

山和建設㈱、㈱小野中村、㈱南会西部建設コーポレーション及び南総建㈱は建設関連事業の全ての分野において事

業を行っており、大和生コン㈱白川工場は兼業事業を行っております。

その他の事業として、山和建設㈱がガソリンスタンド事業、㈱小野中村が美容室事業、不動産賃貸事業、太陽光発

電事業、南総建㈱が不動産賃貸事業を行っております。

なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分であります。

当社グループのセグメントは２つとなっておりますが、建設関連事業が当社グループの売上及び利益のほとんどを

占めております。

建設関連事業における当社グループの役割は、土木工事及び建築工事（以下「建設工事」という。）における施工

管理全般となり、具体的には、品質管理、工程管理、資材の調達、専門工事業者への発注、さらには施工中の安全管

理等となります。

また、建設工事は、多くの技術やノウハウを駆使し、様々な建造物を造り上げることから、多様な職種の専門工事

業者が多数関わり、その工事期間が長期に及ぶこともあります。そのため、工事の全体像を把握し、多種多様な工種

に使われる技術を理解し、安全かつ決められた期間内に高品質な成果物を造り上げるには、これらを統括する施工管

理の役割が非常に重要となります。

建設業法では、工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるものとして、主任技術者又は監理技

術者（以下「監理技術者等」という。）を設置し、建設工事の適正な施工を確保することとされており、また、監理

技術者等は、それぞれが所属する建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有することが必要とされておりますが、

「企業集団」として認定されている場合には、特例として、「親会社およびその連結子会社の間」または「連結子会

社間」の出向社員を、出向先会社が監理技術者等として置く場合、一定の要件を満たすことを前提に、当該出向社員

と当該出向先の会社との間に、直接的かつ恒常的な雇用関係があるものとして取り扱うこととされております。

当社グループは、この「企業集団」に認定されており、「企業集団制度」を有効活用することで、稼働率の向上

（繁閑の平準化）や機会損失の極小化を図っております。
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グループ各社とも地域に根差したインフラの守り手として、公共工事等を中心に多くの工事実績を積み上げてきま

した。一方、公共工事の元請を軸としている点は共通しているものの、各社とも地域性に加えて、取り組んでいる工

事内容が異なり、それぞれが独自の強みや専門性を有しています。

それぞれが有している強みや専門性を、「企業集団」という枠組みの中で共有し、受注機会を多く得ることができ

ることが、当社グループの建設関連事業の大きな特徴となります。

今後も継続して、「企業集団」というメリットを最大限に活かし、グループ一体として、各社単独ではチャレンジ

できなかったような大規模・高難易度案件に対しても積極的に取り組んでいく方針です。

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当し、イン

サイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模との対比で定められる数値基準については連結ベー

スの計数に基づいて判断することとなります。

［事業系統図］
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名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の
内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

山和建設㈱

（注）４．５．

山形県西置賜郡小

国町
50,000 建設関連事業 100.0

資金の借入

役員の兼任

経営指導

㈱小野中村

（注）４．６．
福島県相馬市 79,000 建設関連事業 100.0

資金の借入

役員の兼任

経営指導

㈱南会西部建設コーポレ

ーション

（注）４．７．

福島県会津若松市 49,300 建設関連事業 100.0

資金の借入

役員の兼任

経営指導

南総建㈱

（注）４．８．

福島県南会津郡南

会津町
20,000 建設関連事業

100.0

(100.0)

資金の借入

役員の兼任

経営指導

大和生コン㈱白川工場

（注）４．９．
山形県長井市 79,000

建設関連事業

（兼業事業）

100.0

(100.0)
役員の兼任

（持分法適用関連会社）

みどり生コン㈱ 山形県長井市 20,000
建設関連事業

（兼業事業）

45.0

(45.0)
役員の兼任

㈱KS産業 山形県長井市 30,000
建設関連事業

（兼業事業）

49.0

(49.0)
役員の兼任

４【関係会社の状況】

（注）１．議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数です。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．当社の過半数の株式を所有するエンデバー・ユナイテッド2号投資事業有限責任組合は、企業会計基準適用

指針第22号「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」第16項(４)の規定

により、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」に基づく親会社には該当しません。な

お、当社が採用するIFRSにおいては、当該会社が直近上位の親会社となります。

４．特定子会社に該当しております。

５．山和建設㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上収益に占める割合が10％を

超えております。2024年６月期に作成された日本基準に基づく財務諸表における主要な損益情報等は以下の

とおりです。

主要な損益情報等　　 (1) 売上高　　 　      6,174百万円

(2) 経常利益　　　       461百万円

(3) 当期純利益　　       250百万円

(4) 純資産額　　　     2,717百万円

(5) 総資産額　　       5,372百万円
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６．㈱小野中村については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上収益に占める割合が10％を

超えております。2024年６月期に作成された日本基準に基づく財務諸表における主要な損益情報等は以下の

とおりです。

主要な損益情報等　　 (1) 売上高　　 　      4,869百万円

(2) 経常利益　　　       327百万円

(3) 当期純利益　　       215百万円

(4) 純資産額　　　     3,003百万円

(5) 総資産額　　       4,415百万円

７．㈱南会西部建設コーポレーションについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上収益

に占める割合が10％を超えております。2024年６月期に作成された日本基準に基づく財務諸表における主要

な損益情報等は以下のとおりです。

主要な損益情報等　　 (1) 売上高　　 　      3,152百万円

(2) 経常利益　　　       845百万円

(3) 当期純利益　　       693百万円

(4) 純資産額　　　     3,585百万円

(5) 総資産額　　       4,204百万円

８．南総建㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上収益に占める割合が10％を超

えております。2024年６月期に作成された日本基準に基づく財務諸表における主要な損益情報等は以下のと

おりです。

主要な損益情報等　　 (1) 売上高　　 　      1,819百万円

(2) 経常利益　　　       211百万円

(3) 当期純利益　　       144百万円

(4) 純資産額　　　     1,738百万円

(5) 総資産額　　       2,137百万円

９．大和生コン㈱白川工場は生コンクリートの仕入販売を行っている山和建設㈱の完全子会社で山和建設㈱が管

理運営を行っております。
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2025年７月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

建設関連事業 341

その他の事業 10

全社（共通） 6

合計 357

2025年７月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

8 48.3 1.6 7,322,415

セグメントの名称 従業員数（人）

建設関連事業 2

全社（共通） 6

合計 8

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略してお

ります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、当社の管理部門に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。な

お、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、当社の管理部門に所属しているものであります。

(3）労働組合の状況

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

提出会社及び連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定によ

る公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）会社の経営の基本方針

当社グループは以下を経営の基本理念として、事業展開を行っております。

□ VISION：私たちが目指す姿

つながり、超えて、未来をつくる。

地域の人々や社会とつながりながら、

これまでの建設会社の枠を超え、唯一無二の先駆者となる。

柔軟かつ強靭な企業連合だからこそ、つくることができる日本の新しい未来。

WE DREAM THE UNITED CONSTRUCTORS OF JAPAN

□ MISSION：私たちの使命

私たちの使命は、それぞれが活動する地域社会とつながり、

志を同じくする企業とともに従来の市場の枠組みを超えていくことで、

新たな建設業界の在り方を提案していくことです。

その挑戦により、あらゆる地域で幸せを創造していきます。

□ VALUE：私たちの価値観

１．地域の幸せが、自分たちの幸せ。

２．リーダーと信念を、若者と夢を、分かち合う。

３．誠を尽くし、調和を保ち、相手を思いやる。

４．貪欲に、怠けず、一生懸命に。

５．語り合い、団結し、やりきる。

(2）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループでは、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、売上高、利益以外に以下の指

標を重視しております。

・ 将来の売上高、利益の源泉となる受注高及び受注残高

・ 工事を施工するにあたり必要となる施工管理技士等の資格を保有する技術者の数
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(3）経営環境

当社グループの主力事業である建設関連事業においては、2040年にかけインフラの老朽化が進み、2040年に建設後

50年以上が経過する社会資本は、道路橋約73万橋のうち約75％、港湾施設約6.2万施設のうち約68％、河川管理施設

約2.8万施設のうち約65％とみられており、また、近年は風水害等の自然災害の発生により災害対応も増加してきて

おります。

こうした状況を受け、国土強靭化に向けた予算は増加の一途にあり、公共建設投資は引き続き堅調に推移していく

ことが見込まれております。

当社グループはインフラメンテナンス企業として、インフラ整備、災害対応及び環境保護分野においてこれまで工

事実績を積み上げてきております。その結果、国土交通省の「優良工事等局長表彰」といった優良建設工事表彰も多

数受賞し、公共工事の竣工時に発注者が出来栄えや施工状況等を総合的に評価する工事成績評定においても、高点数

を獲得できているため、発注者が行う入札参加資格審査における格付けにおいても高い格付けを維持できております

ので、今後も安定した受注が期待できると考えております。
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(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

①　技術者の不足

当社グループの事業を遂行するにあたっては、土木施工管理技士や建築施工管理技士の資格を保有する技術者が

欠かせないものとなっておりますが、技術者の高齢化及び次世代を担う人材の不足が建設業全体の問題として懸念

されております。

当社グループにおいても、20代・30代といった若手、中間層の技術者の不足を課題として認識しておりますが、

企業集団制度を有効活用したアサインを行うことにより、稼働率を向上させ、機会損失の極小化を図っておりま

す。

②　業務の標準化

公共事業を安定的に受注するためには、受注実績を積み重ね、様々な工種のノウハウを蓄積する必要があります

が、地方の建設業界においては、公共事業の比率が高く、発注者が地方公共団体に偏りがちなこともあり、新たな

工種のノウハウを蓄積する機会が少ないことが課題となっております。

当社グループにおいては、各社の得意工事のノウハウや技術を身に付けた 技術者がグループ内の他社に転籍す

ることで、ノウハウを共有することが可能となり、各社で得意とする工種を増やすことでさらなる事業展開を図っ

ております。

③　財務基盤の強化

当社グループは、2023年６月期及び2024年６月期に営業利益は黒字を計上しており、財務健全性に係る特筆すべ

き課題は認識しておりません。しかしながら、建設業においては、目的物の引渡時又は引渡後に多額の支払が行わ

れることが多く、長期にわたり多額の資金を立替した状態となることから生じる運転資金需要に対応するため、資

金調達及び財務基盤の強化に努めてまいります。
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(5）中長期的な経営戦略

当社グループは、インフラ整備、災害対応、環境保護の分野において、企業集団制度を有効活用したアサインと、

グループ各社が保有する案件情報・ノウハウ・リソースを共有することで、グループシナジーを発揮しつつ、主力顧

客から効率的に案件を受注するビジネスモデルを展開するインフラメンテナンス企業として、上記の経営の基本理念

の実現を目指し、企業価値の向上を図るため、「中期経営計画（2025年６月期～2027年６月期）」を策定しておりま

す。

□「中期経営計画（2025年６月期～2027年６月期）」の概要

・ 取組施策

①　重点領域への注力

グループの強みである主要顧客基盤においては、国土強靭化を背景に今後も旺盛な発注が予想されてお

り、今後も大きな事業機会を見込んでおります。

当社グループは、国土交通省から企業集団として認定を受けております。企業集団の認定を受けたグルー

プにおいては、その親会社と連結子会社の間の出向社員を、出向先の会社が工事現場に監理技術者等として

置く場合に、当該出向社員と出向先の会社との間に直接的かつ恒常的な雇用関係があるものとして取り扱う

ことが可能となります。そのため当社は、グループ各社が有するノウハウ・リソースを効率的に活用するこ

とで、主要顧客の大型案件を受注し、グループ全体での受注最大化を目指します。

②　技術者の確保

ヘッドハンティングやリファラル採用制度（社員が友人や知人を紹介し、その紹介を通じて採用活動を行

う制度）の活用等の技術者獲得の施策を打ち出すとともに、当社グループとしてのグループ採用を推進・強

化することにより技術者の確保を目指します。

③　組織・ガバナンス

ホールディングスの組織体制や、グループのガバナンス体制のさらなる強化・充実を図ります。また、企

業集団制度に対応した組織を当社の本社に立ち上げ、柔軟な技術者の活用体制の確立を目指します。
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UNICONホールディングスサステナビリティ基本方針

１．環境への貢献

・環境に配慮した建設プロセスと技術の採用を促進し、持続可能な建設を推進します。

・再生可能エネルギーの活用や廃棄物のリサイクルを積極的に推進し、環境への負荷を最小限に抑えま

す。

２．社会への貢献

・地域社会との協力強化を通じて、雇用機会の提供や地域の発展に貢献します。

・安全な労働環境の確保に努め、労働者の健康と安全を最優先とします。

３．ガバナンスの強化

・透明性と説明責任を高め、組織内での適切なガバナンス体制を維持し、不正行為の防止に努めます。

・持続可能なビジネス実践を確立し、ステークホルダーの信頼を築きます。

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取り組みは、以下のとおりです。なお、文中にある将来に関す

る事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものです。

(1）サステナビリティ基本方針

当社グループは、「つながり、超えて、未来をつくる。」というビジョンのもと、当社グループの事業そのものが

サステナビリティへの取り組みに繋がることと認識したうえで、環境・社会・ガバナンスにおいて、持続可能な社会

形成に貢献するため、サステナビリティ基本方針を定めております。

(2）ガバナンス

当社グループは、当社グループの事業そのものがサステナビリティへの取り組みに繋がることと認識したうえで、

環境・社会・ガバナンスにおいて、持続可能な社会形成に貢献しておりますので、サステナビリティ関連のリスク及

び機会を監視及び管理するためのガバナンスの過程、統制及び手続等の体制をその他のコーポレート・ガバナンスの

体制と区別しておりません。

当社のコーポレート・ガバナンスの体制については、「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナンスの

状況等」に記載のとおりです。
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(3）戦略

□　マテリアリティ（重要課題）

当社グループは、2023年12月に、環境・社会・ガバナンス（ESG）の視点を取り入れたマテリアリティを特定し

ました。これらのマテリアリティに基づき、我々は本業を通じて持続可能な社会への貢献に取り組みます。社会の

現在と未来に対する責任を果たす当社グループのサステナビリティへのコミットメントは、2015年に国際連合で採

択された『持続可能な開発目標（SDGs）』の達成にも寄与しております。

①　マテリアリティのコミットメントと2030年目標・KPI

７つのマテリアリティについてそれぞれ中長期目標を設定し、具体的な取り組みを進めております。それぞれ

の取り組みを進めていくことが、国連の提唱するSDGs（持続可能な開発目標）にも貢献すると考えております。

②　マテリアリティ特定のプロセス

当社は、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上を追求し、社是、基本理念、グループビジョ

ンに基づいて、事業活動を通じてさまざまなステークホルダー（お客様、株主、お取引先、従業員、地域社会な

ど）との信頼関係の構築に努めております。また、社会や環境に関連するサステナビリティ（持続可能性）に積

極的かつ能動的に取り組んでおります。

さらに、2023年において、事業活動と社会課題の関連性を明確にし、以下の2つの重要な側面に焦点を当てる

ために、マテリアリティの特定に取り組んでおります。

まず、「当社が取り組むことが有益で成果を上げる可能性が高い環境社会課題」と、「本業を通じてアプロー

チできる課題」の視点から、30の候補課題を選定しました。次に、これらの30課題について、ステークホルダー

にアンケート調査を実施し、客観性と多様性を確保しました。調査結果をもとに、GRI（Global Reporting 

Initiative：サステナビリティに関する国際的なガイドラインを提唱するNGO）、SRI（Socially Responsible 

Investment：社会的責任投資）の評価項目、SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）な

どの主要なガイドライン、さらに社長のレビューを組み合わせて、社内で議論し、最終的に、取締役会で7つの

マテリアリティを正式に決定しております。
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事業を通じた社会課題の解決

・ 環境と共生したインフラ整備（尾瀬の保護、水力発電）

・ 「地域の守り手」としての役割を果たす（地域コミュニティの持続可能な発展）

・ 災害支援活動への貢献

・ 技術力の向上を通じた人材育成

持続的成長を実現するための基盤

・ 気候変動・脱炭素化への対応

・ コンプライアンス・ガバナンスの向上

・ 従業員が長く安心して働ける職場環境の整備

これらの取り組みにより、当社は事業を通じて社会課題の解決に貢献し、持続的な成長を実現するための基盤

を築くために、マテリアリティを明確に特定しております。

□　人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針

当社グループでは、従業員とのかかわりに関する方針として、働きやすい職場環境の実現と従業員の能力発揮を

支援することを目指しております。

当社グループは、多様性を尊重し、各従業員がその能力と個性を最大限に活かせるような職場環境を提供しま

す。具体的には、ダイバーシティ＆インクルージョン（多様性と包摂性）の推進、ワーク・ライフ・バランスの促

進、適切な人事評価と報酬制度の運用に取り組みます。

これらの方針を実施することで、従業員一人ひとりが働きがいを感じ、能力を十分に発揮できる職場を実現し、

企業全体の生産性と競争力を高めることを目指します。

(4）リスク管理

当社グループでは、リスク管理が経営の最重要課題の一つであるとの認識から、リスク管理委員会を設置してお

り、当委員会においてサステナビリティ関連のリスク及び機会についても、その他経営上のリスク及び機会と一体的

に監視及び管理しております。

具体的には、グループ会社各社において、サステナビリティを含む様々なリスクの洗い出しを行い、それらのリス

クについてリスク管理委員会で評価を行い、認識したリスクについては、リスク管理委員会において進捗状況を確認

し、取締役会で報告を行っております。
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(5）指標及び目標

７つのマテリアリティについてそれぞれ中長期目標を設定し、具体的な取り組みを進めております。それぞれの取

り組みを進めていくことが、国連の提唱するSDGs（持続可能な開発目標）にも貢献すると考えております。
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３【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社グループの財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）市況変動に関するリスク

①　公共事業の発注減少（発生可能性：高、発生可能性のある時期：中長期、影響度：大）

当社グループの事業は、建設関連事業がそのほとんどを占め、その中でも公共事業への依存度が高くなってお

ります。国土強靭化策などにより公共事業の発注量は、堅調に推移しておりますが、我が国の財政事情等を踏ま

えると、現在の公共事業の発注量が中長期的に継続するかどうかは不透明であり、予想以上に公共事業の削減が

行われた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、既存の取引先については、長年の実績と技術力とで今後も安定的に受注を図

るとともに、企業集団制度等を活用して新規取引を拡大することにより、リスクの軽減を図っております。

②　受注価格競争（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

公共事業においては、入札により受注者が決定されるという構造的な特徴があり、公共工事の入札において

は、低価格入札の横行並びに過当競争による競合他社との受注価格競争が激化する可能性があり、完成工事総利

益率が低下することにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、当社グループが得意とする工法に関する技術力を強化し、技術力による優位

性を発揮することにより、リスクの軽減を図っております。

③　外注費・資材価格の高騰（発生可能性：中、発生可能性のある時期：短期、影響度：小）

不安定な国際情勢や円安の影響等により、資源価格やエネルギー価格の高騰が続いております。これにともな

い外注先からの値上げ要請及び材料の需要増加等により価格が高騰する場合には、当社グループの業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、外注先・資材の仕入先を複数確保し、価格の抑制に努めるとともに、発注先

に対しても適切に価格転嫁を求めることにより、リスクの軽減を図っております。

(2）運営体制に関するリスク

①　取引先の信用リスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

建設業においては、工事請負は個々の取引金額が大きく、多くの場合、目的物の引渡時又は引渡後に代金の支

払が行われております。取引先の信用調査は実施しておりますが、工事代金の受領前に発注者、共同施工会社等

が信用不安に陥った場合や協力会社が経営難に陥った場合は、資金回収不能や施工遅延等により、当社グループ

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、取引先の信用調査を徹底するとともに、未成工事受入金を適宜受け入れる等

代金回収の早期化に努めることにより、リスクの軽減を図っております。

②　資金調達に関するリスク（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：小）

建設業においては、目的物の引渡時又は引渡後に多額の支払が行われることが多く、長期にわたり多額の資金

を立替した状態となり、当社グループの資金繰りにおいて一時的に資金不足となる場合があります。その場合、

金融機関からの資金調達により対応しておりますが、金融環境の変化等により、与信枠縮小や調達金利の上昇等

により当社グループの資金調達活動に影響が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

当社グループといたしましては、グループ会社間で資金融通を行うとともに金融機関と情報交換を行い、より

良い条件にて資金調達を行うことにより、リスクの軽減を図っております。
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(3）事業活動に関するリスク

①　工事災害に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

工事施工に関し、重大事故や人身事故が発生した場合、その復旧に多大な費用負担や工事遅延が生じ、当社グ

ループの業績や工事成績等の企業評価に影響を及ぼす可能性があります。また、事故の程度によっては、指名停

止・営業停止等による受注機会の損失、損害賠償等の発生により、当社グループの業績や工事成績等の企業評価

に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、各事業会社に安全管理の部署を設置し、安全パトロールや安全教育を実施す

ることにより、リスクの軽減を図っております。

②　施工品質に関するリスク（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

設計や工事施工に関し、重大な契約不適合が発生した場合、補償工事の発生や指名停止・営業停止等による受

注機会の損失、損害賠償等の発生により、当社グループの業績や工事成績等の企業評価に影響を及ぼす可能性が

あります。

当社グループといたしましては、各工事現場にて実施している施工前の工事内容や施工条件の確認、施工中の

定期的な社内検査の実施などにより、リスクの軽減を図っております。

③　特定地域への依存に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループで施工を実施している工事のほとんどは、東北地方での工事となっているため、東北地方におい

て大規模な自然災害が発生した場合や官公庁による公共事業が大幅に減少した場合、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、グループシナジーを発揮し稼働率の向上を図るとともに、東北地方以外の地

域においても受注活動を行うことにより、リスクの軽減を図っております。

④　売上高の計上時期に関するリスク（発生可能性：高、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：小）

当社グループの事業は、発注者の意向を元に役務提供のスケジュールを計画する受注型業務が中心となってい

るため、発注者の都合により発注時期が遅延した場合、売上高の計上予定時期が遅延することにより当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、工事施工において、工事進捗が遅延した場合にも、売上高の計上予定時期が遅延することにより当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、グループシナジーを発揮し機会損失の極小化を図るとともに、受注予定案件

や工事施工案件の管理を適切に行うことにより、リスクの軽減を図っております。

⑤　監理技術者の確保に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：小）

工事施工に関し、国家資格を有した監理技術者を選任して配置する必要があります。監理技術者を配置できな

い場合、受注機会を損失することになり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、企業集団制度を有効活用したアサインにより稼働率の向上を図り、また、資

格取得支援制度を整備し、従業員の資格取得を推奨するとともに、新たな人員の獲得に向けた採用活動を積極的

に展開し、人員の確保に努めることにより、リスクの軽減を図っております。
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(4）法的規制及び訴訟等に関するリスク

当社グループの事業は、様々な側面において、国際的な規制並びに政府及び地方自治体レベルの法令及び規則に

基づく規制に服しております。これらの規制の変化等により、当社グループの事業がさらに規制され、また、大幅

な費用の増加が必要となる可能性があります。

①　法的規制に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループの事業は、建設業法、建築基準法、国土利用計画法、都市計画法、建設リサイクル法、産業廃棄

物処理法、独占禁止法等の定めに基づき事業を行っておりますが、これらに変更が生じた場合、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、コンプライアンス体制の充実を図っておりますが、これらの法令に違反した場合、行政処分などによ

り、当社グループの業績や事業運営に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、各種マニュアルの策定、教育・研修及び内部監査の実施等により、これらの

法的規制等の順守に努めることにより、リスクの軽減を図っております。

②　許認可に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

当社グループの主要事業である建設関連事業では、建設業における特定建設業許可を取得しております。当該

許可を取得することにより、発注者から直接請け負った工事１件につき、5,000万円（建築工事業の場合は8,000

万円）以上となる下請契約を締結することが可能となります。現在、当該許可が取消となる事由は発生しており

ませんが、今後、何らかの理由によりこれらの許可の取消等があった場合、事業活動に支障をきたし当社グルー

プの業績に重大な影響を与える可能性があります。

当社グループといたしましては、関係法令の順守を徹底するとともに、当該許可を適宜更新していくことによ

り、リスクの軽減を図っております。

③　訴訟に関するリスク（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：小）

本書提出日現在において、当社の事業に重大な影響を及ぼす訴訟等は発生しておりませんが、当社グループは

事業活動に関して各種の訴訟に巻き込まれるおそれがあり、係争中の事案においては、当社グループの主張や予

測と相違する結果となった場合には、追加的な支出や引当金の計上により当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

当社グループといたしましては、顧問弁護士等外部の専門家と緊密に連携し対応できる体制を構築することに

より、リスクの低減に努めております。

(5）自然災害及び感染症の拡大等に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響

度：大）

地震、風水害といった大規模自然災害、又は新型コロナウイルスをはじめとした感染症の拡大等が発生した場合

には、工事の中止や延期、又は人身や施工物等にかかわる重大な事故の発生による損害賠償金の支払い等の発生に

より、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、システム・データ等のバックアップ、防災訓練及び必要物資の備蓄等の必要な

対策を講じることにより、リスクの低減に努めております。

(6）のれんの減損に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループは、過去の投資及びグループ再編の結果、2024年６月30日現在、のれんを1,796,750千円計上して

おり、資産合計に占めるのれんの割合は15.9％となっております。当社グループは、連結財務諸表について国際会

計基準（IFRS）を適用しておりますが、IFRSにおいては、日本において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準と異なり、のれんの定額償却は不要となります。他方、のれんの対象会社における経営成績悪化等により減損の

兆候が生じており、その効果である回収可能価額がのれんの帳簿価額を下回る場合には、のれんの減損処理を行う

必要が生じる可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、投資先企業の事業計画を定期的にモニタリングし、指導・支援していくことに

より、リスクの低減に努めております。
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(7）情報セキュリティに関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループは、事業運営上、顧客等が保有する技術データ・顧客データ等の重要な情報を取り扱っておりま

す。不正アクセス等により当社グループからこれら重要な情報が流出した場合、顧客からの信頼を低下させるほ

か、損害賠償義務の発生等により当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

当社グループといたしましては、情報セキュリティに関する社内規程、マニュアルを定め、役職員に周知をする

とともに、セキュリティ教育の実施などの取り組みを行い、情報セキュリティの確保に努めることにより、リスク

の低減に努めております。

(8）当社株式に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

本書提出日現在において、エンデバー・ユナイテッド株式会社が運営するエンデバー・ユナイテッド２号投資事

業有限責任組合が、当社の発行済株式総数の94.9％を保有しており、同社は、上場後においても一定の当社株式を

保有する見込みとなっております。今後同社の当社株式の保有・処分方針によっては、当社株式の流動性及び株価

形成等に影響を及ぼす可能性があります。

なお、当社は同社から、当社株式について中長期的には売却等によって所有比率を低下させる方針であり、当社

株式の処分時期や手法については未定であるものの、市場価格への影響を極力抑えた手法で対応する旨を聴取して

おります。

(9）当社株式の流動性に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

当社は、株式会社東京証券取引所スタンダード市場への上場を予定しております。スタンダード市場への上場に

際して、売出しによって当社株式の流動性の確保に努めることとしておりますが、当社の流通株式比率は株式会社

東京証券取引所が定めるスタンダード市場の上場維持基準に近接した水準となる見込みです。何らかの事情により

スタンダード市場の上場維持基準に抵触した場合、上場を維持できなくなる可能性がありますが、今後、大株主へ

の一部売出しの要請によって流通株式数を増加させること等により、当社株式の流動性の向上を図っていく方針で

す。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下

「経営成績等」という。）の状況の概要は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

①　財政状態及び経営成績の状況

第６期連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

当連結会計年度における我が国の経済は、ウクライナ情勢や中東情勢など地政学的リスクの高まりや、為替

等の影響による物価の上昇や中国経済への懸念などから、景気の先行きが不透明な状況で推移いたしました。

一方で、新型コロナウイルス感染症の分類が第５類に引き下げられたこと等による経済活動の正常化や、賃上

げによる個人消費の下支えや政府による各種政策の効果により景気の持ち直しの動きもみられました。

当社グループの主たる事業である建設業界におきましては、為替の影響などによるエネルギー価格や原材料

価格の高止まり、労働者不足に伴う人件費の高騰等が課題となっておりますが、公共投資は底堅い動きで推移

し、民間設備投資も堅調な企業収益等を背景に高い水準で推移しております。

ａ　財政状態

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末から2,100百万円減少し、11,296百万円となりまし

た。

これは主に、現金及び現金同等物の減少708百万円、営業債権及びその他の債権の減少1,019百万円並びに

有形固定資産の減少217百万円によるものです。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末から173百万円増加し、6,407百万円となりました。

これは主に、借入金の増加249百万円によるものです。

当連結会計年度末の資本合計は、前連結会計年度末から2,273百万円減少し、4,888百万円となりました。

これは主に、親会社の所有者に帰属する当期利益による利益剰余金の増加725百万円及び剰余金の配当に

よる減少3,000百万円によるものです。

ｂ　経営成績

当連結会計年度の売上収益は、15,611百万円（前年同期比3.2％減）となりました。

これは主に、インフラ整備の売上収益が前年同期比26.4％増の7,772百万円となりましたが、災害対応の

売上収益が前年同期比47.0％減の3,837百万円となったことによるものです。

当連結会計年度の利益は、売上総利益2,688百万円（前年同期比9.5％増）、営業利益1,147百万円（前年

同期比15.7％減）、税引前利益1,131百万円（前年同期比15.9％減）、親会社の所有者に帰属する当期利益

725百万円（前年同期比26.4％減）となりました。（前期の南総建㈱連結子会社化に際して計上した一時要

因である負ののれん発生益264百万円を除くと、営業利益は前年同期比4.6％増、税引前利益は前年同期比

4.6％増、親会社の所有者に帰属する当期利益は前年同期比0.5％増となりました。）
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第７期中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間における我が国の経済は、世界的なインフレ進行や円安による影響等から、世界的な金

利上昇やインフレーションに加え、ウクライナや中東情勢などの地政学的リスクにより、景気の先行きは不透

明な状況であるものの、雇用・所得環境が改善する中、各種政策の効果もあり、回復の動きが続いておりま

す。

当社グループの主たる事業である建設業界においても、建設資材の価格高騰が深刻になる中、建設技術者・

労働力不足の問題は継続しているものの、公共建設投資は、国土強靭化政策推進の下、自然災害への防災・減

災対策や復旧・復興対策、老朽化したインフラ対策等により堅調に推移しており、今後も暫くは底堅く推移し

ていくものと見込まれます。

ａ　財政状態の状況

当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末から4,377百万円増加し、15,674百万円となりま

した。これは主に、現金及び現金同等物が1,044百万円増加、営業債権及びその他の債権が2,770百万円増加

したことによるものです。

当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末から3,768百万円増加し、10,175百万円となりま

した。これは主に、運転資金の増加に伴い流動負債の借入金が3,700百万円増加したことによるものです。

当中間連結会計期間末の資本合計は、前連結会計年度末から609百万円増加し、5,498百万円となりまし

た。これは主に、中間利益により利益剰余金が609百万円増加したことによるものです。

ｂ　経営成績の状況

当中間連結会計期間の業績は、売上収益8,481百万円（前年同期比4.8％減）、売上総利益1,604百万円

（前年同期比18.3％増）、営業利益909百万円（前年同期比25.2％増）、税引前中間利益901百万円（前年同

期比23.1％増）、親会社の所有者に帰属する中間利益609百万円（前年同期比32.0％増）となりました。

第７期第３四半期連結累計期間（自　2024年７月１日　至　2025年３月31日）

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、世界的なインフレ進行や円安による影響等から、世界

的な金利上昇やインフレーションに加え、ウクライナや中東情勢などの地政学的リスクにより、景気の先行き

は不透明な状況であるものの、雇用・所得環境が改善する中、各種政策の効果もあり、回復の動きが続いてお

ります。

当社グループの主たる事業である建設業界においても、建設資材の価格高騰が深刻になる中、建設技術者・

労働力不足の問題は継続しているものの、公共建設投資は、国土強靭化政策推進の下、自然災害への防災・減

災対策や復旧・復興対策、老朽化したインフラ対策等により堅調に推移しており、今後も暫くは底堅く推移し

ていくものと見込まれます。

ａ　財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末から1,982百万円増加し、13,279百万円と

なりました。これは主に、営業債権及びその他の債権が3,361百万円、その他の流動資産が719百万円増加し

たものの、現金及び現金同等物が2,063百万円減少したことによるものです。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末から3,273百万円増加し、9,681百万円とな

りました。これは主に、運転資金の増加に伴い借入金が3,700百万円増加したことによるものです。

当第３四半期連結会計期間末の資本合計は、前連結会計年度末から1,290百万円減少し、3,598百万円とな

りました。これは主に、親会社の所有者に帰属する四半期利益により利益剰余金が946百万円増加したもの

の、剰余金の配当に伴い2,237百万円減少したことによるものです。

ｂ　経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間の業績は、売上収益12,470百万円（前年同期比2.4％増）、売上総利益2,475百

万円（前年同期比19.3％増）、営業利益1,429百万円（前年同期比33.7％増）、税引前四半期利益1,412百万

円（前年同期比33.7％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益946百万円（前年同期比42.2％増）とな

りました。
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②　キャッシュ・フローの状況

第６期連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から708百

万円減少し、3,588百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、2,161百万円の収入（前年同期は37百万円の収

入）となりました。

これは主に、営業債務及びその他の債務の減少額351百万円、法人所得税の支払額351百万円などの資金減少

要因があったものの、税引前利益1,131百万円、営業債権及びその他の債権の減少額1,003百万円、減価償却費

及び償却費309百万円などの資金増加要因があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、93百万円の支出（前年同期は35百万円の支出）と

なりました。

これは主に、有形固定資産の売却による収入41百万円の資金増加要因があったものの、有形固定資産の取得

による支出128百万円などの資金減少要因があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、2,776百万円の支出（前年同期は452百万円の支

出）となりました。

これは主に、短期借入金の増加額500百万円の資金増加要因があったものの、配当金支払による支出3,000百

万円、長期借入金の返済による支出250百万円などの資金減少要因があったことによるものであります。

第７期中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から

1,044百万円増加し、4,632百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、2,378百万円の支出となりました。これは主

に、税引前中間利益901百万円、減価償却費及び償却費144百万円などの資金増加要因があったものの、営業債

権及びその他の債権の増加額2,794百万円、法人所得税の支払額323百万円などの資金減少要因があったことに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、75百万円の支出となりました。これは主に、

有形固定資産の売却による収入9百万円の資金増加要因があったものの、有形固定資産の取得による支出78百

万円などの資金減少要因があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、3,497百万円の収入となりました。これは主

に、自己株式取得による支出244百万円、長期借入金の返済による支出159百万円などの資金減少要因があった

ものの、運転資金の増加に伴い短期借入金を調達したことによる収入3,700百万円、新株の発行による収入244

百万円などの資金増加要因があったことによるものであります。
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事業部門の名称

受注高 受注残高

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前期比
（％）

１．建設関連事業 20,219,624 163.4 15,998,387 144.7

インフラ

メンテナンス

分野

インフラ整備 14,896,329 335.2 13,851,957 205.9

災害対応 2,212,826 42.6 1,540,327 48.7

環境保護 1,185,032 104.5 576,055 94.7

非インフラ

メンテナンス

分野

民間工事 517,197 63.3 30,046 5.4

兼業事業 1,408,237 178.7 － －

２．その他の事業 334,660 108.4 － －

合計 20,554,285 162.0 15,998,387 144.7

事業部門の名称

受注高 受注残高

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

１．建設関連事業 6,589,248 85.4 14,279,625 141.5

インフラ

メンテナンス

分野

インフラ整備 4,666,269 101.6 12,393,185 169.6

災害対応 562,492 48.3 1,490,584 71.7

環境保護 95,478 15.9 3,774 1.7

非インフラ

メンテナンス

分野

民間工事 668,208 129.7 392,081 81.1

兼業事業 596,798 71.1 － －

２．その他の事業 173,525 74.5 － －

合計 6,762,773 85.1 14,279,625 141.5

③　生産、受注及び販売の実績

ａ　生産実績

当社グループが実施する事業では生産実績を定義することが困難であるため、生産実績は記載しておりませ

ん。

ｂ　受注実績

第６期連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

　当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、以下のとおりです。

（注）セグメント間の取引については相殺消去しています。

第７期中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

　当中間連結会計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、以下のとおりです。

（注）セグメント間の取引については相殺消去しています。
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事業部門の名称

受注高 受注残高

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

１．建設関連事業 13,906,513 83.7 17,698,535 111.8

インフラ

メンテナンス

分野

インフラ整備 6,992,179 56.6 12,407,154 95.7

災害対応 688,639 47.4 935,345 49.4

環境保護 584,530 50.1 475,868 73.6

非インフラ

メンテナンス

分野

民間工事 4,405,252 891.8 3,880,167 1,223.0

兼業事業 1,235,912 109.4 － －

２．その他の事業 263,875 76.0 － －

合計 14,170,389 83.6 17,698,535 111.8

第７期第３四半期連結累計期間（自　2024年７月１日　至　2025年３月31日）

　当四半期連結累計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、以下のとおりです。

（注）セグメント間の取引については相殺消去しています。

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 36 -



第６期連結会計年度
(自　2023年７月１日
至　2024年６月30日)

第７期中間連結
会計期間

(自　2024年７月１日
至　2024年12月31日)

第７期第３四半期
連結累計期間

(自　2024年７月１日
至　2025年３月31日)

事業部門の名称
金額

（千円）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

１．建設関連事業 15,276,742 96.6 8,308,010 95.8 12,206,365 103.2

インフラ

メンテナンス

分野

インフラ整備 7,772,623 126.4 6,125,042 152.7 8,436,983 137.3

災害対応 3,837,181 53.0 612,235 27.2 1,293,620 47.4

環境保護 1,217,418 142.2 667,759 67.7 684,718 69.2

非インフラ

メンテナンス

分野

民間工事 1,040,510 131.2 306,174 52.3 555,131 75.3

兼業事業 1,409,007 179.0 596,798 71.0 1,235,912 105.0

２．その他の事業 334,660 108.4 173,525 74.5 263,875 76.0

合計 15,611,403 96.8 8,481,535 95.2 12,470,240 102.4

相手先

第５期連結会計年度
(自　2022年７月１日
至　2023年６月30日)

第６期連結会計年度
(自　2023年７月１日
至　2024年６月30日)

第７期中間連結
会計期間

(自　2024年７月１日
至　2024年12月31日)

第７期第３四半期
連結累計期間

(自　2024年７月１日
至　2025年３月31日)

金額
（千円）

割合
（％）

金額
（千円）

割合
（％）

金額
（千円）

割合
（％）

金額
（千円）

割合
（％）

福島県 6,259,503 38.8 4,649,446 29.8 1,802,101 21.2 3,710,267 29.8

東日本高速道

路㈱
－ － 1,928,106 12.4 2,081,918 24.5 3,053,945 24.5

国土交通省 － － 1,712,137 11.0 － － － －

ｃ　売上実績

第６期連結会計年度、第７期中間連結会計期間及び第７期第３四半期連結累計期間の売上実績をセグメントご

とに示すと、以下のとおりです。

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しています。

２．主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合は以下のとおりです。

（注）第５期連結会計年度、第６期連結会計年度、第７期中間連結会計期間及び第７期第３四半期連結累計期間

のいずれかの総売上実績に対する割合が10％未満の場合、記載を省略しております。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は以下のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

①　財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの財政状態及び経営成績の状況については、「(1）経営成績等の状況の概要　①　財政状態及び

経営成績の状況」に記載のとおりです。

第６期連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上は前年同期より3.2％の減少でしたが、売上総利益は前

年同期より9.5％の増加となりました。

当社グループは、中期経営計画において、インフラメンテナンス企業として、「インフラ整備」「災害対

応」「環境保護」を主要な事業として成長していく計画を立てております。「インフラ整備」「環境保護」

は、いずれも増収となりましたが、「災害対応」については、減収となっております。「災害対応」が減収と

なったのは、前連結会計年度においては、令和４年７月水害の復旧工事が多く発生していたことが要因です。

公共建設投資については、国土強靭化政策推進の下、自然災害への防災・減災対策や復旧・復興対策、老朽

化したインフラ対策等により堅調に推移しており、今後も暫くは底堅く推移していくものと見込まれますこと

から、当社グループは「インフラ整備」「災害対応」「環境保護」の分野を中心に事業拡大を目指してまいり

ます。

第７期中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

当社グループの当中間連結会計期間の経営成績は、売上は前年同期より4.8％の減少でしたが、売上総利益

は前年同期より18.3％の増加、営業利益は前年同期より25.2％の増加となりました。

当社グループは、中期経営計画において、インフラメンテナンス企業として、「インフラ整備」「災害対

応」「環境保護」を主要な事業として成長していく計画を立てております。「インフラ整備」は、増収となり

ましたが、「災害対応」「環境保護」については、減収となっております。「災害対応」が減収となったの

は、令和４年７月水害以降東北地方において大きな災害が発生していないこと、「環境保護」が減収となった

のは、当中間連結会計期間において、尾瀬国立公園関連工事が減少したことが要因です。

公共建設投資については、国土強靭化政策推進の下、自然災害への防災・減災対策や復旧・復興対策、老朽

化したインフラ対策等により堅調に推移しており、今後も暫くは底堅く推移していくものと見込まれますこと

から、当社グループは「インフラ整備」「災害対応」「環境保護」の分野を中心に事業拡大を目指してまいり

ます。

第７期第３四半期連結累計期間（自　2024年７月１日　至　2025年３月31日）

当社グループの当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上は前年同期より2.4％の増加、売上総利益は

前年同期より19.3％の増加、営業利益は前年同期より33.7％の増加となりました。

当社グループは、中期経営計画において、インフラメンテナンス企業として、「インフラ整備」「災害対

応」「環境保護」を主要な事業として成長していく計画を立てております。「インフラ整備」は、増収となり

ましたが、「災害対応」「環境保護」については、減収となっております。「災害対応」が減収となったの

は、令和４年７月水害以降東北地方において大きな災害が発生していないこと、「環境保護」が減収となった

のは、当第３四半期連結累計期間において、尾瀬国立公園関連工事が減少したことが要因です。

公共建設投資については、国土強靭化政策推進の下、自然災害への防災・減災対策や復旧・復興対策、老朽

化したインフラ対策等により堅調に推移しており、今後も暫くは底堅く推移していくものと見込まれますこと

から、当社グループは「インフラ整備」「災害対応」「環境保護」の分野を中心に事業拡大を目指してまいり

ます。
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②　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループのキャッシュ・フローの状況については、「(1）経営成績等の状況の概要　②　キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりです。

当社グループの事業活動における資金需要の主なものは、完成工事原価である材料費及び外注費、人件費及び

広告宣伝費等の販売費及び一般管理費であります。これらの資金需要に対して安定的な資金供給を行うための財

源については、短期の運転資金につき基本的に内部留保資金により確保し、充当することとしておりますが、必

要に応じ、長期借入、当座貸越契約、コミットメントラインなどにより、資金調達あるいは手元流動性を確保す

ることも想定しており、適切なコストで安定的に資金を確保する方針です。

また、当社グループでは、グループ内の資金の効率化を図るため、当社と各子会社間における資金融通制度を

構築・運用しております。

③　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定によ

りIFRSに準拠して作成しております。この連結財務諸表の作成に当たって、必要と思われる見積りは、合理的な

基準に基づいて実施しております。

なお、当社グループの連結財務諸表で採用する重要性がある会計方針、会計上の見積り及び当該見積りに用い

た仮定は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　連結財務諸表注記　３．重要性があ

る会計方針」及び「連結財務諸表注記　２．作成の基礎　(3）重要な会計上の見積り及び判断の利用」に記載し

ております。

④　経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

第６期連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

当社グループは、インフラメンテナンス企業として、「インフラ整備」「災害対応」「環境保護」を主要な

事業としており、これらの分野での受注に注力して受注活動を実施しております。

当連結会計年度においては、インフラ整備分野において、高速道路の関連施設の改修工事等の大型工事を複

数受注することができたため、受注高は20,554百万円（前年同期比62.0％増）、期末の受注残高は前連結会計

年度末から4,942百万円増加し、15,998百万円となりました。

また、当社グループでは、施工管理技士等の資格を保有する技術者の確保を重要な課題と認識しており、有

資格者の中途採用を中心に、積極的に採用活動を実施しておりますが、当連結会計年度においては、定年退職

等による退職者が増えたこと等により、施工管理技士等の資格を保有する技術者は、前期末から３名減少し

168名となりました。

第７期中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

当社グループは、インフラメンテナンス企業として、「インフラ整備」「災害対応」「環境保護」を主要な

事業としており、これらの分野での受注に注力して受注活動を実施しております。

当中間連結会計期間においては、比較的順調に受注は進んだものの、大型工事の受注が少なかったこと等に

より、受注高は6,762百万円（前年同期比14.9％減）、期末の受注残高は前連結会計年度末から1,718百万円減

少し、14,279百万円となりました。

また、当社グループでは、施工管理技士等の資格を保有する技術者の確保を重要な課題と認識しており、有

資格者の中途採用を中心に、積極的に採用活動を実施しておりますが、当中間連結会計期間においては、定年

退職等による退職者が増えたこと等により、施工管理技士等の資格を保有する技術者は、前期末から変動なく

168名でした。

第７期第３四半期連結累計期間（自　2024年７月１日　至　2025年３月31日）

当社グループは、インフラメンテナンス企業として、「インフラ整備」「災害対応」「環境保護」を主要な

事業としており、これらの分野での受注に注力して受注活動を実施しております。

当第３四半期連結累計期間においては、「インフラ整備」「災害対応」「環境保護」の分野では前年に比べ

ると受注は低調であったものの、民間の大型工事を受注することができたこと等により、受注高は14,170百万

円（前年同期比16.4％減）、期末の受注残高は前連結会計年度末から1,700百万円増加し、17,698百万円とな

りました。

また、当社グループでは、施工管理技士等の資格を保有する技術者の確保を重要な課題と認識しており、有

資格者の中途採用を中心に、積極的に採用活動を実施しており、当第３四半期連結累計期間においては、順調

に採用活動が進んだこともあり、施工管理技士等の資格を保有する技術者は、前期末から３名増加し171名と

なりました。

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 39 -



５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

第６期連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

当連結会計年度の設備投資の総額は128,498千円です。

なお、重要な設備の除却又は売却等はありません。

セグメントごとの設備投資は、以下のとおりです。

(1) 建設関連

建設関連事業における設備投資額は128,498千円であります。

主な投資は、㈱南会西部建設コーポレーション社員寮新築工事71,262千円であり、その他は工事用車両や営業車

両の入替え等の維持更新投資となっております。

(2) その他

該当事項はありません。

第７期中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間の設備投資の総額は78,041千円です。

なお、重要な設備の除却又は売却等はありません。

セグメントごとの設備投資は、以下のとおりです。

(1) 建設関連

建設関連事業における設備投資額は78,041千円であります。

主な投資は、建設仮勘定として支出した㈱南会西部建設コーポレーション南会津事業所改修工事24,180千円であ

り、その他は機械設備の入替えや工事用車両や営業車両の入替え等の維持更新投資となっております。

(2) その他

該当事項はありません。

第７期第３四半期連結累計期間（自　2024年７月１日　至　2025年3月31日）

当第３四半期連結累計期間の設備投資の総額は111,083千円です。

なお、重要な設備の除却又は売却等はありません。

セグメントごとの設備投資は、以下のとおりです。

(1) 建設関連

建設関連事業における設備投資額は111,083千円であります。

主な投資は、建設仮勘定として支出した㈱南会西部建設コーポレーション南会津事業所改修工事35,156千円であ

り、その他は機械設備の入替え工事用車両や営業車両の入替え等の維持更新投資となっております。

(2) その他

該当事項はありません。
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2024年６月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

使用権
資産

その他 合計

本社

(宮城県仙台市宮城野区)
－

内装設備・OA

機器等
2,197 －

－

(－)
13,147 711 16,056 5

事業所名
(所在地)

設備の内容 区分
年間賃借料
(千円)

面積
(㎡)

本社
(宮城県仙台市宮城野区)

事務所 建物 8,393 154.18

2024年６月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

使用権
資産

その他 合計

山和建設㈱

本社

(山形県西置

賜郡小国町)

－ 事務所 47,199 27,508
145,082

(56,117.83)
34,125 759 254,675 90

㈱小野中村

本社

(福島県相馬

市)

－ 事務所 222,652 1,073
93,735

(2,514.00)
6,823 2,282 326,567 83

㈱南会西部建

設コーポレー

ション

本社

(福島県会津

若松市)

－ 事務所 55,566 16,031
56,831

(1,758.97)
1,302 1,212 130,944 23

会社名 設備の内容 区分
年間賃借料
(千円)

面積
(㎡)

山和建設㈱ 事務所 土地 3,000 8,101.12

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．IFRSに基づく金額を記載しております。

３．上記の設備は、全ての事業セグメントを通じて使用するものであるため、セグメント分類をしておりませ

ん。

４．上記使用権資産に含まれる連結会社以外の者から賃借している設備は、以下の通りです。

(2）国内子会社

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．IFRSに基づく金額を記載しております。

３．上記の設備は、いずれも全ての事業セグメントを通じて使用するものであるため、セグメント分類をしてお

りません。

４．上記使用権資産には、連結会社以外の者から賃借している設備として、主に以下の賃借設備を含んでおりま

す。
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３【設備の新設、除却等の計画】（2025年７月31日現在）

(1）重要な設備の新設

該当事項はありません。

(2）重要な設備の改修

該当事項はありません。

(3）重要な設備の除却

該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

　（注）１．2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、A種種類株式を発行する旨の定款の一部変更を行ってお

り、発行可能株式総数は1,955株増加し、101,955株となっております。

２．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に基づ

き、A種種類株式の全てを当社が取得し、引き換えにこれらの種類株式の株主に対して普通株式の交付を行

い、同日付で当社が取得したA種種類株式の全てを消却しております。また、2025年１月24日開催の臨時株

主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日として、種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止して

おります。

３．2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行ってお

り、当該分割の効力発生日である2025年１月31日に発行可能株式総数は38,898,045株増加し、39,000,000

株となっております。

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 9,894,900 非上場

単元株式数は100株でありま

す。完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あります。

計 9,894,900 － －

②【発行済株式】

　（注）１．2024年12月20日を払込期日とするA種種類株式の第三者割当増資により、A種種類株式の発行済株式総数は

1,955株増加しております。

２．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で定款に定める普通株式を対価とする取得

条項に基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、引き換えにA種種類株式の株主に対してA種種類株式１

株につき普通株式１株の交付を行い、同日付で当社が取得したA種種類株式1,955株を消却しております。

また、この取引により普通株式の発行済株式総数は301株増加しております。

３．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っており、発行済株式総数は9,795,951株増加し、9,894,900株となっております。

４．2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年４月１日

（注）１．

普通株式

38,606

普通株式

69,376
－ 50,000 － 769,250

2022年７月１日

（注）２．

普通株式

19,504

普通株式

88,880
－ 50,000 － 769,250

2023年１月１日

（注）３．

普通株式

9,768

普通株式

98,648
－ 50,000 － 769,250

2024年12月20日

（注）４．

A種種類株式

1,955

普通株式

98,648

A種種類株式

1,955

122,248 172,248 122,248 891,498

2025年１月30日

（注）５．

A種種類株式

△1,955

普通株式

301

普通株式

98,949
－ 172,248 － 891,498

2025年１月31日

（注）６．

普通株式

9,795,951

普通株式

9,894,900
－ 172,248 － 891,498

（３）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）１．㈱小野中村ホールディングスを吸収合併消滅会社とする吸収合併による増加であります。なお、合併比率

は１：1.008であります。

２．㈱南会西部建設コーポレーションホールディングスを吸収合併消滅会社とする吸収合併による増加であり

ます。なお、合併比率は１：0.840であります。

３．南総建ホールディングス㈱を吸収合併消滅会社とする吸収合併による増加であります。なお、合併比率は

１：0.814であります。

４．第三者割当の方法によりA種種類株式1,955株の発行をしたものです。

有償第三者割当　　　　　　　1,955株

発行価格　　　　125,062円

資本組入額　　　 62,531円

割当先　　　　　 小山剛　　　1,600株

小野貞人　　　100株

植村賢二　　　 80株

井上孝　　　　 30株

黒沼理　　　　 24株

植村卓馬　　　 24株

飯塚信　　　　 20株

大浦和久　　　 11株

湯田高弘　　　 10株

三須三男　　　 10株

阿部猛　　　　 10株

元木義人　　　 10株

大瀧浩之　　　 10株

平澤慎一郎　　　8株

目黒良樹　　　　8株

５．普通株式を対価とする取得条項に基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、引き換えに種類株主に対し

て普通株式の交付を行い、同日付で当社が取得した種類株式の全てを消却しております。なお、種類株主

への普通株式の交付は、当社が自己株式として保有していた普通株式1,654株と新規発行した普通株式301

株を交付しております。

６．株式分割（１：100）によるものであります。
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2025年７月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － － － － 17 17 －

所有株式数

（単元）
－ － － － － － 98,949 98,949 －

所有株式数の割

合（％）
－ － － － － － 100.0 100 －

（４）【所有者別状況】

2025年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,894,900 98,949

権利内容に何らの限定

のない当社における標

準となる株式であり、

単元株式数は100株であ

ります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 9,894,900 － －

総株主の議決権 － 98,949 －

（５）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

会社法第155条第１号に該当するA種種類株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会（2024年12月13日）での決議状況

（取得期間：2024年12月16日～2024年12月23日）
普通株式　1,654 244,360,306

最近事業年度前における取得自己株式 － －

最近事業年度における取得自己株式 － －

残存授権株式の総数及び価額の総額 － －

最近事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

最近期間における取得自己株式 普通株式　1,654 244,360,306

提出日現在の未行使割合 － －

（１）【株主総会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

　（注）2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を

行っております。上記「株式数」は、当該株式分割前の「株式数」を記載しております。

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2025年１月15日）での決議状況

（取得日：2025年１月30日）
A種種類株式　1,955 －

最近事業年度前における取得自己株式 － －

最近事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

最近事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

最近期間における取得自己株式 A種種類株式　1,955 －

提出日現在の未行使割合 － －

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第１号に該当するA種種類株式の取得

　（注）１．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で定款に定める普通株式を対価とする取得条

項に基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、引き換えにA種種類株式の株主に対してA種種類株式１株

につき普通株式１株の交付を行い、同日付で当社が取得したA種種類株式の全てを消却しております。ま

た、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日としてA種種類株式を発

行する旨の定款の定めを廃止しております。

　　　　２．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。上記「株式数」は、当該株式分割前の「株式数」を記載しております。
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

区分

最近事業年度 最近期間

株式数（数）
処分価額の総額

（円）
株式数（数）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － －
A種種類株式

1,955
－

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係

る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（A種種類株式の取得の対価）
－ －

普通株式

1,654
－

保有自己株式数 － － － －

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　（注）2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を

行っております。上記「株式数」は、当該株式分割前の「株式数」を記載しております。
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決議年月日 配当金の総額（円） １株当たり配当額（円）

2024年２月21日
3,000,082,976 30,412.00

臨時株主総会決議

2025年１月24日
2,237,069,616 23,064.00

臨時株主総会決議

３【配当政策】

利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株主に対して

連結配当性向40％程度の安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。内部留保資金につい

ては、有望投資先への再投資や財務体質の強化と人員の拡充・育成といった収益力強化のための投資に活用する方針

です。

配当の回数については、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

なお、当社は、「取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定

款に定めております。

また、当社は、2024年２月21日開催の臨時株主総会決議及び2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、特別

配当を実施しております。

当社は設立以来、新型コロナウイルスの流行による生活様式・習慣の変化、建設資材の高騰等、大きな外部環境の

変化の中での事業運営を求められてきました。これらの先行きの不透明な情勢の中で、平時以上の財務安定性を保

ち、有事の際の機動的な財務支出への備えを優先するため、配当を実施しておりませんでした。

一方、外部環境については一定の落ち着きを見せていると判断しており、また、持株会社として、当社グループの

各事業会社に対し、当社が経営指導を行うグループ経営体制の構築が一定程度完了したことを背景に当社設立以来、

現在まで無配当であった当社株主に対して、一定のリターンにて報いること、及び当社の資本効率向上を図る観点か

ら特別配当を実施しております。

特別配当金額は、２回の配当の合計が、当社筆頭株主であるエンデバー・ユナイテッド2号投資事業有限責任組合

が当社グループに投資を開始して以降累積された当期純利益額程度を目安としております。

特別配当については、2024年２月に実施した特別配当の連結配当性向が413.3％、2025年１月に実施した特別配当

の連結配当性向が243.4％となっており、連結配当性向40％程度とした上述の方針を単年で上回る水準となっており

ますが、取締役会において、今後の事業展開、財務基盤の健全性に支障がない金額で決めており、具体的には、期末

の現預金水準については十分な量が確保でき通常の事業運営に支障をきたさない点や、配当が上場後の経営計画に大

きな影響を与えない点、会社法上の分配可能額の範囲内である点等により新たな株主が過度なリスク負担をすること

にならないよう、また、グループシナジーが発現できる体制が構築され、純有利子負債の削減も順調に進んでいるこ

とから、より一層の資本効率の改善を図る等適切な資本効率の水準となるよう、検討・審議しております。

今後は連結配当性向40％程度とした上述の方針に基づき配当を実施してまいります。

基準日が第６期事業年度及び第７期事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

（注）当社は、2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で

株式分割を行っております。「１株当たり配当額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しておりま

す。当該株式分割が第６期の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり配当額は、2024年２月21日開催の臨

時株主総会決議による配当が304.12円、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議による配当が230.64円となり

ます。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考えは、株主をはじめとする利害関係者の皆様に対して、

経営に健全性、透明性及び効率性を確保することと認識しております。

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、2024年９月25日開催の第６期定時株主総会において、監査役会設置会社への移行等を目的とする定款

の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって監査役設置会社から監査役会設置会社へと移行しており

ます。この移行は、取締役会からの独立性が強く独任制の監査が可能であり、任期が４年と長い監査役制度の長

所を残しつつ、監査役の取締役会に対する監査機能を強化することにより、より一層のコーポレート・ガバナン

スの充実を図ることを目的としております。

当社は株主総会及び取締役会の他、監査役会、会計監査人を会社機関として置いており、また、社外役員は、

社外取締役２名、社外監査役３名で構成されております。

コーポレート・ガバナンスの状況や取締役の業務執行を含む日常的な経営活動の監視機能につきましては、外

部的視点から独立役員がその役割を果たすことにより十分に機能し、経営の監視機能について、客観性や中立性

を確保できるものと判断しておりますので、現状の体制を採用しております。

当社グループのコーポレート・ガバナンス体制は、以下のとおりです。
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役職名 氏名
取締役会の

開催回数

取締役会の

出席回数（出席率）

代表取締役 小山　剛 14回 14回（100％）

取締役 井上　孝 14回 14回（100％）

取締役 小野　貞人 14回 14回（100％）

取締役 植村　賢二 14回 14回（100％）

取締役 大浦　和久 － －

取締役 飯塚　信 14回 14回（100％）

取締役 加茂　健一郎 ８回 ８回（100％）

取締役 湯田　高弘 １回 １回（100％）

取締役 青海　孝行 14回 14回（100％）

取締役 中原　慎一郎 14回 14回（100％）

取締役 片山　大輔 14回 14回（100％）

取締役 桂樹　正隆 14回 13回（93％）

取締役 谷口　徹 － －

ａ　取締役会

当社の取締役会は、議長の代表取締役社長小山剛、取締役井上孝、取締役植村賢二、取締役大浦和久、取締

役湯田高弘、取締役青海孝行、社外取締役桂樹正隆、社外取締役谷口徹の８名で構成されており、毎月実施さ

れる定例取締役会と、必要あるごとに随時招集される臨時取締役会により、経営に関する重要事項について決

定を行っております。

最近事業年度において当社は取締役会を14回開催しております。個々の取締役の出席状況については以下の

とおりです。

（注）取締役小野貞人は2024年６月30日に退任いたしましたので、在任期間に開催された取締役会

のみを対象としております。

取締役大浦和久は2024年７月１日開催の臨時株主総会において新たに取締役に就任いたしま

したので、当事業年度に開催された取締役会への出席はありません。

取締役加茂健一郎は2023年９月28日開催の第５期定時株主総会において選任され、同年10月

１日に新たに取締役に就任し、2024年５月31日に退任いたしましたので、在任期間に開催さ

れた取締役会のみを対象としております。

取締役湯田高弘は2024年６月１日開催の臨時株主総会において新たに取締役に就任いたしま

したので、就任後に開催された取締役会のみを対象としております。

取締役飯塚信及び片山大輔は2024年９月25日開催の第６期定時株主総会において任期満了に

より退任いたしました。

取締役中原慎一郎は株式の譲渡制限の廃止に伴う定款の一部変更の効力発生日である2025年

１月31日において任期満了により退任いたしました。

取締役谷口徹は2024年９月25日開催の第６期定時株主総会において就任いたしましたので、

当事業年度に開催された取締役会への出席はありません。

取締役会における具体的な検討内容として、中期経営計画、年度計画、月次及び年度決算に関する事項、借

入又は貸付に関する事項、重要な資産の取得決議等であります。
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ｂ　指名・報酬諮問委員会

当社は、取締役の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化し、当社コーポレート・ガバ

ナンスの充実を図るため、2024年９月25日に指名・報酬諮問委員会を新たに設置いたしました。

当社の指名・報酬諮問委員会は、委員長の代表取締役小山剛、取締役青海孝行、社外取締役桂樹正隆、社外

取締役谷口徹で構成されております。

指名・報酬諮問委員会は、取締役会の任意の諮問機関であり、委員３名以上で構成され、その半数以上は社

外取締役としております。指名・報酬諮問委員会の委員長は、取締役会の決議により選定しております。

指名・報酬諮問委員会では、取締役の選解任の方針、基準及び手続、取締役の報酬体系並びに報酬決定の方

針及び手続等について、審議しております。

ｃ　監査役会

当社は、2024年９月25日開催の定時株主総会の決議を経て、監査役設置会社から監査役会設置会社へ移行し

ました。

当社の監査役会は、議長の常勤社外監査役佐藤哲雄、社外監査役石村信雄、社外監査役角野里奈の３名によ

って構成されております。監査役は毎月監査役会を開催する他、取締役会その他の重要な会議に出席し、必要

があると認めた時は意見を述べております。

監査役会の活動状況については、「(３）監査の状況」に記載しております。

ｄ　経営会議

当社の経営会議は、議長の代表取締役社長小山剛、取締役井上孝、取締役植村賢二、取締役大浦和久、取締

役湯田高弘、取締役青海孝行のほか、代表取締役社長及び取締役が指名する者により構成されており、当社の

経営に関する重要な事項の協議を行うとともに、構成員から業務執行に関し報告を受け、構成員相互の情報連

絡を図るため、定例的に月２回開催しております。

ｅ　安全管理委員会・リスク管理委員会

当社の安全管理委員会及びリスク管理委員会は、それぞれ代表取締役社長小山剛を委員長とし、取締役湯田

高弘のほか、代表取締役が指名する委員により構成されており、企業活動の継続性と成長性を確保するための

重要事項を管理しております。

イ　安全管理委員会

安全管理委員会は、安全に関する事項、事故・重要インシデント・顧客クレームに関する事項、人事労務

に関する事項及び職場並びに工事現場等の衛生・環境に関する事項を管理しております。

ロ　リスク管理委員会

リスク管理委員会は、リスク管理に関する事項、コンプライアンスに関する事項、内部通報制度の運営に

関する事項、情報セキュリティに関する事項、個人情報管理に関する事項及び反社会的勢力対策に関する事

項を管理しております。

ｆ　内部監査室

内部監査室は、専任の内部監査室長が内部監査規程に基づき、各部門の業務活動に関して、運営状況、業務

実施の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況等についての監査を定期的に行い、代表取締役及び取

締役会に報告しております。

また、内部監査結果及び是正状況については、監査役にも報告を行い、意見交換を行っております。

③　企業統治に関するその他の事項

ａ　内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法における大会社には該当しませんが、内部統制システム構築に関しては重要事項であると認

識しており、取締役会において「内部統制システムの基本方針」を決議し、この基本方針に基づいて、業務を

適切かつ効率的に執行するために、社内諸規程により職務権限及び業務分掌を明確に定め、適切な内部統制が

機能する体制を整備しております。
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「内部統制システムの基本方針」の内容については、以下のとおりです。

１．コンプライアンス体制

・取締役及び従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため、コンプライアンス遵守

を経営の基本方針とし「コンプライアンス規程」等を定め、コンプライアンスに係る体制を整備す

る。

・企業の社会的責任、コンプライアンス及び企業防衛の観点から反社会的勢力との関係を遮断すること

の重要性を十分認識し実践的運用を図るため、「反社会的勢力対策規程」を定め社内体制を整備し徹

底する。

２．内部監査体制

・内部統制・牽制機能として内部監査室を設置し、取締役会において承認された監査計画に基づき当社

及び子会社の内部監査を実施し、内部統制の整備・充実を図る。

３．リスク管理体制

・当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）におけるリスク管理の推進のため、「リスク

管理規程」及び「安全管理委員会・リスク管理委員会規程」に基づきリスク管理委員会を設ける。リ

スク管理委員会は取締役会と連携し、当社グループの事業活動における各種リスクに対する予防・低

減体制の強化を図る。

４．効率的な職務執行の体制

・取締役及び従業員の職務執行を効率的に行うため、「組織管理規程」、「業務分掌規程」、「職務権

限規程」等に基づき、内部統制の整備・運用を行う。

５．業務執行に関する情報の保存及び管理

・取締役会議事録、稟議書など取締役の意思決定、業務執行及び監督の行為に係る主要な情報並びに記

録については、「文書管理規程」に基づき、適切に保存及び管理する。

６．当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制

・当社グループにおける業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」を定め、子会社の業務執行

に係る重要事項の決定、事業の状況等に関し情報の共有化を図る。また、各社が各種規程を整備する

こと等により当社グループ全体の内部統制システムを構築し、その有効かつ適切な運用を進める。

７．監査役の監査体制に関する事項

・監査役はその職務を補助すべき使用人を置くことができる。当該使用人の員数や求められる資質につ

いては、取締役会と協議の上決定する。

・監査役の職務を補助すべき使用人は、取締役からの独立性・監査役の補助者に対する指示の実効性を

確保する。

・監査役がその職務の執行について生ずる費用または債務は、当社がその処理を速やかに行う。

８．業務執行に関する監査役への報告体制

・当社グループの取締役及び従業員は、各社の監査役に対して、重大な法令違反、定款違反または会社

に著しい損害を及ぼすおそれのあることを発見した場合には、速やかに報告及び情報提供を行う。

・当社グループの取締役及び従業員が、監査役への報告を行ったことを理由として、不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制を整備する。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、代表取締役及び取締役との定期的な意見交換、内部監査室との定期的な情報交換、会計監

査人との定期的な意見及び情報の交換により、相互に緊密な連携を保つ。

・監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、会社の費用負担にて弁護士、公認会計士、その他の専

門家の意見を聴取することができるものとする。

・監査役、会計監査人及び内部監査室の三者会議を開催し、その実効性を高めることにより、情報の共

有化、経営の効率化及び監査品質の向上を図る。
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ｂ　リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、「リスク管理規程」に基づき、代表取締役がリスク管理委員会の委員長となり、

その委員長が指名する者を構成員とし、リスク管理体制の構築・運営を図っております。

具体的には、リスク管理委員会において経営にマイナスの影響を及ぼす可能性のある要因（リスク）を抽

出、評価、対応策を検討し、特に事業等のリスクについては、経営会議で審議するなど、これらを適切に管理

して健全な経営基盤の確立に努めております。また、リスクを含む重要な案件の執行については、取締役会及

び経営会議で十分に審議したうえで実施しております。

ｃ　子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社の取締役及び監査役が子会社の監査役に就任し、各子会社の取締役会等に出席することで、業務執行状

況を監査しております。また、子会社の代表取締役等が当社の取締役を兼務しており、当社の取締役会及び経

営会議に出席し、経営状況及び重要事項についての報告を行っております。

ｄ　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免

除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能

力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

ｅ　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役全員は、会社法第427条第１項の定めに基づき、責任限定契約を締結して

おります。その契約内容の概要は以下のとおりです。

社外取締役及び社外監査役が任務を怠ったことによって当社に責任を負う場合は同法第425条第１項の最低

限度額を限度として、その責任を負う。

この責任限定契約が認められるのは、社外取締役及び社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行につ

いて善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

ｆ　取締役の定数

当社は、取締役の定数を12名以内とする旨を定款に定めております。

ｇ　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

ｈ　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。

ｉ　剰余金の配当等の決定機関

当社は、会社法第454条第５項に定める中間配当について、毎年12月31日を基準日として中間配当を取締役

会決議によって行うことができる旨を定款に定めております。これは株主に対しての機動的な利益還元を可能

にするものであります。

ｊ　自己株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 小山　剛 1973年４月26日

1996年４月　山形建設㈱入社

2003年３月　山和建設㈱入社

2007年４月　同社取締役社長室長

2009年４月　同社専務取締役

2010年９月　大和生コン㈱白川工場取締役

2013年６月　山和建設㈱取締役副社長

2015年４月　同社代表取締役副社長

2020年４月　同社代表取締役社長

2020年６月　㈱KS産業代表取締役社長

同年同月　大和生コン㈱白川工場代表取締役社

長

2021年４月　山和建設・小野中村ホールディング

ス㈱（現・当社）代表取締役社長

（現任）

同年12月　㈱南会西部建設コーポレーション取

締役（現任）

2022年７月　山和建設㈱取締役（現任）

同年同月　大和生コン㈱白川工場取締役（現

任）

同年同月　㈱小野中村取締役（現任）

同年同月　㈱KS産業取締役

2023年１月　南総建㈱取締役（現任）

（注）

３．
160,000

取締役 井上　孝 1964年２月３日

1986年４月　山和建設㈱入社

2004年４月　同社管理部長

2009年４月　同社取締役管理部長

2017年７月　同社常務取締役

2022年７月　同社代表取締役社長（現任）

同年同月　大和生コン㈱白川工場代表取締役社

長（現任）

同年同月　当社取締役（現任）

（注）

３．
3,000

取締役 植村　賢二 1975年２月18日

1993年４月　日本電炉㈱入社

1995年２月　中村土木㈱（現・㈱小野中村）入社

1996年７月　同社常務取締役

2003年４月　同社代表取締役社長

2018年１月　㈱小野中村代表取締役社長

2021年12月　㈱南会西部建設コーポレーション代

表取締役社長

2022年９月　当社取締役（現任）

2023年１月　南総建㈱取締役

2024年７月　㈱小野中村代表取締役社長（現任）

（注）

３．
8,000

取締役 大浦　和久 1970年８月13日

1989年４月　羽山総合建設㈱入社

1991年５月　大浦建設㈱設立

2000年９月　山和建設㈱入社

2014年４月　同社取締役

2019年５月　同社部長待遇

2021年５月　同社執行役員

2022年７月　同社常務取締役

2024年７月　当社取締役（現任）

同年同月　㈱南会西部建設コーポレーション代

表取締役社長（現任）

同年同月　南総建㈱取締役（現任）

（注）

３．
1,100

（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　10名　女性　1名　（役員のうち女性の比率9.1％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 湯田　高弘 1978年12月７日

2004年12月　監査法人トーマツ（現・有限責任監

査法人トーマツ）入所

2008年６月　公認会計士登録

2020年１月　㈱エスネットワークス入社

2023年１月　当社入社　管理部財務経理マネージ

ャー

同年同月　㈱南会西部建設コーポレーション出

向　執行役員総務部長

同年８月　当社帰任

2024年１月　㈱南会西部建設コーポレーション出

向　執行役員管理部長

同年同月　南総建㈱取締役

同年４月　当社管理部長

同年６月　当社取締役管理部長

同年同月　山和建設㈱監査役（現任）

同年同月　㈱小野中村監査役（現任）

同年同月　㈱南会西部建設コーポレーション監

査役（現任）

同年同月　南総建㈱監査役（現任）

同年10月　当社取締役（現任）

（注）

３．
1,000

取締役 青海　孝行 1976年７月１日

2000年４月　アクセンチュア㈱入社

2006年10月　フェニックス・キャピタル㈱入社

2020年４月　山和建設ホールディングス㈱（現・

当社）取締役（現任）

同年同月　山和建設㈱取締役

2021年１月　㈱小野中村取締役

同年12月　㈱南会西部建設コーポレーション取

締役

2022年７月　エンデバー・ユナイテッド㈱入社

（転籍）　執行役員（現任）

同年同月　南総建㈱取締役

（注）

３．
－

取締役 桂樹　正隆 1949年９月19日

1974年４月　建設省（現・国土交通省）入省

2001年７月　国土交通省中国地方整備局副局長

2002年８月　(一財)国土技術研究センター審議役

2003年５月　同法人理事

2004年８月　川田工業㈱顧問

2005年６月　同社専務執行役員

2015年７月　同社顧問

同年同月　㈱橋梁メンテナンス代表取締役社長

2017年６月　同社顧問

同年同月　プレビーム振興会会長

2020年３月　㈱東急総合研究所顧問

2023年３月　当社取締役（現任）

同年６月　(一社)日本支承協会会長（現任）

（注）

３．
－

取締役 谷口　徹 1950年７月15日

1973年４月　佐世保重工業㈱入社

1985年４月　日本工営㈱入社

2002年７月　㈱安部工業所（現・㈱安部日鋼工

業）入社

2004年９月　同社取締役九州支店長

2008年９月　同社取締役営業副本部長

2009年９月　同社常務取締役営業本部長

2014年10月　同社特任顧問（現任）

2017年９月　㈱国土開発コンサルタント顧問（現

任）

2024年９月　当社取締役（現任）

（注）

３．
－
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 佐藤　哲雄 1961年７月10日

1984年４月　東京中小企業投資育成㈱入社

2004年４月　同社業務第二部長

2005年７月　同社財務室長

2009年４月　同社業務第三部長

2015年４月　同社業務第一部審議役

2017年７月　晃陽エンジニアリング㈱監査役

2019年３月　㈱エストケム監査役

2024年１月　当社監査役（現任）

同年同月　山和建設㈱監査役（現任）

同年同月　㈱小野中村監査役（現任）

同年同月　㈱南会西部建設コーポレーション監

査役（現任）

同年同月　南総建㈱監査役（現任）

（注）

４．
－

監査役 石村　信雄 1974年12月20日

1997年４月　㈱三和銀行（現・㈱三菱UFJ銀行）入

行

2010年12月　最高裁判所司法研修所修了・弁護士

登録

同年同月　霞ヶ関総合法律事務所（現・霞ヶ関

法律事務所）入所（現任）

2023年10月　当社監査役（現任）

（注）

４．
－

監査役 角野　里奈 1980年３月12日

2003年４月　中央青山監査法人入所

2006年４月　公認会計士登録

2007年８月　PwCアドバイザリー㈱（現・PwCアド

バイザリー(同)）入社

2011年７月　㈱KPMG FAS入社

2013年６月　㈱リクルートホールディングス入社

2018年６月　八面六臂㈱常勤監査役（現任）

同年10月　角野里奈公認会計士事務所設立代表

就任（現任）

同年同月　株式会社ACCESSO　代表取締役（現

任）

2020年１月　インベスコ・オフィス・ジェイリー

ト投資法人監督役員（現任）

同年７月　㈱エスクリ監査役

同年９月　㈱サウンドファン監査役

2021年６月　㈱エスクリ社外取締役（監査等委員)

（現任）

同年９月　㈱Linc'well監査役（現任）

2022年６月　ニフティライフスタイル㈱監査役

（現任）

同年同月　㈱リビングプラットフォーム監査役

（現任）

2023年２月　モデラート㈱監査役（現任）

2024年９月　当社監査役（現任）

（注）

４．
－

計 173,100

　（注）１．取締役桂樹正隆及び谷口徹は、社外取締役であります。

２．監査役佐藤哲雄、石村信雄及び角野里奈は、社外監査役であります。

３．2025年１月31日の就任日から、2025年６月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。

４．2025年１月31日の就任日から、2028年６月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 57 -



②　社外役員の状況

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

社外取締役桂樹正隆氏は、長年にわたり国土交通省において国土交通行政に携わった後、建設関連企業の経営

にも携わるなど豊富な経験と高い見識を有していることから、社外取締役として適任と判断しております。な

お、当社と同氏の間には、重要な人的関係、資本的関係及び取引関係その他の利害関係はないものと判断してお

ります。

社外取締役谷口徹氏は、建設業界に長く従事し、現在は建設関連企業で顧問を務める等、建設事業に関する豊

富な実務経験と専門知識を有していることから、社外取締役として適任と判断しております。なお、当社と同氏

の間には、重要な人的関係、資本的関係及び取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。

社外監査役佐藤哲雄氏は、中小企業投資に関する豊富な経験があり、監査役としての経験も有していることか

ら、社外監査役として適任と判断しております。また、当社と同氏の間には、重要な人的関係、資本的関係及び

取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。

社外監査役石村信雄氏は、弁護士としての多様な経験と法務全般に関する高度な知識を有しており、社外監査

役として適任と判断しております。また、当社と同氏の間には、重要な人的関係、資本的関係及び取引関係その

他の利害関係はないものと判断しております。

社外監査役角野里奈氏は、公認会計士として財務、会計及び税務に精通し、豊富な知見を有しており、社外監

査役として適任と判断しております。また、当社と同氏の間には、重要な人的関係、資本的関係及び取引関係そ

の他の利害関係はないものと判断しております。

また、当社は社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準や方針については明確に定めたものはありませ

んが、金融商品取引所が開示を求める社外役員の独立性に関する事項を参考にしており、経営の独立性を確保し

ていると認識しております。

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査との相互連携状況については、社外監査役は、内部

監査部門である内部監査室と必要に応じて連携しており、社外取締役は取締役会においてその結果の報告を受け

ております。

社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と監査役監査との相互連携状況については、社外取締役及び社

外監査役は、取締役会及び監査役会において、相互に意見や資料を交換・共有し、内部統制が適切に整備及び運

用されているかを監督・監視しております。

社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と会計監査との相互連携状況については、社外監査役は、会計

監査人との会合や口頭又は文書による情報交換等により連携を図っており、監査結果についても報告を受けてお

ります。また、社外取締役は取締役会に出席することを通じて同様の報告を受けております。

社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部統制部門との関係については、取締役会において内部統

制部門の報告に対して意見を述べ、適正な業務執行の確保を図るとともに、必要に応じ内部統制部門とも情報交

換等を行っております。
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役職名 氏名

監査役協議会 取締役会

開催回数
出席回数

（出席率）
開催回数

出席回数

（出席率）

常勤監査役 西入　雅雄 ９回 ８回（89％） ８回 ８回（100％）

常勤監査役 佐藤　哲雄 ７回 ７回（100％） ６回 ６回（100％）

監査役 平岡　繁 ９回 ９回（100％） ８回 ８回（100％）

監査役 石村　信雄 13回 13回（100％） ９回 ９回（100％）

監査役 角野　里奈 － －（－） － －（－）

（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

ａ　組織・人員

当社は、2024年９月25日開催の定時株主総会の決議を経て、監査役設置会社から監査役会設置会社へ移行し

ました。

本書提出日現在において、当社の監査役は常勤監査役１名（社外監査役１名）、非常勤監査役２名（社外監

査役２名）で構成されております。

監査役角野里奈は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。

ｂ　監査役の活動状況（当事業年度における監査役会設置会社移行前の活動状況）

監査役協議会は、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じ随時開催しております。

監査役協議会における具体的な検討内容としては、監査方針及び監査実施計画、内部統制システムの整備・

運用状況、会計監査人の監査の方法及び結果の妥当性評価、監査報酬の妥当性、監査役監査報告の策定等であ

ります。

各監査役は、原則として毎月１回開催される取締役会に監査役全員が出席し、議事運営、決議内容等を確認

し、必要に応じて質問及び意見表明を行っております。

当事業年度における個々の監査役の監査役協議会及び取締役会への出席状況については以下のとおりです。

（注）監査役佐藤哲雄は2023年12月28日開催の臨時株主総会において選任され、2024年１月１日に新

たに監査役に就任いたしましたので、就任後に開催された監査役協議会及び取締役会のみを対

象としております。

監査役西入雅雄及び平岡繁は2023年12月31日に退任しておりますので、退任前に開催された監

査役協議会及び取締役会のみを対象としております。

監査役石村信雄は2023年９月28日開催の第５期定時株主総会において選任され、同年10月１日

に新たに監査役に就任いたしましたので、就任後に開催された監査役協議会及び取締役会のみ

を対象としております。

監査役角野里奈は2024年９月25日開催の第６期定時株主総会において新たに監査役に就任いた

しましたので、当事業年度に開催された監査役協議会及び取締役会への出席はありません。

常勤監査役は、重要な子会社の監査役を兼務することにより、子会社の取締役会に出席し、議事運営、決議

内容等を確認し、必要に応じて質問及び意見表明を行っております。

また、常勤の監査役の活動として、重要な決裁書類等の閲覧、取締役及び従業員からの事業報告や意思疎

通、内部監査担当部門からの報告の確認を行い、内部統制システムの運用状況の監査を実施しております。
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②　内部監査の状況

当社における内部監査は、本書提出日現在において、代表取締役社長直轄の内部監査室（１名）を配置してお

ります。内部監査室は、会社の財産及び業務を適正に把握し、各部門の業務執行が法令や社内規程に違反するこ

とのないよう内部牽制体制を構築しており、定期的に内部監査を実施し、改善の必要がある場合は当該部門に是

正の指示をしております。また、内部監査の実効性を確保するための取り組みとして、監査結果を代表取締役の

みならず、取締役会及び監査役会に対しても報告しております。

③　会計監査の状況

ａ　監査法人の名称

監査法人ＦＲＩＱ

ｂ　継続監査期間

２年間

ｃ　業務を執行した公認会計士

佐藤　稔幸

三村　啓太

山本　毅

ｄ　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　８名

その他　　　４名

ｅ　監査法人の選定方針と理由

監査役は監査法人が独立性及び必要な専門性を有すること、監査の品質管理システムが整備され、かつ着実

に運用されていること、当社の業務内容に対応して効率的な監査業務を実施できる監査体制を保持し、整備さ

れていること、監査範囲及び監査スケジュール等具体的な監査計画並びに監査費用が合理的かつ妥当であるこ

とを確認し、監査実績などを踏まえたうえで、監査法人を総合的に評価し、選定について判断しております。

上記方針に基づき、監査法人ＦＲＩＱに対して評価を行った結果、当該法人は監査法人として職責を果たし

ていると判断し、当該法人を翌期事業年度に係る監査法人として再任することといたしました。

監査役（監査役会設置会社への移行後は監査役会）は、監査法人が会社法第340条第１項各号のいずれかに

該当すると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき、監査法人を解任いたします。また、監査役は、

上記の場合のほか、監査法人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合その他必要とされる場合に

は、株主総会に提出する監査法人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

ｆ　監査役による監査法人の評価

監査役（監査役会設置会社への移行後は監査役会）は、監査法人ＦＲＩＱに対して評価を行っております。

監査役は、監査法人の独立性・適格性、職務執行状況について、監査法人から報告聴取、及び経営執行部門と

の意見交換を通じて確認を行いました。

この結果、監査の方法と結果は相当であること、監査の品質管理体制、監査報酬の水準に関して問題がない

ことから、監査法人ＦＲＩＱは監査法人として職責を果たしていると評価いたしました。
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区分

最近連結会計年度の前連結会計年度 最近連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬(千円)

非監査業務に

基づく報酬(千円)

監査証明業務に

基づく報酬(千円)

非監査業務に

基づく報酬(千円)

提出会社 9,000 3,000 14,000 －

連結子会社 28,500 6,500 29,500 －

計 37,500 9,500 43,500 －

④　監査報酬の内容等

ａ　監査公認会計士等に対する報酬の内容

（最近連結会計年度の前連結会計年度）

当社及び連結子会社における非監査業務の内容は、監査受嘱のための調査業務であります。

（最近連結会計年度）

該当事項はありません。

ｂ　監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(ａを除く)

該当事項はありません。

ｃ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ｄ　監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、当社の事業規模及び事業内容（適用される会計基準等を含

む）の観点から、監査計画の内容、監査工数及び報酬見積りの算出根拠等を検証し総合的に判断した上で決定

しております。

ｅ　監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社監査役は、監査法人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切

であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、監査法人の報酬等の額について同意の判断をいたしまし

た。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、取締役の報酬に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化するため、2024年９月25日に指名・報酬

諮問委員会を新たに設置いたしました。取締役の報酬決定の基本方針及び基準につきましては、今後指名・報酬

諮問委員会に諮問し、同委員会の答申結果を尊重の上、取締役会で決定する予定です。

ａ　役員の報酬等についての株主総会決議に関する事項

当社の取締役の報酬限度額は、2022年９月28日開催の第４期定時株主総会において、年額200百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議されております。決議日時点における取締役の員数は７名であ

ります。また、監査役の報酬限度額は、2023年９月28日開催の第５期定時株主総会において、年額20百万円以

内と決議されております。決議日時点における監査役の員数は２名であります。

ｂ　役員の報酬等の決定方針等の概要

ア　取締役の報酬等の決定の基本方針

取締役の報酬等については、職位及び職責に応じた固定報酬としての基本報酬と、企業価値及び業績の向

上に向けたインセンティブとしての会社業績に連動する業績連動報酬により構成されております。これらの

報酬は全て金銭報酬であり、非金銭報酬はありません。

社外取締役の報酬につきましては、経営に関する独立性及び公正かつ適正な経営を動機づける観点から、

固定報酬としての基本報酬のみとなっております。

取締役の報酬等の額の決定については、株主総会で決議された金額の範囲内で代表取締役社長小山剛に一

任する旨を2024年９月25日開催の取締役会で決議しております。代表取締役社長に一任する理由は、各取締

役の業績や職責等の評価を行うには当社グループの事業に精通し当社グループ全体の業績を俯瞰することが

できる代表取締役社長が最も適していると判断したためです。

イ　取締役の個人別の基本方針の決定方針

・　基本報酬に関する方針

基本報酬については、取締役としての職務執行の職責・役割・貢献度合い等の総合的な判断を行い決定

しております。

・　業績連動報酬に関する方針

業績連動報酬は連結償却前営業利益を指標としております。連結償却前営業利益を指標としている理由

は、業務執行に携わる取締役の功績・責任を最も客観的かつ適切に評価できる指標であると判断している

ことに基づくものであります。

業績連動報酬の支給総額は、連結償却前営業利益の実績が予算目標を超過する場合のその超過額の20％

とし、業績連動報酬の各取締役等への配分方法は、職位と各取締役が管掌する事業会社の償却前営業利益

の割合に応じ配分すると定めております。

なお、当事業年度の業績連動報酬に係る指標の実績は、業績連動報酬の支給条件に満たなかったため、

当該事業年度の業績に基づく業績連動報酬の支給はありません。

ウ　監査役の報酬等の決定の基本方針

監査役の報酬等については、経営に関する独立性及び公正かつ適正な経営を動機づける観点から、固定報

酬としての基本報酬のみとなっております。

各監査役の個別支給額については、株主総会で決議された金額の範囲内で、監査役の協議により決定して

おります。
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役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員

の員数（名）基本報酬 業績連動報酬

取締役

（社外取締役を除く）
98,715 98,715 － 7

監査役

（社外監査役を除く）
－ － － －

社外取締役 4,800 4,800 － 1

社外監査役 10,953 10,953 － 3

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

使用人分給与を支給している者が存在しないため、記載しておりません。

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額
の合計額（千円）

非上場株式 2 12,231

非上場株式以外の株式 － －

（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は投資株式について、専ら株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的として保有す

る株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式としております。

②　㈱小野中村における株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である㈱小野中村については以下のとおりです。

ａ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ア　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

当社グループは、良好な取引・協業関係の維持発展や新たな事業機会の創出等、事業戦略上において合理的

と判断される場合を除き、新規に株式を取得しません。株式の取得に際しては、取締役会において取得意義や

経済合理性 の観点を踏まえてその是非を個別に判断します。保有株式については、その保有目的を当社グル

ープの中長期的な事業戦略上の観点や、継続投資による投資収益率を事業全体の収益率と比較した上で定期的

に 検証し、保有価値が乏しいと判断した株式は売却します。

イ　銘柄数及び貸借対照表計上額

（最近事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

（最近事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

ウ　特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

（特定投資株式）

該当事項はありません。
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（みなし保有株式）

該当事項はありません。

ｂ　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

③　提出会社における株式の保有状況

ａ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

ｂ　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表、要約中間連結財務諸表及び要約四半期連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法に

ついて

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作

成しております。

(2）当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以

下、「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

なお、当社の要約中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

(3）当社の第３四半期連結会計期間（2025年１月１日から2025年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2024

年７月１日から2025年３月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用され

ている。）に準拠して作成しております。

(4）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

２．監査証明について

(1）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（2022年７月１日から2023年６月

30日まで）及び当連結会計年度（2023年７月１日から2024年６月30日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（2022年７月１日から2023年６月30日まで）及び当事業年度（2023年７月１日から2024年６月30日まで）の財務諸

表について、監査法人ＦＲＩＱによる監査を受けております。

(2）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年７月１日から2024年12

月31日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、監査法人ＦＲＩＱによる期中レビューを受けております。

(3）当社は、第３四半期連結会計期間（2025年１月１日から2025年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間

（2024年７月１日から2025年３月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表について、監査法人ＦＲＩＱによる期

中レビューを受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適

正に作成することができる体制の整備について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作

成することができる体制の整備を行っております。

(1）会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備す

るため、セミナーへの参加や参考図書によって理解を深めております。

(2）IFRSの適用においては、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の把

握を行っています。またIFRSに基づいた適正な連結財務諸表等を作成するために、IFRSに準拠したグループ会計方

針を作成し、これに基づいて会計処理を行っています。
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（単位：千円）

注記
移行日

（2022年７月１日）
前連結会計年度

（2023年６月30日）
当連結会計年度

（2024年６月30日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 7 3,680,808 4,296,852 3,588,221

営業債権及びその他の債権 8 3,115,773 4,609,537 3,589,862

棚卸資産 9 97,853 179,971 165,397

未収法人所得税 0 174,904 53,699

その他の金融資産 16,33 3,500 － －

その他の流動資産 10 140,730 221,333 167,395

流動資産合計 7,038,667 9,482,599 7,564,577

非流動資産

有形固定資産 11,14 1,215,549 1,512,544 1,295,411

使用権資産 13 110,775 137,931 162,996

のれん 12 412,594 1,796,750 1,796,750

顧客関連資産 12 － 55,000 －

無形資産 12 26,331 30,468 30,247

持分法で会計処理されている投資 15 121,154 117,294 124,737

その他の金融資産 16,33 116,567 108,951 92,283

繰延税金資産 17 146,300 153,308 222,405

その他の非流動資産 10 2,053 1,799 7,032

非流動資産合計 2,151,327 3,914,047 3,731,864

資産合計 9,189,994 13,396,647 11,296,441

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結財政状態計算書】
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（単位：千円）

注記
移行日

（2022年７月１日）
前連結会計年度

（2023年６月30日）
当連結会計年度

（2024年６月30日）

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 18 3,321,475 4,199,776 3,848,698

借入金 19 182,142 319,302 887,882

その他の金融負債 20,33 38,963 43,816 61,959

未払法人所得税 234,272 146,498 324,741

その他の流動負債 22 87,017 159,372 228,635

流動負債合計 3,863,870 4,868,766 5,351,916

非流動負債

借入金 19 728,574 1,163,532 844,230

その他の金融負債 20,33 82,286 106,853 114,933

その他の非流動負債 22 67,489 95,169 96,433

非流動負債合計 878,349 1,365,555 1,055,596

負債合計 4,742,220 6,234,322 6,407,513

資本

資本金 24 50,000 50,000 50,000

資本剰余金 24 3,368,114 5,095,340 5,095,340

利益剰余金 24 1,029,378 2,016,311 △257,878

その他の資本の構成要素 24 281 672 1,465

親会社の所有者に帰属する持分合計 4,447,774 7,162,324 4,888,927

資本合計 4,447,774 7,162,324 4,888,927

負債及び資本合計 9,189,994 13,396,647 11,296,441
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（単位：千円）

注記
前連結会計年度

（2024年６月30日）
当中間連結会計期間
（2024年12月31日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 3,588,221 4,632,552

営業債権及びその他の債権 3,589,862 6,360,641

棚卸資産 165,397 192,711

未収法人所得税 53,699 －

その他の流動資産 167,395 740,718

流動資産合計 7,564,577 11,926,623

非流動資産

有形固定資産 1,295,411 1,268,069

使用権資産 162,996 193,007

のれん 1,796,750 1,796,750

無形資産 30,247 30,982

持分法で会計処理されている投資 124,737 125,414

その他の金融資産 9 92,283 90,501

繰延税金資産 222,405 237,331

その他の非流動資産 7,032 5,629

非流動資産合計 3,731,864 3,747,687

資産合計 11,296,441 15,674,311

【要約中間連結財政状態計算書】
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（単位：千円）

注記
前連結会計年度

（2024年６月30日）
当中間連結会計期間
（2024年12月31日）

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 3,848,698 4,078,793

借入金 887,882 4,587,882

その他の金融負債 61,959 79,765

未払法人所得税 324,741 307,947

その他の流動負債 228,635 216,245

流動負債合計 5,351,916 9,270,633

非流動負債

借入金 844,230 684,579

その他の金融負債 114,933 127,145

その他の非流動負債 96,433 93,555

非流動負債合計 1,055,596 905,279

負債合計 6,407,513 10,175,913

資本

資本金 5 50,000 172,248

資本剰余金 5 5,095,340 5,217,588

利益剰余金 △257,878 351,824

自己株式 5 － △244,360

その他の資本の構成要素 1,465 1,096

親会社の所有者に帰属する持分合計 4,888,927 5,498,397

資本合計 4,888,927 5,498,397

負債及び資本合計 11,296,441 15,674,311
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（単位：千円）

注記
前連結会計年度

（自　2022年７月１日
至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

売上収益 26 16,129,963 15,611,403

売上原価 13,674,710 12,922,992

売上総利益 2,455,252 2,688,410

販売費及び一般管理費 27 1,312,440 1,459,880

その他の収益 28 420,108 68,334

その他の費用 28 201,699 149,417

営業利益 1,361,222 1,147,446

金融収益 29 1,891 1,513

金融費用 29 13,067 25,341

持分法による投資損益（△は損失） 15 △3,860 8,342

税引前利益 1,346,186 1,131,961

法人所得税費用 17 359,252 406,068

当期利益 986,933 725,892

当期利益の帰属

親会社の所有者 986,933 725,892

非支配持分 － －

当期利益 986,933 725,892

１株当たり当期利益 31

基本的１株当たり当期利益（円） 105.68 73.58

希薄化後１株当たり当期利益（円） － －

②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
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（単位：千円）

注記
前連結会計年度

（自　2022年７月１日
至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

当期利益 986,933 725,892

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
30 391 793

純損益に振り替えられることのない項目

合計
391 793

税引後その他の包括利益 391 793

当期包括利益 987,324 726,685

当期包括利益の帰属

親会社の所有者 987,324 726,685

非支配持分 － －

当期包括利益 987,324 726,685

【連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

注記
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

売上収益 7 8,907,163 8,481,535

売上原価 7,549,941 6,876,610

売上総利益 1,357,221 1,604,925

販売費及び一般管理費 670,119 708,411

その他の収益 44,152 21,928

その他の費用 4,622 8,735

営業利益 726,633 909,707

金融収益 1,161 1,455

金融費用 13,114 12,923

持分法による投資利益 17,372 2,977

税引前中間利益 732,053 901,217

法人所得税費用 270,077 291,514

中間利益 461,976 609,702

中間利益の帰属

親会社の所有者 461,976 609,702

非支配持分 － －

中間利益 461,976 609,702

１株当たり中間利益 8

基本的１株当たり中間利益（円） 46.83 61.95

希薄化後１株当たり中間利益（円） － 61.78

【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】
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（単位：千円）

注記
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

中間利益 461,976 609,702

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
182 △369

純損益に振り替えられることのない項目

合計
182 △369

税引後その他の包括利益 182 △369

中間包括利益 462,158 609,333

中間包括利益の帰属

親会社の所有者 462,158 609,333

非支配持分 － －

中間包括利益 462,158 609,333

【要約中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】
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（単位：千円）

注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

2022年７月１日残高 50,000 3,368,114 1,029,378

当期利益 986,933

その他の包括利益 30

当期包括利益合計 － － 986,933

企業結合による変動 6 1,727,225

所有者との取引額合計 － 1,727,225 －

2023年６月30日残高 50,000 5,095,340 2,016,311

注記

親会社の所有者に帰属する持分

合計
その他の資本の構成要素

合計その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

合計

2022年７月１日残高 281 281 4,447,774 4,447,774

当期利益 986,933 986,933

その他の包括利益 30 391 391 391 391

当期包括利益合計 391 391 987,324 987,324

企業結合による変動 6 1,727,225 1,727,225

所有者との取引額合計 － － 1,727,225 1,727,225

2023年６月30日残高 672 672 7,162,324 7,162,324

③【連結持分変動計算書】

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）
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（単位：千円）

注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

2023年７月１日残高 50,000 5,095,340 2,016,311

当期利益 725,892

その他の包括利益

当期包括利益合計 － － 725,892

配当金 25 △3,000,082

所有者との取引額合計 － － △3,000,082

2024年６月30日残高 50,000 5,095,340 △257,878

注記

親会社の所有者に帰属する持分

合計
その他の資本の構成要素

合計その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

合計

2023年７月１日残高 672 672 7,162,324 7,162,324

当期利益 725,892 725,892

その他の包括利益 793 793 793 793

当期包括利益合計 793 793 726,685 726,685

配当金 25 △3,000,082 △3,000,082

所有者との取引額合計 － － △3,000,082 △3,000,082

2024年６月30日残高 1,465 1,465 4,888,927 4,888,927

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）
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（単位：千円）

注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

2023年７月１日残高 50,000 5,095,340 2,016,311

中間利益 461,976

その他の包括利益

中間包括利益合計 － － 461,976

所有者との取引額合計 － － －

2023年12月31日残高 50,000 5,095,340 2,478,287

注記

親会社の所有者に帰属する持分

合計
その他の資本の構成要素

合計その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

合計

2023年７月１日残高 672 672 7,162,324 7,162,324

中間利益 461,976 461,976

その他の包括利益 182 182 182 182

中間包括利益合計 182 182 462,158 462,158

所有者との取引額合計 － － － －

2023年12月31日残高 855 855 7,624,483 7,624,483

【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2023年７月１日　至　2023年12月31日）
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（単位：千円）

注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2024年７月１日残高 50,000 5,095,340 △257,878 －

中間利益 609,702

その他の包括利益

中間包括利益合計 － － 609,702 －

新株の発行 5 122,248 122,248

自己株式の取得 5 △244,360

所有者との取引額合計 122,248 122,248 － △244,360

2024年12月31日残高 172,248 5,217,588 351,824 △244,360

注記

親会社の所有者に帰属する持分

合計
その他の資本の構成要素

合計その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

合計

2024年７月１日残高 1,465 1,465 4,888,927 4,888,927

中間利益 609,702 609,702

その他の包括利益 △369 △369 △369 △369

中間包括利益合計 △369 △369 609,333 609,333

新株の発行 5 244,496 244,496

自己株式の取得 5 △244,360 △244,360

所有者との取引額合計 － － 135 135

2024年12月31日残高 1,096 1,096 5,498,397 5,498,397

当中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）
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（単位：千円）

注記
前連結会計年度

（自　2022年７月１日
至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 1,346,186 1,131,961

減価償却費及び償却費 453,269 309,312

負ののれん発生益 △264,395 －

減損損失 37,867 94,564

金融収益及び金融費用 11,175 23,828

持分法による投資損益（△は益） 3,860 △8,342

固定資産除売却損益（△は益） △14,736 △9,928

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増

加）
△275,307 1,003,104

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,371 14,573

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減

少）
△304,740 △351,077

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,501 58,070

その他 △87,515 89,894

小計 908,792 2,355,961

利息及び配当金の受取額 1,766 2,413

利息の支払額 △13,950 △21,127

法人所得税の還付額 － 174,904

法人所得税の支払額 △859,469 △351,026

営業活動によるキャッシュ・フロー 37,139 2,161,125

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △109,045 △128,498

有形固定資産の売却による収入 49,177 41,894

無形資産の取得による支出 △6,611 △8,267

貸付金の回収による収入 40,735 955

敷金及び保証金の差入による支出 △9,735 △9,317

敷金及び保証金の回収による収入 － 10,649

その他 △226 △800

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,705 △93,384

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 21 － 500,000

長期借入金の返済による支出 21 △319,302 △250,722

社債の償還による支出 21 △115,000 －

リース負債の返済による支出 21 △18,661 △25,566

配当金支払による支出 － △3,000,082

財務活動によるキャッシュ・フロー △452,963 △2,776,371

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △451,529 △708,630

現金及び現金同等物の期首残高 7 3,680,808 4,296,852

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,067,572 －

現金及び現金同等物の期末残高 7 4,296,852 3,588,221

④【連結キャッシュ・フロー計算書】
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（単位：千円）

注記
前中間連結会計期間

（自　2023年７月１日
至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間利益 732,053 901,217

減価償却費及び償却費 166,975 144,010

金融収益及び金融費用 11,952 11,467

持分法による投資損益（△は益） △17,372 △2,977

固定資産売却損益（△は益） △13,054 △1,085

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増

加）
△3,472,251 △2,794,121

棚卸資産の増減額（△は増加） △10,645 △27,313

その他の流動資産の増減額（△は増加） 113,897 △573,323

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減

少）
△222,320 230,095

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 23,342

その他 58,345 △11,438

小計 △2,652,419 △2,100,127

利息及び配当金の受取額 2,061 3,755

利息の支払額 △9,384 △12,591

法人所得税の還付額 174,904 53,699

法人所得税の支払額 △187,544 △323,046

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,672,382 △2,378,310

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △48,544 △78,041

有形固定資産の売却による収入 30,896 9,092

無形資産の取得による支出 △6,752 △4,845

敷金及び保証金の差入による支出 － △2,431

敷金及び保証金の回収による収入 － 466

その他 △383 432

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,785 △75,327

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,800,000 3,700,000

長期借入金の返済による支出 △91,071 △159,651

リース負債の返済による支出 △3,525 △42,516

新株の発行による収入 － 244,496

自己株式取得による支出 － △244,360

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,705,403 3,497,968

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,008,235 1,044,330

現金及び現金同等物の期首残高 4,296,852 3,588,221

現金及び現金同等物の中間期末残高 5,305,088 4,632,552

【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【連結財務諸表注記】

１．報告企業

㈱UNICONホールディングス（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社です。登記上の本社の住所

は宮城県仙台市です。

当社の連結財務諸表は、2024年６月30日を期末日とし、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」とい

う。）並びに当社の関連会社に対する持分により構成されております。

当社グループの事業内容は、建設関連事業及びその他事業であります。

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨及び初度適用に関する事項

当社グループの連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の

要件を満たすことから、同第93条の規定によりIFRSに準拠して作成しております。当社グループは、2024年

６月30日に終了する連結会計年度にIFRSを初めて適用し、IFRSへの移行日は2022年７月１日です。

当社グループはIFRSへの移行にあたり、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」（以下「IFRS第１

号」という。）を適用しております。また、IFRSへの移行が、当社グループの財政状態、経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に与える影響は「39. 初度適用」に記載しております。

(2）機能通貨及び表示通貨

連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円（千円単位、単位未満切り捨て）で表示しております。

(3）重要な会計上の見積り及び判断の利用

当社グループは、連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告

額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、過去の経

験及び利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者

の最善の判断に基づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実

際の結果と異なる可能性があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これら

の見積りの見直しによる影響は、当該見積りを見直した期間及び将来の期間において認識しております。

①　会計方針適用上の重要な判断

会計方針を適用する過程で行った重要な判断は、以下のとおりです。

・連結子会社及び持分法適用会社の範囲の決定（３．重要性がある会計方針 (1)連結の基礎）

・収益認識（３．重要性がある会計方針 (10)収益）

②　見積りの不確実性の要因となる事項

・収益の測定（３．重要性がある会計方針 (10)収益）

・企業結合により取得した無形資産及びのれん（12．のれん及び無形資産）

・繰延税金資産の回収可能性を判断（３．重要性がある会計方針 (12)法人所得税、17．法人所得税）
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３．重要性がある会計方針

(1）連結の基礎

①　子会社

子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。当社グループがある企業への関与に

より生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有し、かつ、当該企業に対するパワーによ

り当該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合に、当社グループは当該企業を支配していることと

なります。

子会社の財務諸表は、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失する日まで、連結の対象に含め

ております。

子会社が適用する会計方針が当社グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該子

会社の財務諸表に調整を加えております。当社グループ間の債権債務残高及び内部取引高、並びに当社グ

ループ間の取引から発生した未実現損益は、連結財務諸表の作成に際して消去しております。

子会社持分を一部処分した際、支配が継続する場合には、資本取引として会計処理しております。非支

配持分の調整額と対価の公正価値との差額は、親会社の所有者に帰属する持分として資本に直接認識され

ております。また、支配を喪失した場合には、支配の喪失から生じた利得又は損失を純損益で認識してお

ります。

②　関連会社

関連会社とは、当社グループがその財務及び経営方針に対して重要な影響力を有しているものの、支配

はしていない企業をいいます。当社グループが他の企業の議決権の20％以上50％以下を保有する場合、当

社グループは当該他の企業に対して重要な影響力を有していると推定されます。

関連会社に対する投資は、取得時に取得原価で認識し、当社グループが重要な影響力を有することとな

った日から重要な影響力を喪失する日まで、持分法を用いて会計処理しています。投資の取得原価には取

引コストを含めています。

(2）企業結合

企業結合は、取得法を用いて会計処理をしております。

取得対価は、当社グループが移転した資産、引き受けた負債及び発行した資本持分の取得日公正価値の合

計額で測定し、該当する場合は、条件付対価を取得対価に含めております。

IFRS第３号「企業結合」（以下「IFRS第３号」という。）に基づく認識の要件を満たす被取得企業の識別

可能な資産、負債及び偶発負債は、次を除いて、取得日の公正価値で測定しております。

・繰延税金資産（又は繰延税金負債）及び従業員給付契約に関連する負債又は資産は、それぞれIAS第12

号「法人所得税」及びIAS第19号「従業員給付」に従って認識し測定しております。

・被取得企業の株式報酬取引に係る負債もしくは資本性金融商品、又は被取得企業の株式報酬取引の取得

企業の株式報酬取引への置換えに係る負債もしくは資本性金融商品に係る部分については、IFRS第２号

「株式報酬」の方法に従って取得日現在で測定しております。

・IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って売却目的に分類される資産又は

処分グループは、当該基準書に従って測定しております。

共通支配下における企業結合とは、企業結合当事企業もしくは事業のすべてが、企業結合の前後で同一の

企業により最終的に支配され、かつ、その支配が一時的でない場合の企業結合であります。当社グループ

は、すべての共通支配下における企業結合取引について、継続的に帳簿価額に基づき会計処理しておりま

す。
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(3）現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成されて

おります。

(4）棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正味実現可能価額

は、通常の事業過程における予想売価から、販売に要する見積費用を控除した額としております。取得原価

は、原材料については総平均法、未成工事支出金については個別法により算定しております。

(5）有形固定資産（リースを除く）

当社グループは、有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び

減損損失累計額を控除した帳簿価額で表示しております。取得原価には、資産の取得に直接付随する費用、

資産の解体・撤去及び設置していた場所の原状回復費用及び資産計上すべき借入コスト等を含めることとし

ております。

建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上しておりま

す。

主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりです。

・建物及び構築物　　２～65年

・機械及び装置　　　２～30年

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会

計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

(6）のれん

のれんは、取得対価が取得日時点における識別可能な資産及び負債の公正価値を上回る場合に、その超過

額として測定しております。この差額が負の金額である場合には、直ちに純損益として認識しております。

企業結合を達成するために発生した取得関連費用は、発生時に純損益として認識しております。

IFRS移行日前の企業結合により生じたのれんは、従前の会計基準（日本基準）で認識していた金額をIFRS

移行日時点で引き継ぎ、これに減損テストを実施した後の帳簿価額で計上しております。

(7）無形資産

無形資産は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で計上し

ております。

(a）個別に取得した無形資産

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。

(b）企業結合で取得した無形資産

企業結合で取得した無形資産の取得原価は、取得日現在の公正価値で測定しております。

耐用年数を確定できる無形資産は、当該資産の耐用年数にわたり定額法により償却しております。償却

は、当該資産が使用可能となった時点に開始しております。主な無形資産の耐用年数は、以下のとおりで

す。

・ソフトウエア　　　　５年

・顧客関連資産　　　　1.2年～２年

資産の償却方法、耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見積りの変更

として将来に向かって適用しております。
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(8）リース

当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか、又は契約にリースが含まれているかを判定して

おります。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合に

は、当該契約はリースであるか又はリースを含んでいます。この判定には以下の点を考慮しております。

①　当社が使用期間全体を通じて、特定された資産の使用からの経済的便益のほとんどすべてを得る権利

を有しているか。

②　当社が特定された資産の使用を指図する権利を有しているか。

当社グループは、リース要素が含まれる契約の締結時または見直し時に、契約で合意した対価を、各リー

ス要素及び非リース要素の独立価格の比率に基づいて各要素に按分しております。ただし、当社が借手とな

る土地と建物のリースについては、非リース要素を分離せず、リース要素と非リース要素を単一のリース要

素として会計処理することを選択しております。

（借手としてのリース）

当社グループは、リースの開始日に使用権資産とリース負債を認識します。使用権資産は、取得原価で当

初測定しております。当初認識後、使用権資産は、使用権資産の耐用年数又はリース期間のいずれか短い年

数にわたって、定額法で減価償却を行っております。

リース負債は、開始日現在で支払われていないリース料をリースの計算利子率を用いて割り引いた現在価

値で当初測定しております。リースの計算利子率が容易に算定できない場合には、当社グループの追加借入

利子率を用いております。当初認識後、リース負債は実効金利法による償却原価で測定しております。金利

変動等により将来のリース料が変動した場合、リース負債を再測定し、使用権資産の帳簿価額の修正または

純損益として認識しております。

当社はリース期間が12ヶ月以内の短期リース及び少額リースについて、使用権資産及びリース負債を認識

しないことを選択しています。当社はこれらのリースに係るリース料をリース期間にわたり定額法により費

用として認識しています。

(9）非金融資産の減損

当社グループは、四半期決算日ごとに資産が減損している可能性を示す兆候があるか否かを評価しており

ます。減損の兆候が存在する場合には、当該資産の回収可能価額を見積っております。減損の兆候の有無に

かかわらず、企業結合で取得したのれんについては毎期減損テストを実施しております。

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分費用控除後の公正価値のうちいずれか大きい方

の金額としております。個別資産についての回収可能価額の見積りが不可能な場合には、当該資産が属する

資金生成単位の回収可能価額を算定しております。

使用価値は、資産の継続的使用及び最終的な処分から発生する将来キャッシュ・インフロー及びアウトフ

ローの見積額を、貨幣の時間価値及び当該資産の固有のリスクの市場評価を反映した税引前の割引率により

割り引いて算定した現在価値です。

減損テストにおいて、企業結合により取得したのれんは、取得日以降、取得企業の資金生成単位又は資金

生成単位グループで、企業結合のシナジーから便益を得ることが期待されるものに配分しております。のれ

んが配分される当該資金生成単位又は資金生成単位グループのそれぞれは、のれんが内部管理目的でモニタ

ーされている企業内の最小の単位で、かつ事業セグメントよりも大きくはありません。

資金生成単位の減損損失は、最初に、当該資金生成単位又は資金生成単位グループに配分したのれんの帳

簿価額を減額し、次に、当該単位内の各資産の帳簿価額に基づいた比例按分によって、当該単位内のその他

の資産に対して配分し、当該単位の資産の帳簿価額を減額するように配分しております。

資産もしくは資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額が当該資産もしくは資金生成単位又

は資金生成単位グループの帳簿価額を下回る場合には、減損損失を直ちに純損益として認識しております。

過去の期間において、のれん以外の資産について過去に認識した減損損失は、減損損失が最後に認識され

た以降、認識した減損損失がもはや存在しないか、あるいは減少している可能性を示す兆候に基づき、当該

資産の回収可能価額の算定に用いられた見積りに変更があった場合にのみ、戻入れます。
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(10）収益

①　収益の認識基準

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換によ

り、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社グループの主要な売上収益は、建設工事に関する収益であり、主に施主との工事契約に基づき、建

設工事の施工を行う義務を負っております。建設工事に関する収益は、財又はサービスを顧客に移転する

履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。履行義務の充足

に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占

める割合に基づいて行っております。

建設工事に関する収益以外の収益については、主に卸売及び製造等による販売であり、顧客との販売契

約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き

渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で

収益を認識しております。

②　収益の測定

取引価格については、収益は、受領した対価又は受領可能な対価の公正価値（値引、割戻及び消費税等

を控除後）により測定しております。

工事契約に係る収益は、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法にて算

出しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、インプット法（見積総原価に対する実

際原価の割合）によっております。

工事原価総額は、個々の案件に特有の状況を織り込んだ実行予算を使用しておりますが、工事着工後の

作業内容の変更等に伴い、履行義務の充足に係る進捗度が変動することにより、翌連結会計年度の連結財

務諸表において認識する収益の金額に影響を与える可能性があります。

(11）金融収益及び金融費用

金融収益は、主として受取利息、受取配当金及び純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値

の変動等から構成しております。受取利息は、実効金利法により発生時に認識しております。受取配当金

は、当社グループの受領権が確定した日に認識しております。

金融費用は、主として支払利息及び純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動等から

構成しております。支払利息は実効金利法により発生時に認識しております。
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(12）法人所得税

法人所得税は、当期税金と繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連するもの及び直

接資本の部又はその他の包括利益に認識する項目を除き、純損益に認識しております。

①　当期税金

当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局からの還付が予想される金額で測定しております。税

額の算定に使用する税率及び税法は、決算日までに制定又は実質的に制定されたものであります。

②　繰延税金

繰延税金は、連結会計年度の末日における資産及び負債の税務基準額と会計上の帳簿価額との間の一時

差異、繰越欠損金及び繰延税額控除に基づいて算定しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異、

未使用の繰越税額控除及び繰越欠損金について、それらを回収できる課税所得が生じると見込まれる範囲

において認識し、繰延税金負債は、原則として、すべての将来加算一時差異について認識しております。

なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。

・のれんの当初認識から生じる一時差異

・企業結合取引ではなく、取引時に会計上の利益にも税務上の課税所得（欠損金）にも影響を与えず、

かつ、取引時に同額の将来加算一時差異と将来減算一時差異とを生じさせない取引から発生する資産

及び負債の当初認識により生じる一時差異

・子会社、関連会社に対する投資並びに共同支配の取決めに対する持分に係る将来加算一時差異につい

て、解消する時期をコントロールでき、かつ、予測可能な将来にその差異が解消されない可能性が高

い場合

・子会社、関連会社に対する投資並びに共同支配の取決めに対する持分に係る将来減算一時差異のう

ち、予測可能な将来に当該一時差異が解消する可能性が高くない場合又は当該一時差異の使用対象と

なる課税所得が稼得される可能性が高くない場合

繰延税金資産及び繰延税金負債は、決算日までに制定又は実質的に制定されている法定税率に基づい

て、一時差異が解消される時に適用されると予想される税率によって測定されます。

繰延税金資産及び繰延税金負債は、当社グループが当期税金資産及び負債を相殺する法律上強制力のあ

る権利を有しており、かつ、法人所得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合に

相殺しております。

繰延税金資産の帳簿価額は各連結会計年度の末日現在で再検討しております。一部又は全部の繰延税金

資産の便益を実現させるだけの十分な課税所得を稼得する可能性が高くなくなった場合、繰延税金資産の

帳簿価額をその範囲で減額しております。また、当該評価減額は、十分な課税所得を稼得する可能性が高

くなった範囲で戻し入れております。

(13）１株当たり利益

基本的１株当たり当期利益は、親会社の所有者(普通株主)に帰属する純損益を、各連結会計年度中の自己

株式を調整した発行済普通株式の加重平均株式数で除して計算しております。

なお、希薄化後1株当たり当期利益は、潜在株式が存在しないため算定しておりません。
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(14）金融商品

①　金融資産

(a）当初認識及び測定

当社グループは、営業債権及びその他の債権を、発生日に当初認識しております。その他すべての金

融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者となった取引日に当初認識しております。

金融資産は、当初認識時に、償却原価で測定する金融資産、純損益又はその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産に分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。

金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しておりま

す。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルに

基づいて、金融資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロー

が特定の日に生じる。

トレーディング目的保有ではない資本性金融資産の当初認識時において、当初認識後はその他の包括

利益を通じて公正価値で測定するという取消不能な選択を行う場合があります。この選択は個々の投資

ごとに行います。

金融資産は、公正価値で測定し、純損益を通じて公正価値で測定するものでない金融資産の場合に

は、公正価値に金融資産の取得に直接起因する取引費用を加算しております。

(b）事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

ア　償却原価により測定する金融資産

当初認識後、実効金利法による償却原価で測定し、利息収益を純損益として認識しております。

イ　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動、利息収益及び配当金を純損益として認識してお

ります。

ウ　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動はその他の包括利益で認識しております。その他

の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動による累積利得または損失は、資

本性金融資産を処分した場合、もしくは公正価値が著しく低下した場合に利益剰余金に振り替えるこ

ととしております。

なお、当該金融資産からの配当金については、明らかに投資原価の一部回収である場合を除き金融

収益の一部として当期の純損益として認識しております。

(c）金融資産の認識の中止

金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は金融資産を譲渡

し所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてが移転している場合に金融資産の認識を中止しており

ます。
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(d）減損

償却原価で測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識しております。

当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加している

かどうかを評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、報告日後

12ヵ月の予想信用損失により貸倒引当金の額を算定しております。一方、当初認識時点から信用リスク

が著しく増加している場合には、全期間の予想信用損失により貸倒引当金の額を算定しております。

重大な金融要素を含んでいない営業債権及び契約資産については、過去の貸倒実績率に将来の経済状

況等の予測を加味した引当率を帳簿価額に乗じて予想信用損失を算定しております。

ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権及び契約資産については、上記に関わらず、常に全

期間の予想信用損失により損失評価引当金の額を算定しております。

信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているか否かは、債務不履行が発生するリスクの変化に

基づいて判断しており、債務不履行が発生するリスクに変化があるかどうかの判断にあたっては、期日

経過情報のほか、債務者の経営成績の悪化による財政困難など、当社グループが合理的に利用可能かつ

裏付け可能な情報を考慮しております。

金融資産の全部または一部について回収ができず、又は回収が極めて困難であると判断される場合を

債務不履行とみなしております。債務不履行に該当した場合は、信用減損の客観的な証拠が存在すると

判断し、信用減損金融資産に分類しております。

信用減損金融資産については、過去の貸倒実績や将来の回収可能額等に基づき予想信用損失を個別に

算定しております。

上記の分類に関わらず、法的に債権が消滅する場合等、金融資産の全部又は一部について回収できな

いことが明らかな場合には、当該金融資産の帳簿価額を直接償却しております。

②　金融負債

(a）当初認識及び測定

当社グループは、金融負債を当社グループが当該金融商品の契約の当事者になる取引日に認識してお

ります。

当社グループは、金融負債について、償却原価で測定する金融負債に分類しております。この分類

は、当初認識時に決定しております。

償却原価で測定する金融負債は、公正価値から金融負債の発行に直接起因する取引費用を減算した金

額で測定しております。

(b）事後測定

償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定しておりま

す。

実効金利法による償却及び認識を中止した場合の利得及び損失については、金融費用の一部として当

期の純損益として認識しております。

(c）認識の中止

当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、又

は失効となった時に、金融負債の認識を中止します。

③　金融資産と金融負債の相殺

金融資産及び金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的権利を有し、かつ純額で決済するか又は

資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純額で

表示しております。
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４．未適用の新基準

IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」

　2024年４月に公表されたIFRS第18号は、2027年１月１日以降に開始する事業年度から適用されます。IFRS

第18号は、IAS第１号「財務諸表の表示」と置き換わり、IAS第１号は廃止されます。IFRS第18号において

は、主として純損益計算書の財務業績に関する表示及び開示に関する新たな規定が設けられています。ま

た、IFRS第18号の公表と併せてIAS第７号「キャッシュ・フロー計算書」の改訂等が行われています。これ

らの適用による連結財務諸表への影響については検討中です。

（単位：千円）

関連する主な
報告セグメント

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

福島県 建設関連事業 6,259,503 4,649,446

東日本高速道路㈱ 建設関連事業 1,561,038 1,928,106

国土交通省 建設関連事業 995,477 1,712,137

５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっておりま

す。

当社グループの事業内容は、インフラメンテナンスを中心とした建設事業であり、区分すべき事業セグメ

ントが存在しないため、報告セグメントは単一となっております。

(2）セグメント収益及び業績

当社グループの報告セグメントは建設関連事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、

記載を省略しております。

(3）製品及びサービスに関する情報

製品及びサービスごとの外部顧客に対する売上収益は、「26．売上収益」に記載しております。

(4）地域別に関する情報

売上収益及び非流動資産の地域別内訳は以下のとおりです。

①　外部顧客への売上収益

本邦の外部顧客からの売上収益が当社グループの売上収益の大部分を占めるため、記載を省略してお

ります。

②　非流動資産

本邦に所在している非流動資産の金額が連結財政状態計算書の非流動資産の大部分を占めるため、記

載を省略しております。

(5）主要な顧客に関する情報

　外部顧客への売上収益のうち、連結損益計算書の売上収益の10％以上を占める相手先は以下のとおりで

す。
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被結合当事企業の名称 事業の内容

㈱南会西部建設コーポレーションホールディングス
建設業及び関連資材の販売等を行う

子会社の持株会社

南総建ホールディングス㈱
建設業及び関連資材の販売等を行う

子会社の持株会社

被結合当事企業の名称 取得日

㈱南会西部建設コーポレーションホールディングス 2022年７月１日

南総建ホールディングス㈱ 2023年１月１日

６．企業結合及び非支配持分の獲得

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

(1）企業結合の概要

①　被結合当事企業の名称及びその事業の内容

②　取得日

③　企業結合を行った主な理由

当社グループは、地方における各地域の有力ゼネコンを資本的に結び付け、地域（自治体の工事発注単

位）を超えた事業連携体制を構築し、構成各社の受注力と技術者を共有することで、地域ごとの「受注繁

閑の平準化」や「技術者の最適配分(融通)」を実現し、「地域連合型ゼネコン」のコンセプトの具現化を

進め、企業価値を高めることを目的としております。

㈱南会西部建設コーポレーションホールディングス及び南総建ホールディングス㈱、並びに両社の子会

社の参画により当社グループの会津地域の軸が強化され、上記コンセプトの具現化がより一層加速し、当

社グループの企業価値が向上するものと判断したため、両社を吸収合併致しました。

④　被結合当事企業の支配の獲得方法

当社を存続会社とする吸収合併方式で、㈱南会西部建設コーポレーションホールディングス及び南総建

ホールディングス㈱は解散しました。

(2）実施した会計処理の概要

共通支配下における企業結合とは、企業結合当事企業もしくは事業の全てが、企業結合の前後で同一の企

業により最終的に支配され、かつ、その支配が一時的でない場合の企業結合であります。当社グループは、

全ての共通支配下における企業結合取引について、継続的に帳簿価額に基づき会計処理しております。

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

該当事項はありません。
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（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

現金及び預金 3,680,808 4,296,852 3,588,221

合計 3,680,808 4,296,852 3,588,221

７．現金及び現金同等物

現金及び現金同等物の内訳は、以下のとおりです。なお、連結財政状態計算書の「現金及び現金同等物」の

残高と連結キャッシュ・フロー計算書の「現金及び現金同等物」の残高は一致しております。

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

受取手形 78,924 44,721 127

電子記録債権 － 20,200 130,703

完成工事未収入金 176,577 829,213 383,608

売掛金 166,675 266,627 161,016

契約資産 2,695,156 3,456,615 2,938,818

貸倒引当金 △1,560 △7,840 △24,411

合計 3,115,773 4,609,537 3,589,862

８．営業債権及びその他の債権

営業債権及びその他の債権の内訳は以下のとおりです。

（注）「営業債権及びその他の債権」は、償却原価で測定する金融資産に分類しております。

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

商品及び製品 6,497 6,553 6,027

原材料 74,857 139,140 147,580

未成工事支出金 15,765 10,237 11,200

貯蔵品 733 24,040 589

合計 97,853 179,971 165,397

９．棚卸資産

棚卸資産の内訳は、以下のとおりです。

（注）１．負債の担保に供されている棚卸資産はありません。

２．費用として認識された棚卸資産の金額は、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ

1,995,746千円及び1,431,465千円であり、費用として認識された棚卸資産の評価減の金額はありませ

ん。
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（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

前渡金 47,684 49,079 48,830

前払費用 16,202 24,213 34,990

未収入金 56,424 128,232 47,316

立替金 20,949 19,098 40,530

その他 1,523 2,508 2,759

合計 142,783 223,132 174,427

流動資産 140,730 221,333 167,395

非流動資産 2,053 1,799 7,032

合計 142,783 223,132 174,427

10．その他の資産

その他の流動資産及びその他の非流動資産の内訳は、以下のとおりです。

（単位：千円）

建物及び
構築物

機械及び
装置

車両運搬具 土地 その他 合計

2022年７月１日 1,033,621 666,747 279,236 390,073 75,994 2,445,672

取得 10,473 14,027 69,743 2,307 8,871 105,423

企業結合による取得 568,809 1,237,015 540,980 141,839 123,911 2,612,556

売却又は処分 △0 △368 △9,277 △28,207 △0 △37,853

2023年６月30日 1,612,904 1,917,421 880,682 506,012 208,777 5,125,798

取得 73,562 10,067 25,998 － 8,927 118,555

売却又は処分 △46,377 △89,647 △57,965 △80,713 △4,070 △278,773

2024年６月30日 1,640,089 1,837,841 848,715 425,298 213,634 4,965,580

11．有形固定資産

(1）増減表

有形固定資産の取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額の増減並びに帳簿価額は以下のとおりで

す。

取得原価
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（単位：千円）

建物及び
構築物

機械及び
装置

車両運搬具 土地 その他 合計

2022年７月１日 516,160 419,664 206,897 27,890 59,510 1,230,122

企業結合による取得 416,099 1,165,197 497,627 － 88,039 2,166,963

減価償却費（注）１. 24,818 91,290 50,473 － 11,484 178,067

減損損失（注）２. － － － 37,867 － 37,867

売却又は処分 0 △147 380 － 0 232

2023年６月30日 957,078 1,676,005 755,378 65,757 159,034 3,613,254

減価償却費（注）１. 42,727 99,304 63,382 － 14,181 219,596

減損損失（注）２. 45,791 48,127 247 － 313 94,480

売却又は処分 △41,908 △81,194 △60,452 △65,757 △7,849 △257,162

2024年６月30日 1,003,688 1,742,243 758,556 － 165,679 3,670,169

（単位：千円）

建物及び
構築物

機械及び
装置

車両運搬具 土地 その他 合計

2022年７月１日 517,461 247,082 72,338 362,182 16,484 1,215,549

2023年６月30日 655,826 241,415 125,303 440,255 49,743 1,512,544

2024年６月30日 636,400 95,597 90,159 425,298 47,955 1,295,411

減価償却累計額及び減損損失累計額

（注）１．有形固定資産の減価償却費は、連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に含ま

れております。

２．有形固定資産の減損損失は、連結損益計算書の「その他の費用」に含まれております。なお、前連結

会計年度及び当連結会計年度において、減損損失の戻入は発生しておりません。

３．所有権に対する制限がある有形固定資産及び負債の担保として抵当権が設定された有形固定資産はあ

りません。

４．有形固定資産の取得原価に含めた借入コストはありません。

帳簿価額
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（単位：千円）

のれん
顧客関連

資産

無形資産

ソフトウエア その他 合計

2022年７月１日 412,594 － 32,063 6,977 39,040

取得 － － 1,481 1,264 2,745

企業結合による取得 1,384,155 274,000 15,311 3,160 18,472

2023年６月30日 1,796,750 274,000 48,856 11,402 60,258

取得 － － 8,148 － 8,148

その他 － △274,000 △300 － △300

2024年６月30日 1,796,750 － 56,704 11,402 68,106

（単位：千円）

のれん
顧客関連

資産

無形資産

ソフトウエア その他 合計

2022年７月１日 － － 12,704 4 12,708

企業結合による取得 － － 8,867 － 8,867

償却費 － 219,000 8,207 6 8,214

2023年６月30日 － 219,000 29,778 11 29,790

償却費 － 55,000 8,278 6 8,284

減損損失 － － － 84 84

その他 － △274,000 △300 － △300

2024年６月30日 － － 37,757 102 37,859

12．のれん及び無形資産

(1）増減表

のれん及び無形資産の取得原価、償却累計額及び減損損失累計額の増減並びに帳簿価額は以下のとおりで

す。

取得原価

（注）　当連結会計年度において償却が終了した顧客関連資産及び無形資産は、取得原価と償却累計額を相殺し

ております。

償却累計額及び減損損失累計額

（注）１．当連結会計年度において償却が終了した顧客関連資産及び無形資産は、取得原価と償却累計額を相殺

しております。

２．顧客関連資産及び無形資産の償却費は、連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理

費」に含まれております。
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（単位：千円）

のれん 顧客関連資産
無形資産

ソフトウエア その他 合計

2022年７月１日 412,594 － 19,359 6,972 26,331

2023年６月30日 1,796,750 55,000 19,077 11,390 30,468

2024年６月30日 1,796,750 － 18,947 11,299 30,247

帳簿価額

(2）重要な無形資産

連結財政状態計算書に計上されている無形資産について、前連結会計年度及び当連結会計年度において、

個別に重要なものはありません。

(3）耐用年数が確定できない無形資産

上記の無形資産のうち耐用年数を確定できない無形資産はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

使用権資産の減価償却費

土地 3,594 3,594

建物及び構築物 40,185 38,504

その他 18,101 22,902

合計 61,880 65,001

リース負債に係る金利費用 1,289 1,219

短期及び少額リース費用 14,994 4,219

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

使用権資産

土地 38,752 54,214 50,619

建物及び構築物 57,445 39,097 53,876

その他 14,577 44,619 58,500

合計 110,775 137,931 162,996

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

リースに係るキャッシュ・アウトフローの

合計額
18,661 25,566

使用権資産の増加額 48,082 51,788

13．リース

（借手のリース取引）

当社グループは、借手として、不動産、オフィス機器及び車両等を賃借しています。

リース契約の一部については、更新オプションが付されております。また、リース契約によって課された制

限（追加借入及び追加リースに関する制限）はありません。

①　リースに係る費用

リースに係る費用は以下のとおりです。

②　使用権資産

使用権資産の帳簿価額の内訳は以下のとおりです。

③　リース負債

リース負債の満期分析については、「33．金融商品　(2）財務上のリスク管理　②　流動性リスク」に

記載しております。

④　その他の借手のリースに関する開示

その他の借手のリースに関する開示は、以下のとおりです。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

有形固定資産 37,867 94,480

のれん － －

無形資産 － 84

合計 37,867 94,564

14．非金融資産の減損

(1）資金生成単位

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資金生成単位でグルーピングを

行っており、原則として、経営管理上の事業区分を基準として資金生成単位を識別しております。

(2）減損損失

当社グループは、資金の回収可能価額が帳簿価額を下回った場合に減損損失を認識しております。減損損

失は、連結損益計算書の「その他の費用」に含まれております。

減損損失の内訳は、以下のとおりです。

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

（処分予定の遊休土地に係る減損損失）

取締役会や経営会議等において意思決定を行った処分予定の遊休土地については、当該資産の帳簿価額を

売却予定価額等に基づく公正価値（公正価値のヒエラルキーはレベル３）により算定した回収可能価額まで

減額し、減損損失37,867千円を認識しております。

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

（事業用資産に係る減損損失）

収益性が低く将来キャッシュ・フローが見込めない事業用資産については、回収可能価額をゼロとし、減

損損失94,564千円を認識しております。

(3）のれんの減損テスト

①　㈱南会西部建設コーポレーション

のれんが配分されている資金生成単位あるいは資金生成単位グループについては毎期、さらに減損の兆

候がある場合には都度、減損テストを行っております。資金生成単位に配分されたのれんの回収可能価額

は、使用価値によって算定しております。当社における主要なのれんは㈱南会西部建設コーポレーション

に係るものであり、その帳簿価額は1,384,155千円（前連結会計年度1,384,155千円）であります。

㈱南会西部建設コーポレーションに係るのれんについて、使用価値は、見積将来キャッシュ・フローの

割引現在価値として算定しており、将来キャッシュ・フローは、㈱南会西部建設コーポレーションの取締

役会で承認された３ヵ年の事業計画を基礎とし、４年目以降の期間の将来キャッシュ・フローは、継続成

長率をゼロと仮定して測定された数値を使用しております。

使用価値の見積りにおける重要な仮定は、３ヵ年の事業計画における将来キャッシュ・フローの見積り

及び割引率であります。また、事業計画には、主として新規契約に係る獲得見込み等の経営者の重要な判

断が含まれます。

当該資金生成単位に適用される割引率は、税引前加重平均資本コスト使用しており、税引前の割引率は

12.67％（前連結会計年度11.31％）であります。

なお、減損判定に用いた主要な仮定が合理的に予測可能な範囲で変動した場合においても、帳簿価額が

回収可能価額を上回る可能性は低いと判断しておりますが、これらの仮定は高い不確実性を伴うため、仮

定の見直しが必要となった場合には連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。
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②　その他の資金生成単位グループ

その他の資金生成単位グループについても同様に、使用価値は、見積将来キャッシュ・フローの割引現

在価値として算定しており、将来キャッシュ・フローは、経営者によって承認された事業計画を基礎と

し、経営者によって承認された事業計画を超える期間の将来キャッシュ・フローは、継続成長率をゼロと

仮定して測定された数値を使用しております。

使用価値の見積りにおける重要な仮定は、当該事業計画における将来キャッシュ・フローの見積り及び

割引率であります。また、事業計画には、主として新規契約に係る獲得見込み等の経営者の重要な判断が

含まれます。

当該資金生成単位に適用される割引率は、税引前加重平均資本コスト使用しており、税引前の割引率は

12.67％（前連結会計年度11.31％）であります。

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

持分法で会計処理されている投資の

帳簿価額
121,154 117,294 124,737

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

持分法による投資損益（△は損失） △3,860 8,342

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対

する持分
－ －

当期包括利益に対する持分取込額 △3,860 8,342

15．持分法で会計処理されている投資

(1）関連会社に対する投資

関連会社に関する情報は以下のとおりです。なお、当社グループにとって重要な関連会社はありません。
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（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産
55,315 61,611 45,914

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産
2,730 3,320 4,518

償却原価で測定する金融資産 62,022 44,019 41,851

合計 120,067 108,951 92,283

流動資産 3,500 － －

非流動資産 116,567 108,951 92,283

合計 120,067 108,951 92,283

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

太平洋セメント㈱ 2,025 2,839 4,038

㈱じもとホールディングス 705 481 480

合計 2,730 3,320 4,518

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

期末日現在で保有している投資 85 35

期中に認識を中止した投資 － －

合計 85 35

16．その他の金融資産

(1）その他の金融資産の内訳

その他の金融資産の内訳は、以下のとおりです。

(2）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

長期保有の株式等について、取引先との関係維持、強化による収益基盤の拡大を目的としているため、そ

の他の包括利益を通じて公正価値を測定する資本性金融資産に指定しております。

①　銘柄及び公正価値

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産の主な銘柄及び公正価値は、以下のとお

りです。

②　受取配当金

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に関する受取配当金の内訳は、以下のと

おりです。

③　認識を中止したその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

該当事項はありません。
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（単位：千円）

2022年
７月１日

純損益を通
じて認識

その他の包
括利益にお
いて認識

企業結合
（注）

2023年
６月30日

繰延税金資産

未払事業税 20,257 △34,454 － 26,668 12,471

未払賞与 5,663 13,993 － － 19,656

長期未払金 21,974 － － － 21,974

投資有価証券 14,373 610 － 2,317 17,302

減損損失 44,528 4,878 － － 49,406

有形固定資産及び使用権資産 85,167 11,208 － 16,327 112,703

その他 35,636 △8,546 － 31,410 58,500

合計 227,600 △12,309 － 76,725 292,015

繰延税金負債

顧客関連資産 － △73,923 － 92,488 18,565

減価償却 44,988 △1,079 － － 43,909

使用権資産 36,167 5,851 － － 42,018

その他 143 14,445 199 19,425 34,214

合計 81,299 △54,705 199 111,914 138,707

17．法人所得税

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳及び増減は以下のとおりです。

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

（注）「企業結合」による増加は、㈱南会西部建設コーポレーションホールディングス及び南総建ホールディン

グス㈱を吸収合併したことにより、㈱南会西部建設コーポレーション及び南総建㈱を子会社化したことに

よるものです。当該企業結合取引の内容は、「６．企業結合及び非支配持分の獲得」をご参照下さい。
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（単位：千円）

2023年
７月１日

純損益を通
じて認識

その他の包
括利益にお
いて認識

企業結合
2024年

６月30日

繰延税金資産

未払事業税 12,471 15,869 － － 28,340

未払賞与 19,656 8,283 － － 27,940

長期未払金 21,974 － － － 21,974

投資有価証券 17,302 4,177 － － 21,480

減損損失 49,406 △14,137 － － 35,269

有形固定資産及び使用権資産 112,703 10,555 － － 123,259

その他 58,500 9,041 － － 67,541

合計 292,015 33,790 － － 325,806

繰延税金負債

顧客関連資産 18,565 △18,565 － － －

減価償却 43,909 △2,771 － － 41,137

使用権資産 42,018 15,239 － － 57,258

その他 34,214 △29,614 404 － 5,004

合計 138,707 △35,710 404 － 103,400

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

将来減算一時差異 － 21,166 10,851

税務上の繰越欠損金 74,883 67,347 102,231

合計 74,883 88,514 113,083

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

(2）繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異等

繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金は以下のとおりです。
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（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

１年目 － － －

２年目 － － －

３年目 － － －

４年目 － － －

５年目以降 74,883 67,347 102,231

合計 74,883 67,347 102,231

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

当期税金費用 411,175 475,569

繰延税金費用 △51,922 △69,501

合計 359,252 406,068

（単位：％）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

法定実効税率 33.58 33.58

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.46 0.31

評価性引当金額の増減額 0.34 0.72

負ののれん発生益 △6.59 －

その他 △1.11 1.25

平均実際負担税率 26.68 35.87

繰延税金資産を認識していない税務上の繰越欠損金の失効予定は以下のとおりです。

(3）法人所得税費用

法人所得税費用の内訳は以下のとおりです。

(4）法定実効税率と平均実際負担税率との調整

法定実効税率と平均実際負担税率との差異要因は以下のとおりです。

　当社グループは、主に法人税、住民税及び事業税を課されており、これらを基礎として計算した法定実効

税率は、前連結会計年度及び当連結会計年度においてそれぞれ33.58％であります。
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（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

支払手形 503,131 137,055 47,540

電子記録債務 － 409,767 380,633

買掛金 37,188 49,772 42,229

契約負債 970,001 1,353,670 1,544,980

未払金 1,620,847 2,005,283 1,576,613

未払費用 190,305 244,227 256,701

合計 3,321,475 4,199,776 3,848,698

18．営業債務及びその他の債務

　営業債務及びその他の債務の内訳は以下のとおりです。

（注）営業債務及びその他の債務は、償却原価で測定する金融負債に分類しております。

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － 500,000 0.40 －

１年内返済予定の長期

借入金
182,142 319,302 387,882 1.06 －

長期借入金 728,574 1,163,532 844,230 1.06
2029年

１月

合計 910,716 1,482,834 1,732,112 － －

流動負債 182,142 319,302 887,882 － －

非流動負債 728,574 1,163,532 844,230 － －

合計 910,716 1,482,834 1,732,112 － －

19．借入金

(1）借入金の内訳

借入金の内訳は以下のとおりです。

（注）１．借入金は、償却原価で測定する金融負債に分類しております。債務不履行の借入金はありません。

２．借入金の期日別残高については、「33．金融商品」に記載しております。

３．平均利率については、当連結会計年度末残高に対する加重平均利率を記載しております。

４．返済期限については、当連結会計年度末残高に対する最終返済期限を記載しております。

(2）担保に供している資産

該当事項はありません。
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（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

リース負債 115,749 145,170 171,392

その他 5,500 5,500 5,500

合計 121,249 150,670 176,892

流動負債 38,963 43,816 61,959

非流動負債 82,286 106,853 114,933

合計 121,249 150,670 176,892

20．その他の金融負債

その他の金融負債の内訳は以下のとおりです。

（単位：千円）

2022年
７月１日

キャッシュ・
フロー

非資金取引

2023年
６月30日

増加

企業結合 その他

長期借入金 910,716 △319,302 891,420 － 1,482,834

社債 － △115,000 115,000 － －

リース負債 115,749 △18,661 14,101 33,980 145,170

合計 1,026,465 △452,963 1,020,521 33,980 1,628,004

（単位：千円）

2023年
７月１日

キャッシュ・
フロー

非資金取引

2024年
６月30日

増加

その他

短期借入金 － 500,000 － 500,000

長期借入金 1,482,834 △250,722 － 1,232,112

リース負債 145,170 △25,566 51,788 171,392

合計 1,628,004 223,711 51,788 1,903,504

21．財務活動に係る負債の調整表

財務活動に係る負債の調整表は、以下のとおりです。

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）
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（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

その他の流動負債

預り金 25,575 42,763 40,674

未払消費税等 39,595 57,720 117,578

未払賞与 16,754 58,344 67,418

その他 5,092 543 2,963

合計 87,017 159,372 228,635

その他の非流動負債

長期未払金 67,489 67,479 69,637

退職給付に係る負債 － 27,690 26,795

合計 67,489 95,169 96,433

22．その他の負債

その他の負債の内訳は以下のとおりです。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

期首残高 － 27,690

繰入額 － －

企業結合による増加 36,533 －

給付支払額 △8,843 △894

期末残高 27,690 26,795

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

賃金及び給与手当 449,222 553,488

法定福利費 60,747 75,680

その他 43,276 57,395

合計 553,246 686,564

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

未払有給休暇 40,939 46,116 61,926

合計 40,939 46,116 61,926

23．従業員給付

(1）確定給付制度

一部の連結子会社は、従業員の退職後給付の制度として確定給付制度を採用しております。

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付に係る負債とする方法を用いた計算結果が、IAS第19号

の原則的な方法に従って計算した場合と近似しているため、期末自己都合要支給額をもって計上しておりま

す。

期末自己都合要支給額の増減は、以下のとおりです。

(2）従業員給付費用

従業員給付費用の内訳は、以下のとおりです。

（注）上記金額は連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に含まれております。

(3）その他の従業員給付

短期従業員給付として連結財政状態計算書で認識した金額は、以下のとおりです。

（注）上記金額は連結財政状態計算書の「営業債務及びその他の債務」に含まれております。
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（単位：株）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

授権株式数

普通株式 100,000 100,000

発行済株式総数

期首残高 69,376 98,648

期中増減（注）２. 29,272 －

期末残高 98,648 98,648

24．資本及びその他の資本項目

(1）授権株式数及び発行済株式総数

　授権株式数及び発行済株式総数の増減は以下のとおりです。

（注）１．当社の発行する株式は、すべて権利内容に何ら限定のない無額面の普通株式であり、発行済株式は全

額払込済みとなっております。

２．前連結会計年度の発行済株式総数の増減は、㈱南会西部建設コーポレーションホールディングスとの

吸収合併による増加19,504株及び南総建ホールディングス㈱との吸収合併による増加9,768株であり

ます。

(2）資本剰余金

日本における会社法では、株式の発行に対しての払込み又は給付に係る額の２分の１以上を資本金に組み

入れ、残りは資本剰余金に含まれている資本準備金に組み入れることが規定されております。また、会社法

では、資本準備金の額は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができます。

(3）利益剰余金

会社法では、剰余金の配当として支出する金額の10分の１を、資本準備金及び利益準備金の合計額が資本

金の４分の１に達するまで資本準備金又は利益準備金として積み立てることが規定されております。積み立

てられた利益準備金は、欠損填補に充当できます。また、株主総会の決議をもって、利益準備金を取り崩す

ことができます。

(4）その他の資本の構成要素

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額であります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2024年２月21日

臨時株主総会
普通株式 3,000,082 30,412 2023年12月31日 2024年２月22日

25．配当金

配当金の支払額は以下のとおりです。

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

配当の効力発生日が翌連結会計年度となるものは以下のとおりです。

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

該当事項はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

製品及びサービス別

インフラ整備 6,149,452 7,772,623

災害対応 7,235,716 3,837,181

環境保護 855,855 1,217,418

民間工事 792,982 1,040,510

兼業事業 787,326 1,409,007

その他 308,631 334,660

合計 16,129,963 15,611,403

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

顧客との契約から生じた債権 422,176 1,160,762 675,455

契約資産 2,695,156 3,456,615 2,938,818

契約負債 970,001 1,353,670 1,544,980

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

１年以内 3,244,975 7,802,019 8,574,803

１年超 9,402,236 3,253,486 7,423,584

合計 12,647,212 11,055,505 15,998,387

26．売上収益

(1）収益の分解

顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益は、以下のとおりです。

(2）契約残高

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりです。

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における契約負債の期首残高のうち、報告期間中に認識した売上収益

の金額はそれぞれ970,001千円、1,353,670千円です。

(3）残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は以下のとおりです。また、顧

客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

(4）顧客との契約を獲得又は履行するためのコストから認識された資産

当社グループにおいて、顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

従業員給付費用 553,246 686,564

支払手数料 129,434 156,103

広告宣伝費 30,916 25,316

減価償却費及び償却費 352,700 203,181

その他 246,142 388,714

合計 1,312,440 1,459,880

27．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりです。

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

受取地代家賃 19,472 20,040

固定資産売却益 16,695 17,473

負ののれん発生益 264,395 －

受取保険金 38,265 2,415

受取和解金 26,000 －

その他 55,279 28,405

合計 420,108 68,334

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

減損損失 37,867 94,564

その他 163,832 54,852

合計 201,699 149,417

28．その他の収益及び費用

その他の収益の内訳は以下のとおりです。

その他の費用の内訳は以下のとおりです。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

金融収益

受取利息

償却原価で測定する金融資産 1,766 257

受取配当金

純損益を通じて公正価値で測定する金

融資産
39 1,221

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
85 35

合計 1,891 1,513

金融費用

支払利息

償却原価で測定する金融負債 13,067 25,341

合計 13,067 25,341

29．金融収益及び金融費用

金融収益及び金融費用の内訳は以下のとおりです。

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産

当期発生額 590 1,197

税効果調整前 590 1,197

税効果額 △199 △404

税効果調整後 391 793

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
391 793

その他の包括利益合計 391 793

30．その他の包括利益

その他の包括利益の内訳項目ごとの組替調整額及び税効果額は、以下のとおりです。
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前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

親会社の所有者に帰属する当期利益（千

円）
986,933 725,892

発行済普通株式の加重平均普通株式数

（株）
9,338,800 9,864,800

基本的１株当たり当期利益（円） 105.68 73.58

31．１株当たり利益

基本的１株当たり当期利益の算定上の基礎は以下のとおりです。

（注）１．希薄化後１株当たり当期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で

株式分割を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、発行済普

通株式の加重平均普通株式数及び基本的１株当たり当期利益を算定しております。

（単位：千円）

種類
前連結会計年度

（自　2022年７月１日
至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

リース取引による使用権資産の取得 48,082 51,788

32．非資金取引

(1）企業結合

前連結会計年度において、㈱南会西部建設コーポレーションホールディングス及び南総建ホールディング

ス㈱を吸収合併するための対価として、当社株式を交付しました。

詳細については、注記「６．企業結合及び非支配持分の獲得」をご参照ください。

(2）非資金取引

重要な非資金取引の内訳は、以下のとおりです。
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移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

有利子負債（千円） 1,026,465 1,628,004 1,903,504

控除：現金及び現金同等物（千円） 3,680,808 4,296,852 3,588,221

純有利子負債（千円） △2,654,343 △2,668,847 △1,684,716

自己資本額（千円） 4,447,774 7,162,324 4,888,927

自己資本比率（％） 48.4 53.5 43.3

33．金融商品

(1）資本管理

当社グループは、適切な資本比率を維持し株式価値を最大化するため、適切な配当金の決定、他人資本又

は自己資本による資金調達を実施します。

当社グループが資本管理において用いる指標は、以下のとおりです。なお、当社グループが適用を受ける

重要な資本規制（会社法等の一般的な規定を除く）はありません。

（注）有利子負債：借入金及びリース負債

自己資本額：親会社の所有者に帰属する持分合計

自己資本比率：自己資本額／負債及び資本合計

(2）財務上のリスク管理

当社グループは、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク(信用リスク、流動性リスク

及び市場リスク)に晒されております。そのため、社内管理規程等に基づき、定期的に財務上のリスクのモ

ニタリングを行い、リスクを回避又は低減するための対応を必要に応じて実施しております。

当社グループは、投機目的でのデリバティブ取引は行っておりません。

①　信用リスク

営業債権、契約資産及びその他の債権は、顧客の信用リスクにさらされております。

(a）信用リスク管理

当社グループは、販売管理規程及び与信管理規程に沿って、営業債権について管理部門と営業取引部

門とが取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。なお、当社グループは、単独の相

手先又はその相手先が所属するグループについて、過度に集中した信用リスクを有しておりません。

連結会計年度の末日現在の信用リスクに対する最大エクスポージャーは、金融資産の減損後の帳簿価

額となります。

債務保証については、注記「37．偶発債務」に表示されている債務保証の残高が、当社グループの信

用リスクに係る最大エクスポージャーになります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

集合的評価
信用減損

金融資産
集合的評価

信用減損

金融資産

期首残高 1,560 － 7,840 －

期中増減（純額） 6,280 － 5,430 －

貸倒実績に基づく引当率の

変動に伴う増減
－ － 11,140 －

信用減損 － － － 41,500

期末残高 7,840 － 24,411 41,500

（単位：千円）

債権の残高（総額）
貸倒実績等に基づく引

当率
全期間の予想信用損失

非延滞債権 3,117,333 0.05％ 1,560

延滞債権 － － －

合計 3,117,333 － 1,560

（単位：千円）

債権の残高（総額）
貸倒実績等に基づく引

当率
全期間の予想信用損失

非延滞債権 4,617,378 0.17％ 7,840

延滞債権 2,080 － －

合計 4,619,458 － 7,840

（単位：千円）

債権の残高（総額）
貸倒実績等に基づく引

当率
全期間の予想信用損失

非延滞債権 3,614,273 0.68％ 24,411

延滞債権 43,448 95.52％ 41,500

合計 3,657,722 － 65,911

(b）貸倒引当金の増減

当社グループは、予想信用損失に対してIFRS９号「金融商品」に規定される単純化したアプローチを

採用しており、すべての営業債権及びその他の債権について、全期間の予想信用損失に等しい金額で貸

倒引当金を測定しております。

営業債権及びその他の債権に係る貸倒引当金の増減は以下のとおりです。

(c）信用リスク・エクスポージャー

営業債権及びその他の債権

移行日（2022年７月１日）

前連結会計年度（2023年６月30日）

当連結会計年度（2024年６月30日）
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（単位：千円）

帳簿価額

契約上の
キャッ
シュ・
フロー

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

営業債務及び

その他の債務
3,321,475 3,321,475 3,321,475 － － － － －

長期借入金 910,716 933,858 189,655 189,240 187,260 184,995 182,706 －

リース負債 115,749 129,324 39,260 22,454 9,508 5,025 4,375 48,700

その他 5,500 5,500 － － － － － 5,500

合計 4,353,441 4,390,158 3,550,391 211,695 196,768 190,021 187,081 54,200

（単位：千円）

帳簿価額

契約上の
キャッ
シュ・
フロー

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

営業債務及び

その他の債務
4,199,776 4,199,776 4,199,776 － － － － －

長期借入金 1,482,834 1,515,500 329,314 331,311 325,507 322,187 138,455 68,724

リース負債 145,170 161,047 45,010 23,772 12,414 10,848 7,786 61,215

その他 5,500 5,500 － － － － － 5,500

合計 5,833,280 5,881,825 4,574,101 355,083 337,922 333,036 146,241 135,439

②　流動性リスク

(a）資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、支払債務の履行が困難になる流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに関

し、当社グループは運転資金の効率的な管理による資本効率の最適化、当社による資金の集中管理等に

より資金管理の維持に努めております。また、当社グループは各部署からの報告に基づき当社管理部が

適時に資金繰計画を作成、更新するとともに、金融機関より随時利用可能な信用枠を確保し、流動性リ

スクを管理しております。

(b）流動性リスクに関する定量的情報

金融負債の期日別残高は、以下のとおりです。

移行日（2022年７月１日）

前連結会計年度（2023年６月30日）
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（単位：千円）

帳簿価額

契約上の
キャッ
シュ・
フロー

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

営業債務及び

その他の債務
3,848,698 3,848,698 3,848,698 － － － － －

短期借入金 500,000 500,000 500,000 － － － － －

長期借入金 1,232,112 1,254,766 399,891 325,507 322,187 138,455 68,724 －

リース負債 171,392 180,045 62,971 38,317 17,680 11,489 6,903 42,682

その他 5,500 5,500 － － － － － 5,500

合計 5,757,703 5,789,010 4,811,561 363,825 339,868 149,944 75,628 48,182

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

変動金利の借入金 1,482,834 1,232,112

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

税引前利益への影響額 △13,843 △13,735

当連結会計年度（2024年６月30日）

③　市場リスク

(a）市場リスクの管理

当社グループは、資金需要に対してその内容や財務状況及び金融環境を考慮し、調達の金額・期間・

方法等を判断しております。変動利付の負債から生じる金利リスクを有しており金利が上昇した場合に

は支払利息が増加し、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(b）金利変動リスクのエクスポージャー

金利変動リスクのエクスポージャーは、以下のとおりです。

(c）金利リスク感応度分析

前連結会計年度及び当連結会計年度に当社グループが保有する変動金利の金融商品につき、その他の

すべての変数が一定であることを前提として、各報告期間における金利が1.0%上昇した場合における連

結損益計算書の「税引前利益」への影響額は、以下のとおりです。
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(3）金融商品の公正価値

①　公正価値の測定方法

金融商品の公正価値の測定方法は、以下のとおりです。

(a）現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

満期までの期間が短期であるため、あるいは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

(b）借入金

変動金利による借入れであり、短期間で市場金利が反映されること、また、当社グループの信用状態

は借入実行後大きな変動はないことから、帳簿価額を公正価値とみなしております。

(c）その他の金融資産、その他の金融負債

満期までの期間が短期、あるいは短期間で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

市場性のある有価証券の公正価値は取引所の価格によっております。市場性のない株式は、独立した

第三者間取引による直近の取引価格を用いる方法、修正純資産法（対象会社の保有する資産及び負債の

公正価値を参照することにより、公正価値を算定する方法）により、公正価値を測定しております。

(d）上記以外の償却原価で測定される金融資産、金融負債

一定の期間ごとに区分した債権、債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、期日までの期間及び

信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値により算定しております。

②　公正価値で測定する金融商品のレベル別分類

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公

正価値

レベル３：重要な観察できないインプットを用いて測定した公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプ

ットのうち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。公正価値ヒエラルキーのレベル間

の振替は、各報告期間の期末に発生したものとして認識しております。
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（単位：千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融資産

その他の金融資産

その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金

融資産

2,730 － － 2,730

純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産
－ － 55,315 55,315

合計 2,730 － 55,315 58,045

（単位：千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融資産

その他の金融資産

その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金

融資産

3,320 － － 3,320

純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産
－ － 61,611 61,611

合計 3,320 － 61,611 64,931

（単位：千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融資産

その他の金融資産

その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金

融資産

4,518 － － 4,518

純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産
－ － 45,914 45,914

合計 4,518 － 45,914 50,432

(a）公正価値で測定する金融資産及び金融負債

公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類された、経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負

債の内訳は、以下のとおりです。

移行日（2022年７月１日）

（注）各レベル間の振替はありません。

前連結会計年度（2023年６月30日）

（注）各レベル間の振替はありません。

当連結会計年度（2024年６月30日）

（注）各レベル間の振替はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

期首残高 55,315 61,611

利得又は損失

純損益 △6,418 △14,729

その他の包括利益 － －

購入 110 113

売却 △1,090 △1,080

その他 13,693 －

期末残高 61,611 45,914

純損益に含まれる期末保有の資産及び負債の

未実現損益
△6,418 △14,729

(b）レベル３に分類された金融商品

レベル３に分類される金融商品は、主として非上場株式により構成されております。非上場株式の公

正価値は、当社グループの担当部門が、当社で定めた評価方法および手続きに従い、入手可能な直近の

情報を基に評価を実施しております。その評価結果については、適切な役職者によりレビューおよび承

認を受けております。

レベル３に分類された金融商品の調整表は次のとおりであります。
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（単位：千円）

種類 名称 関連当事者関係の内容 未決済金額

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等

大和建設運輸㈱
業務委託料の支払（注）２. 106,669

骨材・燃料等の販売（注）２. 51,993

美森ファーム㈱ 資金の貸付（注）３. 18,000

農家組織

（注）１．
資金の貸付（注）３. 21,468

（単位：千円）

種類 名称 関連当事者関係の内容 取引金額 未決済金額

役員の近親者
小山　季佳

（注）１.
工事の請負（注）３. 98,000 －

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等

大和建設運輸㈱

業務委託料の支払（注）３. 468,101 210,099

骨材等の販売（注）３. 12,328 1,552

工事経費等の立替 337,291 61,308

燃料等の販売（注）３. 126,369 40,477

美森ファーム㈱ 貸付金の回収 18,000 －

農家組織

（注）２．
貸付金の回収 21,468 －

南会商事㈱ 燃料等の購入（注）３. 29,983 2,495

34．関連当事者

(1）関連当事者との取引

移行日（2022年７月１日）

（注）１．農家組織は、当社代表取締役小山剛の実父を代表として個人５名で構成される任意の団体です。

２．業務委託料、物品等の価格等の取引条件の決定は、市場の実勢価格等に基づいて、一般取引先と同様

に行っております。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

（注）１．小山季佳は、当社代表取締役小山剛の実妹です。

２．農家組織は、当社代表取締役小山剛の実父を代表として個人５名で構成される任意の団体です。

３．工事の請負、業務委託料、物品等の価格等の取引条件の決定は、市場の実勢価格等に基づいて、一般

取引先と同様に行っております。
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（単位：千円）

種類 名称 関連当事者関係の内容 取引金額 未決済金額

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等

大和建設運輸㈱

業務委託料の支払（注） 1,337,114 275,412

骨材等の販売（注） 44,209 792

燃料等の販売（注） 173,803 79,505

南会商事㈱ 燃料等の購入（注） 24,768 －

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

（注）業務委託料、物品等の価格等の取引条件の決定は、市場の実勢価格等に基づいて、一般取引先と同様に行

っております。

(2）主要な経営幹部に対する役員報酬

当社グループの主要な経営幹部に対する報酬額は、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞ

れ146,989千円及び174,054千円であります。なお、報酬は固定報酬のみとなっております。

(3）親会社

当社の親会社はエンデバー・ユナイテッド2号投資事業有限責任組合（以下「EUF-2」という。）であり、

当社グループの最終的な親会社はEUF-2を組成・管理・運営する投資ファンドであるエンデバー・ユナイテ

ッド㈱であります。

35．重要な子会社

当社グループの主要な子会社について「第二部 企業情報　第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記

載のとおりです。なお、重要な非支配持分がある子会社はありません。

36．コミットメント

該当事項はありません。

（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

当連結会計年度
（2024年６月30日）

富岡生コン㈱ 69,642 58,928 68,212

合計 69,642 58,928 68,212

37．偶発債務

保証債務

当社グループは、連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。各年

度における債務保証残高は以下のとおりです。
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① 払込期日 2024年12月20日

② 発行新株式数 1,955株

③ 発行価格 １株につき125,062円

④ 発行価格の額 244,496,210円

⑤ 増加する資本の額 122,248,105円

⑤ 募集又は割当て方法（割当予定先）

第三者割当の方法により、A種種類株式を

それぞれ以下のとおり割り当てる。

小山剛　　　　1,600株

小野貞人　　　　100株

植村賢二　　　　 80株

井上孝　　　　　 30株

黒沼理　　　　　 24株

植村卓馬　　　　 24株

飯塚信　　　　　 20株

大浦和久　　　　 11株

湯田高弘　　　　 10株

三須三男　　　　 10株

阿部猛　　　　　 10株

元木義人　　　　 10株

大瀧浩之　　　　 10株

平澤慎一郎　　　　8株

目黒良樹　　　　　8株

① 取得対象株式の種類 当社普通株式

② 取得する株式の総数
1,654株

（発行済株式総数に対する割合1.68％）

③ 株式の取得価格の総額 244,360,306円

④ 株式１株を取得するのと引き換えに交付する金額 １株につき147,739円

⑤ 取得期間 2024年12月16日から2024年12月23日まで

⑥ 取得先
エンデバー・ユナイテッド2号投資事業有

限責任組合

38．後発事象

（第三者割当による種類株式の発行）

当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、当社グループの役員に対して、当社種類株式を保

有する機会を提供することで、当社グループの長期的な企業価値の向上への貢献意欲や士気を高めること等を

目的として、第三者割当による種類株式の発行を実施しております。

（自己株式の取得）

当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、特定の株主からの自己株式取得を実施しておりま

す。

(1）自己株式の取得を行う理由

当社グループの役員に対する普通株式の上場前の事前譲渡の一環として取得するものであり、第三者割

当による種類株式の発行に係る払込金額の全額が払い込まれることを条件として取得するものでありま

す。

(2）取得に係る事項の内容
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（種類株式の取得及び消却）

当社は、2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に

基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、その対価としてA種種類株式１株につき、普通株式１株を交付し

ております。なお、当社が取得したA種種類株式のすべてについて、同日付で消却しております。また、2025

年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日としてA種種類株式を発行する旨の

定款の定めを廃止しております。

(1）取得及び消却した株式数

A種種類株式　　　　　　　　　　　　: 　　　　　 1,955株

(2）交換により交付した普通株式数　　　 : 　　　　　 1,955株

(3）交付後の発行済普通株式数　　　　　 : 　　　　　98,949株

（剰余金の配当（特別配当））

当社は、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、同日を基準日及び効力発生日として、資本剰余金

を原資とする当社普通株式１株につき23,046円の配当を実施いたしました。この結果、資本剰余金

2,237,069,616円が減少しております。

（株式分割）

当社は、2025年１月15日開催の取締役会決議により、以下のとおり株式分割を行うことについて決議し、

2025年１月31日に実施しております。

(1）株式分割の目的

株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環

境を整え、投資家層の拡大と当社株式の流動性の向上を図ることを目的としております。

(2）株式分割の概要

① 分割の方法

2025年１月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主が所有する普通株

式を、１株につき100株の割合をもって分割しました。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　 : 　　　　　98,949株

今回の分割により増加する株式数　　 : 　　　 9,795,951株

株式分割後の発行済株式総数　　　　 : 　　　 9,894,900株

株式分割後の発行可能株式総数　　　 :　　　 39,000,000株

③ 分割の日程

基準日公告日　　 : 　　2025年１月16日

基準日　　　　　 : 　　2025年１月31日

効力発生日　　　 : 　　2025年１月31日

（単元株制度の採用）

当社は、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日付で１単元を100株とする単元株

制度を採用しております。
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39．初度適用

当社グループは、当連結会計年度からIFRSに準拠した連結財務諸表を開示しております。我が国において一

般に公正妥当と認められる会計基準（以下「日本基準」という。）に準拠して作成された直近の連結財務諸表

は2023年６月30日に終了する連結会計年度に関するものであり、IFRSへの移行日は2022年７月１日です。

(1）IFRS第１号の免除規定

IFRS１号は、IFRSを初めて適用する企業に対して、原則として遡及的にIFRSを適用することを求めており

ます。ただし、一部について例外を認めており、当社グループが採用した免除規定は以下のとおりです。

①　企業結合

IFRS第１号では、移行日前に生じた企業結合についてはIFRS第３号を遡及適用しないことを選択するこ

とができます。当社グループは、移行日前に生じた企業結合については、IFRS第３号を適用しないことを

選択しております。従って、移行日前に生じた企業結合によるのれんの金額については、日本基準に基づ

く帳簿価額により認識しております。なお、当該のれんについては、減損の兆候の有無にかかわらず移行

日時点で減損テストを実施しております。

②　リース

IFRS第１号では、初度適用企業は、IFRS移行日時点で存在する契約にリースが含まれているかどうか

を、同日時点で存在する事実及び状況に基づいて判定することが認められております。また、リース負債

を、残りのリース料を移行日現在の借手の追加借入利率で割り引いた現在価値で測定し、使用権資産を、

リース負債と同額とすることが認められております。さらに、リース期間が移行日から12ヶ月以内に終了

するリース及び原資産が少額であるリースについて費用として認識すること、当初直接コストをIFRS移行

日現在の使用権資産の測定から除外することが認められております。

当社グループは、当該免除規定を適用し、リースの認識・測定を行っております。

③　移行日前に認識した金融商品の指定

IFRS第１号では、IFRS移行日前に認識した金融商品について、移行日時点で存在する事実及び状況に基

づき、資本性金融商品の公正価値の変動をその他の包括利益を通じて測定する金融資産として指定するこ

とが認められております。当社グループは、IFRS移行日時点で存在する事実及び状況に基づいて、資本性

金融資産についてその他の包括利益を通じて測定する金融資産として指定しております。

(2）IFRS第１号の強制的な例外規定

IFRS第１号では、「見積り」、「金融資産及び金融負債の認識の中止」、「ヘッジ会計」、「非支配持

分」及び「金融商品の分類及び測定」等について、IFRSの遡及適用を禁止しております。当社グループは、

これらの項目について移行日より将来に向かって適用しております。
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（単位：千円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部 資産

流動資産 流動資産

現金及び預金 3,680,808 － － 3,680,808
現金及び現金同等

物

受取手形、売掛金 244,039 △244,039 － － A

完成工事未収入金 176,577 △176,577 － － A

契約資産 2,695,156 △2,695,156 － － A

－ 3,115,773 － 3,115,773 A
営業債権及びその

他の債権

棚卸資産 97,853 － － 97,853 棚卸資産

未収還付法人税等 0 － － 0 未収法人所得税

その他 144,230 △140,730 － 3,500 B その他の金融資産

－ 140,730 － 140,730 B その他の流動資産

流動資産合計 7,038,667 － － 7,038,667 流動資産合計

固定資産 非流動資産

有形固定資産 1,090,111 － 125,438 1,215,549 a 有形固定資産

－ － 110,775 110,775 b 使用権資産

のれん 412,594 － － 412,594 c のれん

その他の無形資産 22,482 △22,482 － － C

22,482 3,849 26,331 C 無形資産

投資その他の資産

－ 121,154 － 121,154 D
持分法で会計処理

されている投資

繰延税金資産 173,879 － △27,578 146,300 d 繰延税金資産

投資有価証券 103,751 12,815 － 116,567 D その他の金融資産

その他 136,023 △133,970 － 2,053 D
その他の非流動資

産

固定資産合計 1,938,842 － 212,484 2,151,327 非流動資産合計

資産合計 8,977,510 － 212,484 9,189,994 資産合計

(3）調整表

IFRSの初度適用において開示が求められる調整表は以下のとおりです。

なお、調整表の「表示組替」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼさない項目を、「認識及び測定の

差異」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼす項目を含めて表示しています。

①　資本に対する調整

移行日（2022年７月１日）
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（単位：千円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

負債及び資本

負債の部 負債

流動負債 流動負債

工事未払金 1,610,703 △1,610,703 － － E

支払手形、買掛金 540,320 △540,320 － － E

契約負債 970,001 △970,001 － － E

未払金、未払費用 152,529 △152,529 － － E

－ 3,273,554 47,920 3,321,475 E,e
営業債務及びその

他の債務

リース債務 2,110 － 36,853 38,963 G,b その他の金融負債

１年内返済予定の長

期借入金
182,142 － － 182,142 借入金

未払法人税等 234,272 － － 234,272 未払法人所得税

賞与引当金 16,754 △16,754 － － F

役員賞与引当金 662 △662 － － F

その他 69,600 17,416 － 87,017 F その他の流動負債

流動負債合計 3,779,096 － 84,773 3,863,870 流動負債合計

固定負債 非流動負債

長期借入金 728,574 － － 728,574 借入金

リース債務 4,285 △4,285 － － G

その他 5,500 △5,500 － － H

－ 9,785 72,500 82,286 G,H,b その他の金融負債

長期未払金 66,311 △66,311 － － I

－ 66,311 1,177 67,489 I
その他の非流動負

債

固定負債合計 804,671 － 73,678 878,349 非流動負債合計

負債合計 4,583,767 － 158,452 4,742,220 負債合計
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（単位：千円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

純資産の部 資本

資本金 50,000 － － 50,000 資本金

資本剰余金 3,368,114 － － 3,368,114 資本剰余金

利益剰余金 975,345 － 54,032 1,029,378 f 利益剰余金

その他の包括利益累

計額
281 － － 281

その他の資本の構

成要素

純資産合計 4,393,742 － 54,032 4,447,774 資本合計

負債純資産合計 8,977,510 － 212,484 9,189,994 負債及び資本合計
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（単位：千円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部 資産

流動資産 流動資産

現金及び預金 4,296,852 － － 4,296,852
現金及び現金同等

物

受取手形、売掛金 323,708 △323,708 － － A

完成工事未収入金 829,213 △829,213 － － A

契約資産 3,456,615 △3,456,615 － － A

－ 4,609,537 － 4,609,537 A
営業債権及びその

他の債権

棚卸資産 179,971 － － 179,971 棚卸資産

未収還付法人税等 174,904 － － 174,904 未収法人所得税

その他 221,938 － △605 221,333 B その他の流動資産

流動資産合計 9,483,204 － △605 9,482,599 流動資産合計

固定資産 非流動資産

有形固定資産 1,342,048 － 170,496 1,512,544 a 有形固定資産

－ － 137,931 137,931 b 使用権資産

のれん 1,690,845 － 105,904 1,796,750 c のれん

顧客関連資産 55,000 － － 55,000 顧客関連資産

その他の無形資産 26,886 △26,886 － － C

26,886 3,581 30,468 C 無形資産

投資その他の資産

－ 117,294 － 117,294 D
持分法で会計処理

されている投資

繰延税金資産 191,446 － △38,138 153,308 d 繰延税金資産

投資有価証券 155,442 △46,490 － 108,951 D その他の金融資産

その他 72,602 △70,803 － 1,799 D
その他の非流動資

産

固定資産合計 3,534,272 － 379,775 3,914,047 非流動資産合計

資産合計 13,017,477 － 379,170 13,396,647 資産合計

前連結会計年度（2023年６月30日）
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（単位：千円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

負債及び資本

負債の部 負債

流動負債 流動負債

工事未払金 1,914,448 △1,914,448 － － E

支払手形、買掛金 596,595 △596,595 － － E

契約負債 1,353,670 △1,353,670 － － E

未払金、未払費用 278,901 △278,901 － － E

－ 4,143,616 56,159 4,199,776 E,e
営業債務及びその

他の債務

リース債務 3,088 － 40,728 43,816 G,b その他の金融負債

１年内返済予定の

長期借入金
319,302 － － 319,302 借入金

未払法人税等 146,498 － － 146,498 未払法人所得税

賞与引当金 58,344 △58,344 － － F

役員賞与引当金 412 △412 － － F

その他 100,615 58,756 － 159,372 F その他の流動負債

流動負債合計 4,771,878 － 96,887 4,868,766 流動負債合計

固定負債 非流動負債

長期借入金 1,163,532 － － 1,163,532 借入金

リース債務 14,743 △14,743 － － G

その他 5,500 △5,500 － － H

－ 20,243 86,610 106,853 G,H,b その他の金融負債

長期未払金 66,294 △66,294 － － I

退職給付に係る負

債
27,690 △27,690 － － I

－ 93,984 1,185 95,169 I
その他の非流動負

債

固定負債合計 1,277,760 － 87,795 1,365,555 非流動負債合計

負債合計 6,049,639 － 184,683 6,234,322 負債合計
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（単位：千円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

純資産の部 資本

資本金 50,000 － － 50,000 資本金

資本剰余金 5,095,340 － － 5,095,340 資本剰余金

利益剰余金 1,821,824 － 194,486 2,016,311 f 利益剰余金

その他の包括利益 672 － － 672
その他の資本の構

成要素

純資産合計 6,967,838 － 194,486 7,162,324 資本合計

負債純資産合計 13,017,477 － 379,170 13,396,647 負債及び資本合計
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（単位：千円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 16,129,963 － － 16,129,963 売上収益

売上原価 13,687,937 － △13,226 13,674,710 a,e 売上原価

売上総利益 2,442,026 － 13,226 2,455,252 売上総利益

販売費及び一般管理

費
1,390,669 3,935 △82,163 1,312,440 a,c,e

販売費及び一般管理

費

－ 388,519 31,589 420,108 J,a その他の収益

－ 201,551 147 201,699 J,a その他の費用

営業利益 1,051,357 183,032 126,832 1,361,222 営業利益

営業外収益 140,908 △140,908 － － J

営業外費用 109,359 △109,359 － － J

特別利益 249,502 △249,502 － － J

特別損失 107,874 △107,874 － － J

－ 1,891 － 1,891 J 金融収益

－ 11,822 1,245 13,067 J,b 金融費用

－ 3,860 － 3,860 J
持分法による投資損

失

税金等調整前当期純

利益
1,224,533 △3,935 125,587 1,346,186 税引前利益

法人税等合計 378,054 △3,935 △14,867 359,252 d 法人所得税費用

当期純利益 846,478 － 140,454 986,933 当期利益

（内訳） 当期利益の帰属

親会社株主に帰属す

る当期純利益
846,478 － 140,454 986,933 親会社の所有者

非支配株主に帰属す

る当期純利益
－ － － － 非支配持分

②　包括利益に対する調整

前連結会計年度（2023年６月30日）
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（単位：千円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

当期純利益 846,478 － 140,454 986,933 当期利益

その他の包括利益 その他の包括利益

その他有価証券評

価差額金
391 － － 391

その他の包括利益

を通じて公正価値

で測定する金融資

産

その他の包括利益合

計
391 － － 391

税引後その他の包括

利益

包括利益 846,870 － 140,454 987,324 当期包括利益

(内訳) 当期包括利益の帰属

親会社株主に係る包

括利益
846,870 － 140,454 987,324 親会社の所有者

少数株主に係る包括

利益
－ － － － 非支配持分

③　資本及び包括利益に対する調整に関する注記

ア　表示組替

A 日本基準では区分掲記していた「受取手形」、「売掛金」、「完成工事未収入金」及び「契約資

産」について、IFRSでは「営業債権及びその他の債権」に振替えて表示しております。

B 日本基準における流動資産の「その他」について、IFRSでは「その他の金融資産」及び「その他の

流動資産」に振替えて表示しております。

C 日本基準における固定資産の「その他の無形資産」について、IFRSでは「無形資産」に振替えて表

示しております。

D 日本基準では「投資有価証券」及び投資その他の資産における「その他」に含めていた「持分法で

会計処理されている投資」について、IFRSでは、区分掲記しております。また、日本基準での「投

資有価証券」及び投資その他の資産における「その他」について、IFRSでは「その他の金融資産」

及び「その他の非流動資産」に振替えて表示しております。

E 日本基準では区分掲記していた「工事未払金」、「支払手形」、「買掛金」、「未払金」、「未払

費用」及び「契約負債」について、IFRSでは「営業債務及びその他の債務」に振替えて表示してお

ります。

F 日本基準では区分掲記していた「賞与引当金」及び「役員賞与引当金」について、IFRSでは「その

他の流動負債」に振替えて表示しております。

G 日本基準では区分掲記していた「リース債務」について、IFRSでは「その他の金融負債」に振替え

て表示しております。

H 日本基準における固定負債の「その他」について、IFRSでは「その他の金融負債」に振替えて表示

しております。

I 日本基準では区分掲記していた「長期未払金」及び「退職給付に係る負債」について、IFRSでは

「その他の非流動負債」に振替えて表示しております。

J 日本基準では「営業外収益」、「営業外費用」、「特別利益」及び「特別損失」に表示していた項

目を、IFRSでは財務関係損益については「金融収益」及び「金融費用」として計上し、それ以外の

項目については「その他の収益」、「その他の費用」及び「持分法による投資損益」に表示してお

ります。
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（単位：千円）

移行日
（2022年７月１日）

前連結会計年度
（2023年６月30日）

固定資産の調整 88,073 96,286

使用権資産の調整 △2,877 1,866

のれんの償却の調整 － 124,531

未払有給休暇の調整 △27,084 △24,215

その他 △4,079 △3,982

合計 54,032 194,486

イ　認識及び測定の差異

a 日本基準では有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法について、主として定率法を採用し

ておりましたが、IFRSでは定額法を採用しております。

b 日本基準において費用処理しているオペレーティング・リースについて、IFRSでは「使用権資産」

及び「リース負債」を両建て計上しております。

c 日本基準ではのれんについて償却しますが、IFRSでは非償却であるため、移行日以降償却せずに毎

期減損テストを行います。

d IFRS調整等に伴い、一時差異が発生（解消）したこと等により、繰延税金資産（繰延税金負債）の

増減が発生しております。

e 日本基準では債務として認識していなかった未消化の有給休暇について、IFRSでは債務として計上

しております。

f 利益剰余金に対する調整

④　キャッシュ・フローに対する重要な調整

前連結会計年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

日本基準に基づく連結キャッシュ・フロー計算書と、IFRSに基づく連結キャッシュ・フロー計算書との間

に、重要な差異はありません。

40．連結財務諸表の承認

2025年８月13日に本連結財務諸表は、取締役会によって承認されております。
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

㈱UNICONホールディングス（以下、当社）は日本に所在する株式会社であります。登記上の本社の住所は宮

城県仙台市であります。

当社の要約中間連結財務諸表は、2024年12月31日を期末日とし、当社及び連結子会社（以下、当社グルー

プ）により構成されております。

当社グループの事業内容は、建設関連事業及びその他事業であります。

本要約中間連結財務諸表は、2025年８月13日に取締役会により承認されております。

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表規則」第１条の２に掲げる「指定国際会計基準

特定会社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

(2）測定の基礎

要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成しておりま

す。

(3）機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円（千円単位、単位未満切り捨て）

で表示しております。

(4）重要な会計上の見積り及び判断の利用

当社グループは、要約中間連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費

用の報告額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、

過去の経験及び利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案し

た経営者の最善の判断に基づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく

数値は実際の結果と異なる可能性があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しておりま

す。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見積りを見直した期間及び将来の期間において認識してお

ります。

経営者が行った要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、前連結会計年度に

係る連結財務諸表と同様であります。
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３．重要性がある会計方針

要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同一であります。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

４．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっておりま

す。

当社グループの事業内容は、インフラメンテナンスを中心とした建設事業であり、区分すべき事業セグメ

ントが存在しないため、報告セグメントは単一となっております。

(2）セグメント収益及び業績

当社グループの報告セグメントは建設関連事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、

記載を省略しております。

(3）製品及びサービスに関する情報

製品及びサービスごとの外部顧客に対する売上収益は、「７．売上収益」に記載しております。
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（単位：株）

前中間連結会計期間
（自　2023年７月１日

至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

授権株式数

普通株式（注）１． 100,000 100,000

A種種類株式（注）２． － 1,955

授権株式数計 100,000 101,955

発行済株式総数

普通株式

期首残高 98,648 98,648

期中増加 － －

期中減少 － －

中間期末残高 98,648 98,648

A種種類株式

期首残高 － －

期中増加（注）３． － 1,955

期中減少 － －

中間期末残高 － 1,955

５．資本及びその他の資本項目

(1）授権株式数及び発行済株式数

授権株式数及び発行済株式数の増減は、以下のとおりです。

（注）１．当社が発行する普通株式は、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、A種種類株式を発行する旨の定款の一部変更を行

っており、発行可能株式総数を101,955株（普通株式100,000株、A種種類株式1,955株）としており

ます。これにより授権株式数は1,955株増加しております。

３．当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、当社グループの役員に対して、当社種類

株式を保有する機会を提供することで、当社グループの長期的な企業価値の向上への貢献意欲や士

気を高めること等を目的として、第三者割当による種類株式の発行を実施し、2024年12月20日に払

込を受けました。この結果、当中間連結会計期間において資本金122,248千円、資本剰余金122,248

千円増加しております。

４．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に

基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、引き換えにこれらの種類株式の株主に対して普通株

式の交付を行い、同日付で当社が取得したA種種類株式の全てを消却しております。また、2025年

１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日として、種類株式を発行す

る旨の定款の定めを廃止しております。

５．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合

で株式分割を行うとともに、１単元を100株とする単元株制度を採用しております。上記株式数に

ついては、当該株式分割前の株式数を記載しております。

６．2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行

っており、当該分割の効力発生日である2025年１月31日に発行可能株式総数は38,898,045株増加

し、39,000,000株となっております。
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（単位：株）

前中間連結会計期間
（自　2023年７月１日

至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

普通株式

期首残高 － －

期中増加（注）１． － 1,654

期中減少 － －

中間期末残高 － 1,654

A種種類株式

期首残高 － －

期中増加 － －

期中減少 － －

中間期末残高 － －

① 取得対象株式の種類 当社普通株式

② 取得する株式の総数 1,654株（発行済株式総数に対する割合1.68％）

③ 株式の取得価格の総額 244,360,306円

④ 取得期間 2024年12月16日から2024年12月23日まで

⑤ 取得先 エンデバー・ユナイテッド2号投資事業有限責任組合

(2）自己株式

自己株式の増減は、以下のとおりです。

（注）１．当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、当社グループの役員に対する普通株式の

上場前の事前譲渡の一環として、第三者割当による種類株式の発行に係る払込金額の全額が払い込

まれることを条件として特定の株主からの自己株式取得を実施しております。

２．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に

基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、その対価としてA種種類株式１株につき、普通株式１

株を交付しております。なお、当社が取得したA種種類株式のすべてについて、同日付で消却して

おります。また、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日と

してA種種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。
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（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年２月21日
臨時株主総会

普通株式 3,000,082 30,412 2023年12月31日 2024年２月22日

６．配当金

(1）配当金支払額

前中間連結会計期間（自　2023年７月１日　至　2023年12月31日）

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

前中間連結会計期間（自　2023年７月１日　至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

該当事項はありません。

（単位：千円）

前中間連結会計期間
（自　2023年７月１日

至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

製品及びサービス別

インフラ整備 4,502,340 6,125,042

災害対応 1,881,900 612,235

環境保護 943,326 667,759

民間工事 410,794 306,174

兼業事業 936,245 596,798

その他 232,556 173,525

合計 8,907,163 8,481,535

７．売上収益

顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益は、以下のとおりです。
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前中間連結会計期間
（自　2023年７月１日

至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（千円） 461,976 609,702

中間利益調整額（千円） － －

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用す

る中間利益（千円）
－ 609,702

加重平均普通株式数（株） 9,864,800 9,841,200

普通株式増加数

A種種類株式の転換 － 27,900

希薄化後の加重平均普通株式数（株） － 9,869,100

基本的１株当たり中間利益（円） 46.83 61.95

希薄化後１株当たり中間利益（円） － 61.78

８．１株当たり利益

基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（注）１．前中間連結会計期間の希薄化後１株当たり中間利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

２．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で

株式分割を行っております。上記は当該株式分割後の株数を基準にしております。株式分割の詳細に

ついては、注記13．後発事象をご参照ください。

９．金融商品の公正価値

(1）金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

金融資産および金融負債の帳簿価額は公正価値と一致または近似しているため、公正価値の開示を省略し

ております。

(2）公正価値の測定方法

当要約中間連結財務諸表において使用する主な金融資産・負債の公正価値の算定方法は、前連結会計年度

に係る連結財務諸表において使用した算定方法と同一であります。

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 138 -



（単位：千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

その他の金融資産

その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金

融資産

4,518 － － 4,518

純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産
－ － 45,914 45,914

合計 4,518 － 45,914 50,432

（単位：千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

その他の金融資産

その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金

融資産

3,960 － － 3,960

純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産
－ － 44,975 44,975

合計 3,960 － 44,975 48,935

(3）公正価値で測定する金融商品のレベル別分類

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正

価値

レベル３：重要な観察できないインプットを用いて測定した公正価値

①　公正価値で測定する金融資産及び金融負債

公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類された、経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債

の内訳は、以下のとおりです。

前連結会計年度（2024年６月30日）

（注）各レベル間の振替はありません。

当中間連結会計期間（2024年12月31日）

（注）各レベル間の振替はありません。
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
（自　2023年７月１日

至　2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

期首残高 61,611 45,914

利得又は損失

純損益 － －

その他の包括利益 － －

購入 113 141

売却 △1,080 △1,080

中間期末残高 60,644 44,975

純損益に含まれる期末保有の資産及び負債の

未実現損益
－ －

②　レベル３に分類された金融商品

レベル３に分類される金融商品は、主として非上場株式により構成されております。非上場株式の公正

価値は、当社グループの担当部門が、当社で定めた評価方法および手続きに従い、入手可能な直近の情報

を基に評価を実施しております。その評価結果については、適切な役職者によりレビューおよび承認を受

けております。

レベル３に分類された金融商品の調整表は次のとおりであります。
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10．コミットメント

該当事項はありません。

（単位：千円）

種類 名称 取引の内容 取引金額 未決済金額

主要株主

エンデバー・ユナイ

テッド2号投資事業

有限責任組合

自己株式の取得 244,360 －

11．関連当事者

前中間連結会計期間（自　2023年７月１日　至　2023年12月31日）

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

（注）株式の算定金額に関しては、外部評価会社の算定価格を自己株式取得の際の株価としております。

（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（2024年12月31日）

富岡生コン㈱ 68,212 62,855

合計 68,212 62,855

12．偶発債務

保証債務

当社グループは、連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。各年

度における債務保証残高は以下のとおりであります。

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 141 -



13．後発事象

（種類株式の取得及び消却）

当社は、2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項

に基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、その対価としてA種種類株式１株につき、普通株式１株を交

付しております。なお、当社が取得したA種種類株式のすべてについて、同日付で消却しております。ま

た、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日としてA種種類株式を発

行する旨の定款の定めを廃止しております。

(1）取得及び消却した株式数

A種種類株式　　　　　　　　　　　　: 　　　　　 1,955株

(2）交換により交付した普通株式数　　　 : 　　　　　 1,955株

(3）交付後の発行済普通株式数　　　　　 : 　　　　　98,949株

（剰余金の配当（特別配当））

当社は、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、同日を基準日及び効力発生日として、資本剰余

金を原資とする当社普通株式１株につき23,046円の配当を実施いたしました。この結果、資本剰余金

2,237,069,616円が減少しております。

（株式分割）

当社は、2025年１月15日開催の取締役会決議により、以下のとおり株式分割を行うことについて決議し、

2025年１月31日に実施しております。

(1）株式分割の目的

株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい

環境を整え、投資家層の拡大と当社株式の流動性の向上を図ることを目的としております。

(2）株式分割の概要

① 分割の方法

2025年１月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主が所有する普通

株式を、１株につき100株の割合をもって分割しました。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　 : 　　　　　98,949株

今回の分割により増加する株式数　　 : 　　　 9,795,951株

株式分割後の発行済株式総数　　　　 : 　　　 9,894,900株

株式分割後の発行可能株式総数　　　 :　　　 39,000,000株

③ 分割の日程

基準日公告日　　 : 　　2025年１月16日

基準日　　　　　 : 　　2025年１月31日

効力発生日　　　 : 　　2025年１月31日

（単元株制度の採用）

当社は、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日付で１単元を100株とする単元

株制度を採用しております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（2025年３月31日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 3,588,221 1,524,372

営業債権及びその他の債権 3,589,862 6,951,163

棚卸資産 165,397 193,959

未収法人所得税 53,699 －

その他の流動資産 167,395 886,666

流動資産合計 7,564,577 9,556,162

非流動資産

有形固定資産 1,295,411 1,261,957

使用権資産 162,996 179,322

のれん 1,796,750 1,796,750

無形資産 30,247 32,675

持分法で会計処理されている投資 124,737 125,012

その他の金融資産 92,283 91,472

繰延税金資産 222,405 231,144

その他の非流動資産 7,032 4,914

非流動資産合計 3,731,864 3,723,250

資産合計 11,296,441 13,279,412

（２）【その他】

１．最近の経営成績及び財政状態の概況

　2025年８月13日開催の取締役会において承認された第７期第３四半期連結会計期間（2025年１月１日から2025

年３月31日まで）及び第７期第３四半期連結累計期間（2024年７月１日から2025年３月31日まで）に係る要約四

半期連結財務諸表は次のとおりです。

（１）要約四半期連結財政状態計算書
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（2025年３月31日）

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 3,848,698 3,502,441

借入金 887,882 4,816,882

その他の金融負債 61,959 75,011

未払法人所得税 324,741 239,778

その他の流動負債 228,635 221,841

流動負債合計 5,351,916 8,855,954

非流動負債

借入金 844,230 615,999

その他の金融負債 114,933 116,168

その他の非流動負債 96,433 93,212

非流動負債合計 1,055,596 825,379

負債合計 6,407,513 9,681,334

資本

資本金 50,000 172,248

資本剰余金 5,095,340 2,736,158

利益剰余金 △257,878 688,330

その他の資本の構成要素 1,465 1,341

親会社の所有者に帰属する持分合計 4,888,927 3,598,078

資本合計 4,888,927 3,598,078

負債及び資本合計 11,296,441 13,279,412
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2023年７月１日

至　2024年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年７月１日

至　2025年３月31日）

売上収益 12,180,819 12,470,240

売上原価 10,106,544 9,995,055

売上総利益 2,074,274 2,475,185

販売費及び一般管理費 1,043,457 1,066,075

その他の収益 57,033 38,360

その他の費用 18,483 18,111

営業利益 1,069,366 1,429,358

金融収益 1,263 2,522

金融費用 20,289 21,693

持分法による投資利益 6,530 2,575

税引前四半期利益 1,056,871 1,412,763

法人所得税費用 391,291 466,554

四半期利益 665,579 946,209

四半期利益の帰属

親会社の所有者 665,579 946,209

非支配持分 － －

四半期利益 665,579 946,209

１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益（円） 67.47 95.99

希薄化後１株当たり四半期利益（円） － 95.80

（２）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

要約四半期連結損益計算書

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2023年７月１日

至　2024年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年７月１日

至　2025年３月31日）

四半期利益 665,579 946,209

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
634 △124

純損益に振り替えられることのない項目

合計
634 △124

税引後その他の包括利益 634 △124

四半期包括利益 666,214 946,084

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者 666,214 946,084

非支配持分 － －

四半期包括利益 666,214 946,084

要約四半期連結包括利益計算書

（第３四半期連結累計期間）
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前第３四半期連結累計期間
（自　2023年７月１日

至　2024年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年７月１日

至　2025年３月31日）

減価償却費及び償却費 229,509 215,335

要約四半期連結財務諸表注記

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（要約四半期連結財務諸表注記）

１．報告企業

㈱UNICONホールディングス（以下、当社）は日本に所在する株式会社であります。登記上の本社の住所

は宮城県仙台市であります。

当社の要約四半期連結財務諸表は、2025年３月31日を期末日とし、当社及び連結子会社（以下、当社グ

ループ）並びに当社の関連会社に対する持分により構成されております。

当社グループの事業内容は、建設関連事業及びその他事業であります。

２．重要性がある会計方針

要約四半期連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸

表において適用した会計方針と同一であります。

なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

（親会社の所有者に帰属する持分の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、当社グループの役員に対して、当社種類株式を保

有する機会を提供することで、当社グループの長期的な企業価値の向上への貢献意欲や士気を高めること等を

目的として、第三者割当による種類株式の発行を実施し、2024年12月20日に払込を受けました。この結果、資

本金122,248千円、資本剰余金122,248千円増加しております。

　当社は、2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に

基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、その対価としてA種種類株式１株につき、普通株式１株を交付し

ております。なお、当社が取得したA種種類株式のすべてについて、同日付で消却しております。この結果、

資本剰余金244,360千円減少しております。

　当社は、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、同日を基準日及び効力発生日として、資本剰余金

を原資とする当社普通株式１株につき23,046円の配当を実施いたしました。この結果、資本剰余金2,237,069

千円減少しております。

（要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費及び償却費は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

（セグメント情報）

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

当社グループの事業内容は、インフラメンテナンスを中心とした建設事業であり、区分すべき事業セグメン

トが存在しないため、報告セグメントは単一となっております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年６月30日）

当連結会計年度
（2025年６月30日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 3,588,221 2,426,460

営業債権及びその他の債権 3,589,862 5,372,353

棚卸資産 165,397 216,050

未収法人所得税 53,699 164

その他の流動資産 167,395 786,715

流動資産合計 7,564,577 8,801,743

非流動資産

有形固定資産 1,295,411 1,258,081

使用権資産 162,996 132,533

のれん 1,796,750 1,796,750

無形資産 30,247 27,376

持分法で会計処理されている投資 124,737 115,637

その他の金融資産 92,283 92,101

繰延税金資産 222,405 230,030

その他の非流動資産 7,032 8,690

非流動資産合計 3,731,864 3,661,202

資産合計 11,296,441 12,462,946

２．最近の経営成績及び財政状態の概況

　2025年８月13日開催の取締役会において承認された第７期連結会計年度（2024年７月１日から2025年６月30日

まで）の連結財務諸表及び比較情報としての第６期連結会計年度（2023年７月１日から2024年６月30日まで）の

連結財務諸表は次のとおりであります。

　なお、この連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号）第312条の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作成しておりますが、金融商

品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査は未了であり、監査報告書は受領しておりません。

（１）連結財政状態計算書
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年６月30日）

当連結会計年度
（2025年６月30日）

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 3,848,698 3,656,030

借入金 887,882 3,747,882

その他の金融負債 61,959 71,000

未払法人所得税 324,741 333,462

その他の流動負債 228,635 261,939

流動負債合計 5,351,916 8,070,314

非流動負債

借入金 844,230 456,348

その他の金融負債 114,933 71,643

その他の非流動負債 96,433 95,745

非流動負債合計 1,055,596 623,737

負債合計 6,407,513 8,694,051

資本

資本金 50,000 172,248

資本剰余金 5,095,340 2,736,158

利益剰余金 △257,878 859,240

その他の資本の構成要素 1,465 1,247

親会社の所有者に帰属する持分合計 4,888,927 3,768,894

資本合計 4,888,927 3,768,894

負債及び資本合計 11,296,441 12,462,946
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

当連結会計年度
（自　2024年７月１日

至　2025年６月30日）

売上収益 15,611,403 17,620,881

売上原価 12,922,992 14,487,138

売上総利益 2,688,410 3,133,743

販売費及び一般管理費 1,459,880 1,455,191

その他の収益 68,334 53,057

その他の費用 149,417 21,079

営業利益 1,147,446 1,710,530

金融収益 1,513 2,750

金融費用 25,341 30,192

持分法による投資利益（△は損失） 8,342 △6,799

税引前利益 1,131,961 1,676,288

法人所得税費用 406,068 559,169

当期利益 725,892 1,117,118

当期利益の帰属

親会社の所有者 725,892 1,117,118

非支配持分 － －

当期利益 725,892 1,117,118

１株当たり当期利益

基本的１株当たり当期利益（円） 73.58 113.23

希薄化後１株当たり当期利益（円） － 113.06

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

当連結会計年度
（自　2024年７月１日

至　2025年６月30日）

当期利益 725,892 1,117,118

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
793 △218

純損益に振り替えられることのない項目

合計
793 △218

税引後その他の包括利益 726,685 1,116,900

当期包括利益 726,685 1,116,900

当期包括利益の帰属

親会社の所有者 726,685 1,116,900

非支配持分 － －

当期包括利益 726,685 1,116,900

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

2023年７月１日残高 50,000 5,095,340 2,016,311

当期利益 725,892

その他の包括利益

当期包括利益合計 － － 725,892

配当金 △3,000,082

所有者との取引額合計 － － △3,000,082

2024年６月30日残高 50,000 5,095,340 △257,878

親会社の所有者に帰属する持分

合計
その他の資本
の構成要素

合計

2023年７月１日残高 672 7,162,324 7,162,324

当期利益 725,892 725,892

その他の包括利益 793 793 793

当期包括利益合計 793 726,685 726,685

配当金 △3,000,082 △3,000,082

所有者との取引額合計 － △3,000,082 △3,000,082

2024年６月30日残高 1,465 4,888,927 4,888,927

（３）連結持分変動計算書

前連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）
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（単位：千円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2024年７月１日残高 50,000 5,095,340 △257,878 －

当期利益 1,117,118

その他の包括利益

当期包括利益合計 － － 1,117,118 －

新株の発行 122,248 122,248 － －

自己株式の取得 － － － △244,360

自己株式の消却 － △244,360 － 244,360

配当金 － △2,237,069 － －

所有者との取引額合計 122,248 △2,359,181 － －

2025年６月30日残高 172,248 2,736,158 859,240 －

親会社の所有者に帰属する持分

合計
その他の資本
の構成要素

合計

2024年７月１日残高 1,465 4,888,927 4,888,927

当期利益 1,117,118 1,117,118

その他の包括利益 △218 △218 △218

当期包括利益合計 △218 1,116,900 1,116,900

新株の発行 － 244,496 244,496

自己株式の取得 － △244,360 △244,360

自己株式の消却 － － －

配当金 － △2,237,069 △2,237,069

所有者との取引額合計 － △2,236,933 △2,236,933

2025年６月30日残高 1,247 3,768,894 3,768,894

当連結会計年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

当連結会計年度
（自　2024年７月１日

至　2025年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 1,131,961 1,676,288

減価償却費及び償却費 309,312 272,218

減損損失 94,564 2,817

金融収益及び金融費用 23,828 27,442

持分法による投資損益（△は益） △8,342 6,799

固定資産除売却損益（△は益） △9,928 △1,536

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増

加）
1,003,104 △1,788,142

棚卸資産の増減額（△は増加） 14,573 △50,652

その他の流動資産の増減額（△は増加） 53,938 △619,319

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減

少）
△351,077 △192,668

貸倒引当金の増減額（△は減少） 58,070 5,651

その他 35,956 30,918

小計 2,355,961 △630,183

利息及び配当金の受取額 2,413 5,050

利息の支払額 △21,127 △28,642

法人所得税の還付額 174,904 53,699

法人所得税の支払額 △351,026 △557,959

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,161,125 △1,158,035

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △128,498 △162,912

有形固定資産の売却による収入 41,894 18,609

無形資産の取得による支出 △8,267 △5,209

貸付金の回収による収入 955 704

敷金及び保証金の差入による支出 △9,317 △10,926

敷金及び保証金の回収による収入 10,649 8,396

その他 △800 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △93,384 △151,338

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 500,000 2,860,000

長期借入金の返済による支出 △250,722 △387,882

リース負債の返済による支出 △25,566 △87,571

新株の発行による収入 － 244,496

自己株式の取得による支出 － △244,360

配当金支払による支出 △3,000,082 △2,237,069

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,776,371 147,613

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △708,630 △1,161,761

現金及び現金同等物の期首残高 4,296,852 3,588,221

現金及び現金同等物の期末残高 3,588,221 2,426,460

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表注記）

１．報告企業

㈱UNICONホールディングス（以下、当社）は日本に所在する株式会社であります。登記上の本社の住所は

宮城県仙台市であります。

当社の連結財務諸表は、2025年６月30日を期末日とし、当社及び連結子会社（以下、当社グループ）によ

り構成されております。

当社グループの事業内容は、建設関連事業及びその他事業であります。

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年

大蔵省令第28号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第312

条の規定により、IFRSに準拠して作成しております。

(2）機能通貨及び表示通貨

当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円（千円単位、単位未満切り捨て）で表示

しております。

３．重要性がある会計方針

当社グループの連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表において適用した会計方針と同一であります。
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前連結会計年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

当連結会計年度
（自　2024年７月１日

至　2025年６月30日）

親会社の所有者に帰属する当期利益（千円） 725,892 1,117,118

当期利益調整額（千円） － －

希薄化後１株当たり当期利益の計算に使用する

当期利益（千円）
－ 1,117,118

加重平均普通株式数（株） 9,864,800 9,865,969

普通株式増加数

A種種類株式の転換 － 15,038

希薄化後の加重平均普通株式数（株） － 9,881,008

基本的１株当たり当期利益（円） 73.58 113.23

希薄化後１株当たり当期利益（円） － 113.06

（セグメント情報等）

(1）報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっておりま

す。

当社グループの事業内容は、インフラメンテナンスを中心とした建設事業であり、区分すべき事業セグメ

ントが存在しないため、報告セグメントは単一となっております。

（１株当たり情報）

基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（注）１．前連結会計年度の希薄化後１株当たり当期利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

２．当社は、2025年１月31日を効力発生日として、普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行って

おります。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して基本的１株当たり当期利

益及び希薄化後１株当たり当期利益を算定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2023年６月30日）

当事業年度
（2024年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 492,608 149,726

未収入金 ※２ 2,585 ※２ 11,396

未収還付法人税等 102,105 315

前払費用 4,379 7,675

その他 185 430

流動資産合計 601,863 169,545

固定資産

有形固定資産

建物 1,360 2,197

工具、器具及び備品 1,602 1,104

リース資産 2,672 2,089

有形固定資産合計 ※１ 5,636 ※１ 5,391

無形固定資産 434 567

投資その他の資産

関係会社株式 11,426,870 11,426,870

繰延税金資産 － 11,825

その他 12,763 14,599

投資その他の資産合計 11,439,633 11,453,295

固定資産合計 11,445,704 11,459,254

資産合計 12,047,567 11,628,799

負債の部

流動負債

１年内返済予定の長期借入金 319,302 387,882

リース債務 681 526

未払費用 19,130 44,645

未払法人税等 3,788 583

賞与引当金 150 1,004

その他 2,441 20,728

流動負債合計 345,493 455,369

固定負債

長期借入金 ※２ 6,043,032 ※２ 6,062,230

リース債務 2,617 2,091

固定負債合計 6,045,649 6,064,321

負債合計 6,391,143 6,519,691

２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
（2023年６月30日）

当事業年度
（2024年６月30日）

純資産の部

株主資本

資本金 50,000 50,000

資本剰余金

資本準備金 769,250 769,250

その他資本剰余金 4,326,090 4,326,090

資本剰余金合計 5,095,340 5,095,340

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 511,084 △36,232

利益剰余金合計 511,084 △36,232

株主資本合計 5,656,424 5,109,108

純資産合計 5,656,424 5,109,108

負債純資産合計 12,047,567 11,628,799
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（単位：千円）

前事業年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当事業年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

営業収益

受取配当金 ※１ 500,024 ※１ 2,499,880

経営指導料 ※１ 250,000 ※１ 320,000

営業収益合計 750,024 2,819,880

営業費用 ※２ 184,330 ※２ 327,380

営業利益 565,694 2,492,499

営業外収益

受取利息 ※１ 996 ※１ 29

その他 67 111

営業外収益合計 1,063 140

営業外費用

支払利息 ※１ 47,418 ※１ 50,408

営業外費用合計 47,418 50,408

経常利益 519,339 2,442,231

税引前当期純利益 519,339 2,442,231

法人税、住民税及び事業税 3,788 1,290

法人税等調整額 － △11,825

法人税等合計 3,788 △10,535

当期純利益 515,551 2,452,766

②【損益計算書】
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（単位：千円）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 50,000 769,250 2,598,864 3,368,114 △4,467 △4,467 3,413,647 3,413,647

当期変動額

企業結合（合併）による増
加

1,727,225 1,727,225 1,727,225 1,727,225

当期純利益 515,551 515,551 515,551 515,551

当期変動額合計 － － 1,727,225 1,727,225 515,551 515,551 2,242,776 2,242,776

当期末残高 50,000 769,250 4,326,090 5,095,340 511,084 511,084 5,656,424 5,656,424

（単位：千円）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 50,000 769,250 4,326,090 5,095,340 511,084 511,084 5,656,424 5,656,424

当期変動額

剰余金の配当 △3,000,082 △3,000,082 △3,000,082 △3,000,082

当期純利益 2,452,766 2,452,766 2,452,766 2,452,766

当期変動額合計 － － － － △547,316 △547,316 △547,316 △547,316

当期末残高 50,000 769,250 4,326,090 5,095,340 △36,232 △36,232 5,109,108 5,109,108

③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

当事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 160 -



建物 15年

工具、器具及び備品 ４～８年

ソフトウエア ５年

【注記事項】

（重要な会計方針）

前事業年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

(2）無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は以下のとおりです。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上してお

ります。

４．収益及び費用の計上基準

持株会社である当社の収益は、主に連結子会社からの経営指導料及び受取配当金であります。経営指導料につ

いては、連結子会社との契約に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実施された時点で当社

の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。また、受取配当金については、配当金

の効力発生日をもって収益を認識しております。

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 161 -



建物 12年

工具、器具及び備品 ４～８年

ソフトウエア ５年

当事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

(2）無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は以下のとおりです。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上してお

ります。

４．収益及び費用の計上基準

持株会社である当社の収益は、主に連結子会社からの経営指導料及び受取配当金であります。経営指導料につ

いては、連結子会社との契約に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実施された時点で当社

の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。また、受取配当金については、配当金

の効力発生日をもって収益を認識しております。
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関係会社株式 11,426,870千円

関係会社株式 11,426,870千円

繰延税金資産 11,825千円

（重要な会計上の見積り）

前事業年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

当社の保有する関係会社株式は市場価格のない株式であり、関係会社株式について、直近期末の財務

数値等を用いて算出した実質価額が取得価額に比して著しく下落した場合には、将来の回復可能性が十

分な証拠によって裏付けられる場合を除いて実質価額まで減損処理することとしております。

これらの関係会社株式の評価においては、今後の経済環境の変化等により、翌事業年度以降の財務諸

表において関係会社株式の計上金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

当事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

当社の保有する関係会社株式は市場価格のない株式であり、関係会社株式について、直近期末の財務

数値等を用いて算出した実質価額が取得価額に比して著しく下落した場合には、将来の回復可能性が十

分な証拠によって裏付けられる場合を除いて実質価額まで減損処理することとしております。

これらの関係会社株式の評価においては、今後の経済環境の変化等により、翌事業年度以降の財務諸

表において関係会社株式の計上金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画等に基づいた課税所得の発生時期及び金額によって見積って

おります。

当該見積りは、今後の経済環境の変化等により、翌事業年度の財務諸表において繰延税金資産の計上

金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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前事業年度
（2023年６月30日）

当事業年度
（2024年６月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 1,243千円 2,564千円

前事業年度
（2023年６月30日）

当事業年度
（2024年６月30日）

短期金銭債権 2,585千円 11,317千円

長期金銭債務 4,879,500 5,218,000

（貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

前事業年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当事業年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

営業取引による取引高

受取配当金 500,024千円 2,499,880千円

経営指導料 250,000 320,000

営業取引以外の取引による取引高

受取利息 994千円 17千円

支払利息 37,174 37,500

前事業年度
（自　2022年７月１日

至　2023年６月30日）

当事業年度
（自　2023年７月１日

至　2024年６月30日）

役員報酬 74,906千円 114,468千円

給料手当 23,371 30,395

減価償却費 1,248 2,973

支払手数料 63,016 87,387

おおよその割合

販売費 －％ －％

一般管理費 100％ 100％

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

※２　営業費用の主要な費目及び金額並びにおおよその割合

　営業費用の主要な費目及び金額は以下のとおりです。
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区分
当事業年度

（千円）

子会社株式 11,426,870

関連会社株式 －

区分
当事業年度

（千円）

子会社株式 11,426,870

関連会社株式 －

（有価証券関係）

前事業年度（2023年６月30日）

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がないため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しており

ません。

なお、市場価格のない子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は以下のとおりです。

当事業年度（2024年６月30日）

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がないため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しており

ません。

なお、市場価格のない子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は以下のとおりです。
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当事業年度
（2023年６月30日）

繰延税金資産

税務上繰越欠損金 22,617千円

未払事業税 150

賞与引当金 50

繰延税金資産小計 22,818

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当金 △22,617

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当金 △201

評価性引当額小計 △22,818

繰延税金資産合計 －

繰延税金資産純額 －

当事業年度
（2023年６月30日）

法定実効税率 33.58％

（調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △32.33

住民税均等割 0.25

その他 △0.77

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.73

（税効果会計関係）

前事業年度（2023年６月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳
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当事業年度
（2024年６月30日）

繰延税金資産

税務上繰越欠損金 44,189千円

賞与引当金 337

その他 5,350

繰延税金資産小計 49,877

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当金 △34,332

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当金 △3,644

評価性引当額小計 △37,976

繰延税金資産合計 11,900

繰延税金負債

未収還付事業税 75

繰延税金負債合計 75

繰延税金資産純額 11,825

当事業年度
（2024年６月30日）

法定実効税率 33.58％

（調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △34.38

住民税均等割 0.05

その他 0.31

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.43

当事業年度（2024年６月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

（企業結合等関係）

前事業年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

取得による企業結合

連結財務諸表の「注記事項(６．企業結合及び非支配持分の獲得)」に同一の内容を記載しているため、注

記を省略しております。

当事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

該当事項はありません。

（収益認識関係）

前事業年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）」に同一

の内容を記載しているので注記を省略しております。

当事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）」に同一

の内容を記載しているので注記を省略しております。
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① 払込期日 2024年12月20日

② 発行新株式数 1,955株

③ 発行価格 １株につき125,062円

④ 発行価格の額 244,496,210円

⑤ 増加する資本の額 122,248,105円

⑤ 募集又は割当て方法（割当予定先）

第三者割当の方法により、A種種類株式を

それぞれ以下のとおり割り当てる。

小山剛　　　　1,600株

小野貞人　　　　100株

植村賢二　　　　 80株

井上孝　　　　　 30株

黒沼理　　　　　 24株

植村卓馬　　　　 24株

飯塚信　　　　　 20株

大浦和久　　　　 11株

湯田高弘　　　　 10株

三須三男　　　　 10株

阿部猛　　　　　 10株

元木義人　　　　 10株

大瀧浩之　　　　 10株

平澤慎一郎　　　　8株

目黒良樹　　　　　8株

① 取得対象株式の種類 当社普通株式

② 取得する株式の総数
1,654株

（発行済株式総数に対する割合1.68％）

③ 株式の取得価格の総額 244,360,306円

④ 株式１株を取得するのと引き換えに交付する金額 １株につき147,739円

⑤ 取得期間 2024年12月16日から2024年12月23日まで

⑥ 取得先
エンデバー・ユナイテッド2号投資事業有

限責任組合

（重要な後発事象）

前事業年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

（第三者割当による種類株式の発行）

当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、当社グループの役員に対して、当社種類株式を保

有する機会を提供することで、当社グループの長期的な企業価値の向上への貢献意欲や士気を高めること等を

目的として、第三者割当による種類株式の発行を実施しております。

（自己株式の取得）

当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、特定の株主からの自己株式取得を実施しておりま

す。

(1）自己株式の取得を行う理由

当社グループの役員に対する普通株式の上場前の事前譲渡の一環として取得するものであり、第三者割

当による種類株式の発行に係る払込金額の全額が払い込まれることを条件として取得するものでありま

す。

(2）取得に係る事項の内容

2025/08/18 10:13:09／25235341_株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス_有価証券届出書（新規公開）

- 168 -



（種類株式の取得及び消却）

当社は、2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に

基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、その対価としてA種種類株式１株につき、普通株式１株を交付し

ております。なお、当社が取得したA種種類株式のすべてについて、同日付で消却しております。また、2025

年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日としてA種種類株式を発行する旨の

定款の定めを廃止しております。

(1）取得及び消却した株式数

A種種類株式　　　　　　　　　　　　: 　　　　　 1,955株

(2）交換により交付した普通株式数　　　 : 　　　　　 1,955株

(3）交付後の発行済普通株式数　　　　　 : 　　　　　98,949株

（剰余金の配当（特別配当））

当社は、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、同日を基準日及び効力発生日として、資本剰余金

を原資とする当社普通株式１株につき23,046円の配当を実施いたしました。この結果、資本剰余金

2,237,069,616円が減少しております。

（株式分割）

当社は、2025年１月15日開催の取締役会決議により、以下のとおり株式分割を行うことについて決議し、

2025年１月31日に実施しております。

(1）株式分割の目的

株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環

境を整え、投資家層の拡大と当社株式の流動性の向上を図ることを目的としております。

(2）株式分割の概要

① 分割の方法

2025年１月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主が所有する普通株

式を、１株につき100株の割合をもって分割しました。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　 : 　　　　　98,949株

今回の分割により増加する株式数　　 : 　　　 9,795,951株

株式分割後の発行済株式総数　　　　 : 　　　 9,894,900株

株式分割後の発行可能株式総数　　　 :　　　 39,000,000株

③ 分割の日程

基準日公告日　　 : 　　2025年１月16日

基準日　　　　　 : 　　2025年１月31日

効力発生日　　　 : 　　2025年１月31日

（単元株制度の採用）

当社は、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日付で１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。
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（単位：千円）

資産の種類
期首

帳簿価額
当期増加額 当期減少額 当期償却額

期末
帳簿価額

減価償却
累計額

有形固定資産

建物 1,360 2,300 － 1,463 2,197 102

工具、器具及び備品 1,602 262 － 760 1,104 1,635

リース資産 2,672 － － 583 2,089 826

有形固定資産計 5,636 2,562 － 2,806 5,391 2,564

無形固定資産

ソフトウエア 434 300 － 167 567 －

無形固定資産計 434 300 － 167 567 －

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 150 1,004 150 1,004

【引当金明細表】

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

該当事項はありません。
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事業年度 毎年７月１日から翌年６月30日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 毎事業年度末日

株券の種類 －

剰余金の配当の基準日
毎年12月31日

毎事業年度末日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え（注）１．

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱  全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱  全国各支店　（注）１．

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

公告掲載URL

https://unicon-holdings.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

第６【提出会社の株式事務の概要】

（注）１．当社株式は、東京証券取引所スタンダード市場への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第

１項に規定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。

２．当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法166条第1項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　該当事項はありません。
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2022年

７月１日
－ － －

エンデバー・

ユナイテッド

2号投資事業

有限責任組合

無限責任組合

員エンデバ

ー・ユナイテ

ッド㈱

代表取締役　

三村　智彦

東京都千代

田区丸の内

二丁目５番

１号

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

普通株式

1,950,400
－

㈱南会西部

建設コーポ

レーション

ホールディ

ングスを吸

収合併消滅

会社とする

吸収合併に

伴う被合併

会社株主へ

の新株発行

2023年

１月１日
－ － －

エンデバー・

ユナイテッド

2号投資事業

有限責任組合

無限責任組合

員エンデバ

ー・ユナイテ

ッド㈱

代表取締役　

三村　智彦

東京都千代

田区丸の内

二丁目５番

１号

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

普通株式

976,800
－

南総建ホー

ルディング

ス㈱を吸収

合併消滅会

社とする吸

収合併に伴

う被合併会

社株主への

新株発行

2024年

12月23日

エンデバー・

ユナイテッド

2号投資事業

有限責任組合

無限責任組合

員エンデバ

ー・ユナイテ

ッド㈱

代表取締役　

三村　智彦

東京都千代

田区丸の内

二丁目５番

１号

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

株式会社

UNICONホール

ディングス

代表取締役社

長　小山　剛

宮城県仙台

市宮城野区

榴岡二丁目

５番30号

提出会社
普通株式

165,400

244,360,306

(1,477.39)

(注)４

当社グルー

プの役員に

対する普通

株式の上場

前の事前譲

渡の一環と

して取得す

るもの

2025年

１月30日
－ － － 小山　剛

山形県山形

市

特別利害関係

者等（大株主

上位10名、当

社代表取締

役）

A種種類株式

△160,000

普通株式

160,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 小野　貞人

福島県相馬

市

特別利害関係

者等（大株主

上位10名、当

社子会社代表

取締役）

A種種類株式

△10,000

普通株式

10,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 植村　賢二

福島県相馬

市

特別利害関係

者等（大株主

上位10名、当

社取締役、当

社子会社代表

取締役）

A種種類株式

△8,000

普通株式

8,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 井上　孝

山形県西置

賜郡小国町

特別利害関係

者等（大株主

上位10名、当

社取締役、当

社子会社代表

取締役）

A種種類株式

△3,000

普通株式

3,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 黒沼　理

山形県西置

賜郡小国町

特別利害関係

者等（大株主

上位10名、当

社子会社取締

役）

A種種類株式

△2,400

普通株式

2,400

－ (注)５

第四部【株式公開情報】

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2025年

１月30日
－ － － 植村　卓馬

福島県相馬

市

特別利害関係

者等（大株主

上位10名、当

社子会社取締

役）

A種種類株式

△2,400

普通株式

2,400

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 飯塚　信

福島県南会

津郡只見町

特別利害関係

者等（大株主

上位10名、当

社子会社取締

役）

A種種類株式

△2,000

普通株式

2,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 大浦　和久

山形県東置

賜郡高畠町

特別利害関係

者等（大株主

上位10名、当

社取締役、当

社子会社代表

取締役）

A種種類株式

△1,100

普通株式

1,100

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 湯田　高弘 －

特別利害関係

者等（当社取

締役）

A種種類株式

△1,000

普通株式

1,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 三須　三男 －

特別利害関係

者等（当社子

会社取締役）

A種種類株式

△1,000

普通株式

1,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 阿部　猛 －

特別利害関係

者等（当社子

会社取締役）

A種種類株式

△1,000

普通株式

1,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 元木　義人 －

特別利害関係

者等（当社子

会社取締役）

A種種類株式

△1,000

普通株式

1,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 大瀧　浩之 －

特別利害関係

者等（当社子

会社取締役）

A種種類株式

△1,000

普通株式

1,000

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 平澤　慎一郎 －

特別利害関係

者等（当社子

会社代表取締

役）

A種種類株式

△800

普通株式

800

－ (注)５

2025年

１月30日
－ － － 目黒　良樹 －

特別利害関係

者等（当社子

会社代表取締

役）

A種種類株式

△800

普通株式

800

－ (注)５

　（注）１．当社は、東京証券取引所スタンダード市場への上場を予定しておりますが、株式会社東京証券取引所（以下

「同取引所」という。）が定める有価証券上場規程施行規則（以下「同施行規則」という。）第266条の規

定に基づき、特別利害関係者等が、基準事業年度(「新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)」に経

理の状況として財務諸表等が記載される最近事業年度をいう。)の末日から起算して２年前の日（2022年７

月１日）から上場日の前日までの期間において、当社の発行する株式又は新株予約権の譲受け又は譲渡（上

場前の公募等を除き、新株予約権の行使を含む。以下「株式等の移動」という。）を行っている場合には、

当該株式等の移動の状況を同施行規則第204条第１項第４号に規定する「新規上場申請のための有価証券報

告書（Ⅰの部）」に記載することとされております。

２．当社は、同施行規則第267条の規定に基づき、上場日から５年間、上記株式等の移動の状況に係る記載内容

についての記録を保存することとし、幹事取引参加者は、当社が当該記録を把握し、かつ、保存するための

事務組織を適切に整備している状況にあることを確認することとされております。

また、当社は、当該記録につき、同取引所が必要に応じて行う提出請求に応じなければならないとされてお

ります。同取引所は、当社が当該提出請求に応じない場合は、当社の名称及び当該提出請求に応じない状況

にある旨を公表することができるとされております。また、同取引所は、当該提出請求により提出された記

録を検討した結果、上記株式等の移動の状況に係る記載内容が明らかに正確でなかったと認められる場合に
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は、当社及び幹事取引参加者の名称並びに当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することが

できるとされております。

３．特別利害関係者等の範囲は以下のとおりです。

(1）当社の特別利害関係者………役員、その配偶者及び二親等内の血族（以下「役員等」という。）、役員等

により総株主等の議決権の過半数が所有されている会社、当該会社の関係会

社並びにその役員

(2）当社の大株主上位10名

(3）当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員

(4）金融商品取引業者（金融商品取引法第28条第８項に規定する有価証券関連業を行う者に限る。）及びその

役員並びに金融商品取引業者の人的関係会社又は資本的関係会社

４．取得価格は、DCF法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）により算出した価格を総合的に勘案し

て、決定しております。

５．2025年１月15日開催の取締役会において、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に基づき、A

種種類株式の全てを当社が取得し、引き換えにこれらの種類株式の株主に対して普通株式の交付を行い、同

日付で当社が取得したA種種類株式の全てを消却しております。また、2025年１月24日開催の臨時株主総会

決議により、2025年１月31日を効力発生日として、種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しておりま

す。

６．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っており、上記「移動株数」及び「価格（単価）」は当該株式分割後の「移動株数」及び「価格（単

価）」を記載しております。
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項目 株式

発行年月日 2024年12月20日

種類 A種種類株式

発行数 195,500株

発行価格
1,250.62円
（注）３．

資本組入額 625.31円

発行価額の総額 244,496,210円

資本組入額の総額 122,248,105円

発行方法 第三者割当

保有期間等に関する確約 （注）２．

第２【第三者割当等の概況】

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】

　（注）１．第三者割当等による募集株式の割当て等に関する規制に関し、株式会社東京証券取引所（以下、「同取引

所」という。）の定める規則は、以下のとおりであります。

(1）同取引所の定める有価証券上場規程施行規則（以下、「同施行規則」という。）第268条の規定におい

て、新規上場申請者が、基準事業年度の末日から起算して１年前より後において、第三者割当等による募

集株式の割当てを行っている場合（上場前の公募等による場合を除く。）には、当該新規上場申請者は、

割当てを受けた者との間で、募集株式の継続所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会時

の同取引所への報告並びに当該書類及び報告内容の公衆縦覧その他同取引所が必要と認める事項について

確約を行うものとし、当該書類を同取引所が定めるところにより提出するものとされております。

(2）新規上場申請者が、前項の規定に基づく書類の提出等を行わないときは、同取引所は新規上場申請の不受

理又は受理の取消しの措置をとるものとしております。

(3）当社の場合、基準事業年度の末日は2024年６月30日であります。

２．同取引所の定める同施行規則第268条第１項第１号の規定に基づき、当社は、割当てを受けた者との間で、

割当てを受けた株式（以下、「割当株式」という。）を、原則として、割当てを受けた日から上場日以後６

か月間を経過する日（当該日において割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過して

いない場合には、割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過する日）まで所有する等

の確約を行っております。

３．発行価格は、DCF法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）により算出した価格を総合的に勘案し

て、決定しております。

４．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。上記「発行数」、「発行価格」及び「資本組入額」は、当該株式分割後の「発行

数」、「発行価格」及び「資本組入額」を記載しております。
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取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業及び
事業の内容等

割当株数
（株）

価格（単価)
（円）

取得者と提出会社
との関係

小山　剛 山形県山形市 会社役員
A種種類

株式
160,000

200,099,200
(1,250.62)

特別利害関係者等
（大株主上位10
名、当社代表取締
役）

小野　貞人 福島県相馬市 会社役員
A種種類

株式
10,000

12,506,200
(1,250.62)

特別利害関係者等
（大株主上位10
名、当社子会社代
表取締役）

植村　賢二 福島県相馬市 会社役員
A種種類

株式
8,000

10,004,960
(1,250.62)

特別利害関係者等
（大株主上位10
名、当社取締役、
当社子会社代表取
締役）

井上　孝
山形県西置賜郡
小国町

会社役員
A種種類

株式
3,000

3,751,860
(1,250.62)

特別利害関係者等
（大株主上位10
名、当社取締役、
当社子会社代表取
締役）

黒沼　理
山形県西置賜郡
小国町

会社役員
A種種類

株式
2,400

3,001,488
(1,250.62)

特別利害関係者等
（大株主上位10
名、当社子会社取
締役）

植村　卓馬 福島県相馬市 会社役員
A種種類

株式
2,400

3,001,488
(1,250.62)

特別利害関係者等
（大株主上位10
名、当社取締役の
二親等内の血族、
当社子会社取締
役）

飯塚　信
福島県南会津郡
只見町

会社役員
A種種類

株式
2,000

2,501,240
(1,250.62)

特別利害関係者等
（大株主上位10
名、当社子会社取
締役）

大浦　和久
山形県東置賜郡
高畠町

会社役員
A種種類

株式
1,100

1,375,682
(1,250.62)

特別利害関係者等
（大株主上位10
名、当社取締役、
当社子会社代表取
締役）

湯田　高弘 － 会社役員
A種種類

株式
1,000

1,250,620
(1,250.62)

特別利害関係者等
（当社取締役）

三須　三男 － 会社役員
A種種類

株式
1,000

1,250,620
(1,250.62)

特別利害関係者等
（当社子会社取締
役）

阿部　猛 － 会社役員
A種種類

株式
1,000

1,250,620
(1,250.62)

特別利害関係者等
（当社子会社取締
役）

元木　義人 － 会社役員
A種種類

株式
1,000

1,250,620
(1,250.62)

特別利害関係者等
（当社子会社取締
役）

大瀧　浩之 － 会社役員
A種種類

株式
1,000

1,250,620
(1,250.62)

特別利害関係者等
（当社子会社取締
役）

２【取得者の概況】

株式
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取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業及び
事業の内容等

割当株数
（株）

価格（単価)
（円）

取得者と提出会社
との関係

平澤　慎一郎 － 会社役員
A種種類

株式
800

1,000,496
(1,250.62)

特別利害関係者等
（当社子会社代表
取締役）

目黒　良樹 － 会社役員
A種種類

株式
800

1,000,496
(1,250.62)

特別利害関係者等
（当社子会社代表
取締役）

（注）2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行

っており、上記「割当株数」及び「価格（単価）」は、当該株式分割後の「割当株数」及び「価格（単価）」を記

載しております。

３【取得者の株式等の移動状況】

「第１　特別利害関係者等の株式等の移動状況」に記載のとおりです。
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

エンデバー・ユナイテッド2号投資

事業有限責任組合（注）１．

東京都千代田区丸の内二丁目５番１

号
9,391,700 94.91

小山　和夫（注）１．２． 山形県西置賜郡小国町 307,700 3.11

小山　剛（注）１．３．６． 山形県山形市 160,000 1.62

小野　貞人（注）１．５． 福島県相馬市 10,000 0.10

植村　賢二（注）１．４．５． 福島県相馬市 8,000 0.08

井上　孝（注）１．４．５． 山形県西置賜郡小国町 3,000 0.03

黒沼　理（注）１．６． 山形県西置賜郡小国町 2,400 0.02

植村　卓馬（注）１．６．７． 福島県相馬市 2,400 0.02

飯塚　信（注）１．６． 福島県南会津郡只見町 2,000 0.02

大浦　和久（注）１．４．５．６． 山形県東置賜郡高畠町 1,100 0.01

湯田　高弘（注）４． － 1,000 0.01

三須　三男（注）６． － 1,000 0.01

阿部　猛（注）６． － 1,000 0.01

元木　義人（注）６． － 1,000 0.01

大瀧　浩之（注）６． － 1,000 0.01

平澤　慎一郎（注）５． － 800 0.01

目黒　良樹（注）５． － 800 0.01

計 － 9,894,900 100.00

第３【株主の状況】

（注）１．特別利害関係者等（大株主上位10名）

２．特別利害関係者等（当社代表取締役社長の二親等内の血族）

３．特別利害関係者等（当社代表取締役社長）

４．特別利害関係者等（当社取締役）

５．特別利害関係者等（当社子会社代表取締役）

６．特別利害関係者等（当社子会社取締役）

７．特別利害関係者等（当社取締役の二親等内の血族）

８．株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
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独立監査人の監査報告書

2025年８月13日

株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス

取締役会　御中

監査法人ＦＲＩＱ

東京都千代田区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　稔幸

指定社員

業務執行社員
公認会計士 山本　毅

指定社員

業務執行社員
公認会計士 三村　啓太

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングスの連結財務諸表、すなわち、2024年６月30日現在、2023年６月30日現在及び

2022年７月１日現在の連結財政状態計算書、2024年６月30日及び2023年６月30日に終了する２連結会計年度の連結損益計

算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書並びに連結財務諸表注記について監

査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定さ

れた国際会計基準に準拠して、株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス及び連結子会社の2024年６月30日現在、2023年６

月30日現在及び2022年７月１日現在の財政状態並びに2024年６月30日及び2023年６月30日をもって終了するそれぞれの連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役

及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
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　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、国際会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が

ある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評

価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に

対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月13日

株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス

取締役会　御中

監査法人ＦＲＩＱ

東京都千代田区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　稔幸

指定社員

業務執行社員
公認会計士 山本　毅

指定社員

業務執行社員
公認会計士 三村　啓太

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＮＩ

ＣＯＮホールディングスの2024年７月１日から2025年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年７月１日

から2024年12月31日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計

算書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中

間連結財務諸表注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ＵＮＩＣＯＮ

ホールディングス及び連結子会社の2024年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表の

表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる事

項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに

要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうか

を評価する。

・要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2025年８月13日

株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス

取締役会　御中

監査法人ＦＲＩＱ

東京都千代田区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　稔幸

指定社員

業務執行社員
公認会計士 山本　毅

指定社員

業務執行社員
公認会計士 三村　啓太

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングスの2022年７月１日から2023年６月30日までの第５期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＵＮＩＣＯＮホールディングスの2023年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全て

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役

及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2025年８月13日

株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス

取締役会　御中

監査法人ＦＲＩＱ

東京都千代田区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　稔幸

指定社員

業務執行社員
公認会計士 山本　毅

指定社員

業務執行社員
公認会計士 三村　啓太

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングスの2023年７月１日から2024年６月30日までの第６期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査

を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＵＮＩＣＯＮホールディングスの2024年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全て

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役

及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月13日

株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス

取締役会　御中

監査法人ＦＲＩＱ

東京都千代田区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　稔幸

指定社員

業務執行社員
公認会計士 山本　毅

指定社員

業務執行社員
公認会計士 三村　啓太

監査人の結論

　当監査法人は、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の「経理の状況」のその他に掲げられている株式会社

ＵＮＩＣＯＮホールディングスの2024年７月１日から2025年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（2025年１月１日から2025年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2024年７月１日から2025年３月31日まで）に

係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結

包括利益計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されて

いる。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと

判断している。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断

した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四

半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に基づき、継続企業に関する事項を開

示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半

期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用

されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約四半

期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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